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序章 冷戦後の国際政治理論－攻撃的リアリズムの可能性 

 

 1989 年 11 月 9 日、長らくドイツを東西に分断してきたベルリンの壁が崩壊した。この

出来事は、国際政治史上の大きな転換点となった。なぜなら、壁の崩壊は、第二次世界大

戦後の国際政治史を紡いできた米ソ冷戦が、突如として終結したことを意味したからであ

る。このことは同時に、冷戦構造を特徴づけてきた米ソ両超大国による二極支配の終焉を

も意味した。加えて、冷戦の終結は世界中の誰もが予想し得ないことであった。ゆえに冷

戦の終結は、大きな衝撃とともに、今後の国際情勢の行く末に対する関心をもって受け止

められた。 

冷戦終結は、社会科学の諸分野にも多大な影響をもたらした。これまで自分たちが生活

し、研究の対象としてきた社会が、何の前触れもなく急激に変化するということは、大き

な衝撃であり、同時に主要な研究対象となる。この変化を前にして、「社会はどのように変

化するのか」という問題関心から、変動の再検証が必要となった。 

このことは国際政治学、とりわけ国際政治理論の分野では、学問のアイデンティティを

問い直す決定的なことであった。なぜなら、ケネス・ウォルツ（Kenneth N. Waltz）によ

って構築された、国際政治学の主流理論であるネオリアリズム（Neorealism）が、冷戦の

終結を予測するどころか、事後的な説明すら十分にできなかったからである(1)。さらに、

冷戦終結後の世界では、地球環境問題や人権問題、宗教やナショナリズムを巡る内戦の頻

発など、ネオリアリズムによっては説明できない事象が大きな問題になってきている。 

こうしたネオリアリズムが抱える諸問題の中で、とりわけ強調しなければならないのは、

ネオリアリズムが冷戦終結を予測し、さらには説明することにも失敗したということであ

る。国際政治史上の重大事件であるからこそ、それを説明できないということは大きな問

題であり、それゆえに大きな論争を巻き起こしている。ゆえに現在、国際政治学に課せら

れている主要な難題は「冷戦終結を説明すること」であるといえる。さらに、冷戦終結だ

けでなく、構造変動を包括的に説明し得る分析枠組が、国際政治理論に求められている。 

このように、冷戦終結を境にネオリアリズムに批判が集中する中、国際政治の新たな分

析枠組としてコンストラクティヴィズム（Constructivism）という新たなアプローチが登

場してきた。ウェント（Alexander Wendt）によって提唱された、この新たなアプローチ

が、ネオリアリズムの欠陥を補完し、冷戦終結を説得的に説明したことから、一挙に学界

の中で注目を浴びることとなった。 
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ただ、ネオリアリストはコンストラクティヴィズムの台頭を座視していたわけではない。

その急先鋒であるシカゴ大教授のジョン・ミアシャイマー（John J. Mearsheimer）は、

ネオリアリストでありながら、ウォルツの理論と自らの理論とをその前提において区別し

ている。簡単に言えば、ウォルツ以上に国際政治の競争的側面を重視し、国家の攻撃的行

動を大きく見積もった攻撃的リアリズム（Offensive realism）を主張した。このミアシャ

イマーの理論に従えば、潜在敵国への一方的宥和によって紛争を回避しようとする宥和政

策は、国際システムの競争原理にそぐわないため、外交政策上の愚行となる。 

こうした、宥和政策に関するミアシャイマーの主張は、競争原理からの逸脱が自ら安全

保障の獲得を断念することにつながり、同時に他国のパワー追求を是認することになり、

相対的パワーの格差が拡大することになるのではないか、と考えられる。このことを、構

造変動の説明に援用すると、ネオリアリズムによっても構造変動を説明することが可能に

なると考えられる。そうすれば、ネオリアリズムは理論の限界だった構造変動を説明する

ことが、理論的には可能になる。 

では、冷戦終結の過程における宥和政策の役割はどのようなものだったのか。冷戦終結

という構造変動においては、ゴルバチョフ（Mikhail Sergeyevich Gorbachev）が行なっ

た一連の改革であるペレストロイカが宥和政策にあたると考えられる。従来の研究では、

ペレストロイカが冷戦終結の主要な要因ではあっても、宥和政策としての機能を果たし冷

戦終結を導いた、という主張はされてこなかった。 

そこで本論文では、攻撃的リアリズムの視点から、ペレストロイカが冷戦終結の過程で

果たした役割を明らかにしたい。ただ、本論文における「冷戦終結」の位置づけは、あく

までも検証の材料ということであって、冷戦終結の過程を詳述することには主眼を置いて

いない。つまり、冷戦終結に際して、ソ連が崩壊し構造変動が起こったことそれ自体の研

究ではなく、その過程を攻撃的リアリズムの観点から分析することによって、理論的な説

明力を検証し、主張の一般化を図ろうとするものである。また、分析の際には「大国間の

宥和は構造変動を引き起こす」という攻撃的リアリズムの含意を用いる。 

以下、本論文ではミアシャイマーの理論枠組に依拠しつつ、冷戦終結をネオリアリズム

の観点から説明し、ネオリアリズムによっても構造変動の説明が可能であることを示す。

それによって、ネオリアリズムの理論的発展の可能性を示したい。その際、構造変動の視

点を盛り込んだ攻撃的リアリズムとして、筆者が提示するのが「新攻撃的リアリズム

（Neo-Offensive realism）」である。 
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 注 

 

(1) こうした、冷戦終結に際して、国際政治理論が直面した問題点に関する主張は、 

Kratochwil（1993）、西村（1996）、石田（2000）、大矢根（2005）に詳しい。 
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第１章  国際政治理論の系譜―理論的前提と分析射程 

 

1-1 理論の系譜 

 

 序章で見たように、冷戦後の国際政治理論に対しては、主に構造変動の視点から批判が

加えられるようになった。この際、ウォルツ（Kenneth N. Waltz）によって構築されたネ

オリアリズムは、その理論的なシステム静態性を厳しく批判されることになった。これと

同時に、ウェント（Alexander Wendt）が主唱するコンストラクティヴィズムは、冷戦終

結をある程度説明することに成功し、相対的に勢いを増してきた。さらに、ミアシャイマ

ー（John J. Mearsheimer）をはじめとするラショナリスト（合理主義者）が、コンスト

ラクティヴィズムを批判するといった状況が今日まで続いている。こうした状況を前にし

て、まず我々がすべきことは、各理論についてよく知ることである。各理論が、誰によっ

て構築されたのか。各理論の前提はどういったもので、それは既存の理論の何を問題とし

て登場したのか。また、各理論の学問的貢献と批判点はどういうものなのか。こうしたこ

とを明らかにすることで、今日に至るまでの理論発展状況について把握していきたい。 

以下、国際政治の理論について概観していく。その際、国際政治学を科学的な学問足ら

しめ、学問的発展の過程における一大転機となったウォルツの視点、すなわち「構造」の

視点の登場を境として整理していく。それによって、本論文の主題である国際システムの

構造変動との関連で、理論を捉える事も可能になるだろう。 

 

1-1-1 ウォルツ以前 

 

まずは、国際政治学の誕生から、ウォルツの登場以前までを見ていきたい。 

有史以来、人間の歴史は戦争の歴史であった。国家の生存のため、あるいは領土拡大の

ため、その他多くの理由から戦争が繰り返され、膨大な人命が失われていった。こうした

ことから、「いかにして戦争を防ぐか」といった防戦的側面、あるいは「いかにして効率よ

く戦争を遂行するか」といった戦術的側面から、戦争の研究が進んだのは必然的なことだ

った。また、「そもそもなぜ戦争が起こるのか」「なぜ人間は戦争を起こすのか」という、

人間の権力欲の本質に迫る根源的な問いに対して、哲学者、歴史学者らが向き合ってきた。

そのために、戦争の歴史的記録に基づいて、経験的に戦争についての研究が進められてき
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た。 

古くは、歴史家のツキュディデス（Thucydides）がいる。ツキュディデスは、アテネと

スパルタの覇権争いに端を発したペロポネソス戦争を記録し、後世に戦争の事実を伝える

ことを目的として『戦史』を著した。その後、『戦史』のエッセンスはマキャベリ（Niccolo 

Machiavelli）、ホッブズ（Thomas Hobbes）といった思想家たちに受け継がれ、次第に人

間の権力欲が戦争を引き起こす原因であるということが、共通に認識されるようになった。

つまり、戦争の原因は政治指導者などの個人に帰せられるのであり、同時に個人によって

戦争は防がれるということである。こうした、思想家たちによって語られた戦争論が、体

系だった理論として打ち立てられたのは 20 世紀に入ってからである。第一次、第二次大

戦という人類史上類を見ない未曾有の戦争によって、人類は自らをも絶滅させうる巨大な

力に直面した。この経験は、その巨大な戦争の力学を解明するという学問的課題を、多大

な犠牲の上に要請することとなった。以下、この課題に取り組み、国際政治学の学問的確

立に貢献した E.H.カーと、モーゲンソーの主張を見ていきたい。 

 

E.H.カー 

イギリスの外交官であり、歴史家でもあったカー（Edward Hallett Carr）は、第一次、

第二次世界大戦の戦間期にあって、国際政治学の学問的誕生の萌芽ともいうべき業績を残

した。それは、カーの主著『危機の二十年』である。その中で、カーはリアリズムとユー

トピアニズムのバランスの重要性を説いている(1)。その背景には、大戦後に平和を現出す

べく台頭した理想主義が、再び人類を大戦へ導いたことへの皮肉が込められている。 

第一次大戦で、破滅的な戦争を経験した後、ヨーロッパにはユートピアニズムに基づい

たヴェルサイユ体制が敷かれ、同時にアメリカ大統領ウィルソン（Woodrow T. Wilson）

が国際連盟構想を提唱し、ユートピアニズムは絶頂に達した。国際世論が、ユートピアニ

ズムによって平和が達成されると考える中、カーをはじめとするリアリストたちは、行き

過ぎた楽観主義的思潮に向けて警告を発した。その警告とは、いくらユートピアニズムに

基づく法整備や、国際世論の喚起、またヴェルサイユ体制などの平和的な政治的基盤の構

築を行おうと、現実的な要素を無視したユートピアニズムは危険である、というものであ

る。なぜ危険なのかと言えば、現実的な要素は現実の生起過程を因果的に示しているので

あり、それらを無視した変革は、現実どころか、連綿と続いてきた歴史を見失うことにつ

ながる。そして、結局は将来の見通しをも無視した軽薄なものになってしまうからである。 
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しかし一方で、カーは行き過ぎたリアリズムに対しても警告を発している。それは、ユ

ートピアニズムを無視することは、現実の因果的な生起過程への偏重になるというもので

ある。そして、それは現実を無批判に受容することになり危険である、というものである。

なぜ危険なのかと言えば、現実は因果的に生成されるのであって、どのような変革を行お

うとも現実を変更することは不可能である、という決定論に陥るからである。こうしたこ

とから、以下のような主張に行き着く。 

過剰なユートピアンは、国家間関係という現実の中に平和的な基盤を構築し、平和的な

条件を整えさえすれば、現状は変革され平和な時代がやってくる、という誤った認識に陥

る。また、過剰なリアリストは、国家間関係を現実的なパワーの視点でのみ捉え、同時に

現実はそうした現実的要素が持つ、機械的な因果法則に支配されていると理解し、平和的

変革の努力は無駄である、という誤った認識に陥る。 

こうしたことから、カーは国際政治を見る際に、ユートピアニズムとリアリズムのバラ

ンスをとることの重要性を説いている。つまり、理論と現実の相互作用の中に、国際政治

学の本質を見出したのである。「政治学は、理論と実際が相互作用の関係にある、という認

識の上に築かれなければならないのであり、それはユートピアとリアリティが組み合わさ

れることによってのみ成し遂げられるのである。」（Carr,2001,p.14）こうして、国際政治

学は、新たな学問として世の中に登場することになった。 

 

モーゲンソー 

カーが『危機の二十年』を発表した直後、ヒトラー（Adolf Hitler）率いるドイツ軍が

ポーランドに侵攻し、第二次世界大戦が勃発した。こうして、カーの警告は最悪の形で現

実となってしまった。第二次世界大戦は、20 世紀最大の悲劇として、戦争史上最大の物的、

人的被害をもたらした。人類は、自らをも滅ぼす力を得てしまったのである。この破滅的

な戦争を前にして、その巨大な力学の解明が国際政治の研究者たちにとって急務となった。 

その要請に応え、戦争の原因を体系立てられた理論枠組の中で分析したのが、モーゲン

ソー（Hans J. Morgenthau）である。彼の主著である『国際政治』では、戦争の原因と

して人間の権力欲求が仮定され、それに基づいて一貫した主張がなされている。モーゲン

ソーの主張を一言でいえば、「人間と同じように、国家も本質的に権力欲求を持っており、

その権力欲求の衝突によって戦争が発生する。こうした、国家間関係における権力欲求の

衝突を防ぐため、勢力均衡と外交哲学が不可欠である」というものである。このように、
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国家間関係を人間性に基づく権力欲求の仮定によって分析すること、すなわちパワーの観

点から国家間関係を分析することによって、国際政治学は、戦争の原因を追求し、平和の

達成を模索する際の論理一貫した視点を獲得した。ここに、国際政治学は確固たる学問的

立場を築いたといえる。この立場はリアリズム学派（現実主義学派）と呼ばれる。モーゲ

ンソーは、他ならぬリアリズム学派を打ち立てた中心人物である。今日に至るまで、国際

政治学における主要な学派は、ほとんど全てと言っていいほど、モーゲンソーの主張をた

たき台として構築され、発展してきたものである。すなわち、現代国際関係理論の論者た

ちは、「モーゲンソーとの対話」を通して自らの主張を洗練させていった（山本ほか,1989,

第 6 章）。以下、モーゲンソーの主張に基づきながら、リアリズム学派の理論的主張につ

いて概観していきたい。 

まず、モーゲンソーは、リアリズムに関する 6 つの原理を提示している。 

 

① 政治は、人間性にその根源を持つ客観的法則に支配されている。 

② 国際政治を動かすのは、パワーによって定義される利益である。 

③ 国家はパワーの極大化を目指すものの、最低限の国家利益は国家の生存である。 

④ 政治的道義とは、単なる道義的行動ではなく、政治的帰結を比較考量して行われるも

のである。 

⑤ 特定の国家の道義と、普遍的な道徳律は必ずしも一致しない。 

⑥ 政治的リアリズム（つまり国際政治）と、他の学問領域とを区別するのは「パワー」

の概念である。 

モーゲンソー（1998）第一章より筆者作成（括弧内筆者） 

 

①は、リアリズム学派における理論の意味を、改めて確認する原理である。有史以来、

多くの思想家たちによって論じられてきた政治の法則は、一貫して人間性にその根源を持

つものであった。モーゲンソーは、そうした思想家たちの主張に共通する「人間性」に注

目し、これを理論の中核に据える事を強調している。そしてそのことによって、目の前の

事実を認識し、それらに意味を与えるという、理論の本質的機能が果たされると主張する。

ゆえに、リアリズムは「人間性リアリズム（Human nature realism）」とも呼ばれる。 

②は、国際政治学を他の諸学問から独立させる意味を持っている。つまり「パワー」の

概念によって、国際政治学は学問としてのアイデンティティを獲得したということである。
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例えば、経済学であれば「富として定義される利益」を中心に据え、経済が「富」を巡っ

て動いていると仮定される。同じように、国際政治はパワーを巡って動いていると仮定さ

れるのである。また、「パワーによって定義される利益」という概念は、国際政治の観察者

に知的準則を与えるものである。無数の要因が絡み合う国際政治を理解する際、この概念

が合理的推論、合理的理解のために策定されるのである。そして、研究者同士が共通の基

盤で議論を行うことも可能になる。 

③は、国家の権力欲求が、際限のないパワー獲得を目指す、ということを意味すること

を主張したものである。そして、それは同時に自らの生存が担保されてこそ可能である、

ということである。つまり、国家の利益はパワーの極大化であるのと同時に、自らの生存

も最低限の利益として含むということである。こうした、国家が持つ利益認識は、国際環

境によって変化する。ゆえに、国家は常にパワーの極大化を目指しながらも、危機にさら

されれば自己保存に全力を費やす。 

④は、一般的な道義上の要請と、政治的な道義上の要請との間の緊張関係について述べ

たものである。一般的な道義が、常に政治的に適切であるとは限らない。そこで、リアリ

ズムに基づき、政治的帰結を考慮しながら行動することが国家には求められるのである。

この主張は、カーがユートピアニズムへの偏重を批判した事と共通するものである。 

⑤は、特定の国家が、自らの行動を普遍的道義の名の下に正当化することに対して、警

告を発したものである。この過ちによって、過去に幾多の国家、文明が破壊されてきた。

そこで、各国家が「パワーによって定義された利益」に基づいて行動することで、全ての

国家が公正に扱われることになる。それによって「自分たちの国家を判断するように他国

家を判断することができる」（モーゲンソー,1998,12 頁）ようになり、国家間の妥協も可

能になるのである。 

⑥は、繰り返しになるが、「パワーによって定義された利益」という概念によって、国

際政治学は他の学問領域からの独自性を持つことが可能になった。そして、国際政治学に

おける主要な理論であるリアリズムこそが、国家に対して明確な知的、道徳的態度をとる

ことを可能にしたのである。 

こうして、モーゲンソーは理論枠組に「パワー」と「国益」という独立変数を組み込み、

各国あるいは政治指導者は、権力欲求に基づいて行動する、と仮定した。この仮定は、戦

争の原因は、他者の支配とパワーとしての国益の獲得を目指して行動するという、国家が

持つ人間的な権力欲求にある、という主張につながる。ただ、モーゲンソーは戦争の原因
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を追究した上で、平和の条件も示している。それが、勢力均衡であり、外交哲学である。 

まず、勢力均衡によって、パワーの極大化を求める国家の欲求が抑制されなければなら

ない。そのようにして現状維持が図られている状態こそが、リアリストにとっては平和な

状態となる。そして、仮に現状打破的な国家が登場した際には、対抗同盟を組織し均衡を

図ることによって、現状維持が持続されなければならない。 

また、国家間の利益の衝突は、戦争によってではなく、外交によって調整されなければ

ならない。この際に、かつてヨーロッパ古典外交を彩ったような外交哲学が重要となる。

また、こうした外交による調整が可能なのは、各国家が「パワーによって定義された利益」

という概念を共有していることによって、意思の疎通が図られるからである。 

 以上のように、カーとモーゲンソーの偉業によって、国際政治学は体系だった学問とし

ての確固たる地位を築いた。そして、その後はモーゲンソーとの対話を通じて、学問的な

発展を遂げていくことになる。しかし、1970 年代後半に入ると、ウォルツがモーゲンソー

らの主張を批判し、科学的かつ演繹的な理論を主張することになる。ここに、国際政治学

は一大転機を迎えることになった。以下、ウォルツの業績を概観し、今日に至る学問的動

向を見ていきたい。 

 

1-1-2 ウォルツ以後 

 

 モーゲンソーが主張した人間性に基礎を置くリアリズムは、その論理一貫した主張によ

って、リアリズム学派の確立、そして国際政治学の学問としての確立に多大に貢献した。

しかし、リアリズムの中心概念である「権力欲」は、実証的に観察することが非常に困難

であり、実際に「権力欲」の存在についてなされた研究はない（吉川・野口編,2006,141

頁）。さらに、「権力欲」の存在を認めたとしても、国家や政治指導者の属性は歴史的に変

遷を続けてきた。また、権力欲があることと、他国に戦争を仕掛けることとは、必ずしも

同じことではない。それにも関わらず、戦争という現象は有史以来一貫して続いている。

このように、個人や国家の属性から国際的な事象を説明する事には大きな困難が伴う。 

 こうした点を批判的に検討し、リアリズムの主張も踏まえながら、国際政治を新たな視

点から分析する理論を提唱したのがウォルツである。ウォルツは、それまでの国際政治理

論が人間性に偏重していた点を批判し、構造という視点から国際政治を分析することを主

張した。この構造にこそ、個人や国家には還元されない、戦争の原因を求めたのである。
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ゆえに、ウォルツの主張は構造的リアリズム（Structural realism）と呼ばれる。以下詳

述するが、ウォルツの主張の影響力は計り知れないものであり、モーゲンソーに代わって、

その後の国際政治理論の発展に大きく寄与することになる。 

 ただ、冷戦終結によって、ウォルツの主張は一時的にではあるものの影響力を喪失した。

この際、冷戦終結に対して論理一貫した説明を与え、注目を集めたのがウェントであり、

さらにミアシャイマーが、ウェントの主張を批判してウォルツに代わる構造的リアリスト

の代表格になりつつある。 

 以下、ウォルツ以後の論者として、ウォルツ、ウェント、ミアシャイマーの主張を取り

上げ、今日に至る学問的発展の動向を見ていきたい(2)。 

 

ウォルツ 

 ウォルツの構造的リアリズムは、モーゲンソーの「パワー」の視点を引き継いでいるこ

とから、モーゲンソーのリアリズムとは区別して「ネオリアリズム（Neorealism）」とも

呼ばれる。これによって、モーゲンソーのリアリズムも「古典的リアリズム（Classical 

realism）」と呼ばれるようになった。こうしたウォルツの影響力の大きさゆえに、「モーゲ

ンソーとの対話」によって発展してきた国際政治学は、「ウォルツとの対話」によって発展

していくこととなる。以下、ウォルツの主張を見ていきたい。 

 ウォルツの主張は、1979 年に発表された“Theory of international politics”にまとめ

られている。本書は、古典的リアリズムに対する批判から始まっている。実証的に観察・

分析が困難な「権力欲」に基づいて国際関係を分析することはもちろん、個人や国家の要

因によって戦争を説明しようとする姿勢を、還元主義（Reductionism）の誤謬に陥ってい

ると指摘したのである。還元主義とは、部分の集合と部分間の相互作用とを分析すること

によって、全体を知ろうとする方法論である（Waltz,1979,p.18）。つまり、還元主義者た

ちは、政治指導者や国家、そしてそれらの相互作用に戦争の原因があるという見方をする。

このように考える限り、国際政治における事象は全て、個人や国家の属性に還元されるこ

とになる。しかし、現実はそうではない。個人や国家の属性は歴史的に変遷してきたにも

関わらず、戦争という現象は一貫しているからである。また、たとえ属性は同じでも、常

に同一の行動をとるとは限らない。ゆえに、ウォルツは国際政治を規定する、全く別の要

因が存在する、という視点から理論的主張をしている。その際、ウォルツが提唱する方法

論がシステム・アプローチ（Systems approach）である（Waltz,1979,Chapter3）。 
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 システム・アプローチをとることによって、個人や国家には還元されない、国際政治を

規定する新たな視点が生まれる。それは、国際システムの視点である(3)。この視点によっ

て、3 つのことが明らかとなる。 

 1 つ目は「構造的アナーキー」である。これについては、モーゲンソーをはじめとする

古典的リアリストたちも言及している。しかし、モーゲンソーらの主張は、あくまでも「国

家に上位する権力の不在」という意味での「アナーキー」という認識にとどまっている。

ゆえに、アナーキーであることが、国家の権力欲を抑制する上位権力の不在を意味し、そ

れによる戦争の勃発や、際限なくパワーを求めることによる安全保障のジレンマの原因と

して関連付けられている。ゆえに「国家に権力欲があるために戦争が起こる」という主張

につながる。 

この点、ウォルツの主張は「構造的」な「アナーキー」である。つまり、国際システム

が無政府状態であるために、国家は自分で自分を守る必要性に迫られる。これは、自助シ

ステム（self-help system）と呼ばれる。ここでは、国家に対して構造の力がはたらいて

いる。この構造要因によって戦争が起こるのであり、同時に戦争が抑止されるのであって、

国家が権力欲を持っているかどうかは、戦争の原因の説明にとって重要ではない。ゆえに

「戦争は、それを防ぐものがないために起こる」（Waltz,1959,p.232）という、構造的アナ

ーキーの特性に注目した主張につながる。 

 2 つ目は「国際システムの構造」である。これは、国際システムにおける能力の分布状

況によって決定される構造のことである。この際、システムにおける能力の分布に影響す

るのは大国である。ウォルツは、この大国のことを極（Pole）と呼んでいる。この、シス

テム内に存在する大国の数によって、国際システムは「一極（Unipoler）」、「二極（Bipolar）」、

「多極（Multipolar）」という形態をとる。こうして決定される国際システムの構造が、シ

ステム内の国家の行動を規定するのである。 

 3 つ目は「プロセス」である。これは、国際システムの構造が、システム内の国家の行

動をどのように規定し、国家間の相互作用のパターンとタイプに影響しているか、という

問題である。ウォルツは、構造はシステム内の国家に間接的に影響を与えるものであり、

その方法は 2 つあると主張している。それは「社会化（Socialization）」と「競争

（Competition）」である（Waltz,1979,pp.74～78）。 

まず「社会化」に関して述べたい。人間社会においては、社会における成員の属性の相

違に比べて、観察される行動の相違は非常に少ない。なぜなら、社会化によって、社会に

11 



おける成員の多様な属性が、一定程度まで収斂するからである。その際、社会は自然発生

的、非公式的に行動規範を確立する。集団の成員は、社会によってその行動規範に適合さ

せられる。これと同様の過程が、国際システムにも存在する。つまり、構造的アナーキー

の下で、国家の多様な属性は一定程度まで収斂するのである。これが、社会化のプロセス

である。一方、「競争」はと言うと、国家の行動を、社会的に最も好ましく、成功する行動

に適合させる役割を果たす。「競争は、競争者を同質的な方向に向かわせる傾向を生む」

（Waltz,1979,p.127）のである。 

 このようにして、構造的アナーキーの下、システムにおける能力の配分状況によって国

際システムの構造が決まる。この構造の下、社会化と競争というプロセスを通して、国家

の行動はその多様な属性に関わりなく同質的なものとなり、同時に一定程度規定される。

この際、各国家の主要な利益は安全保障の獲得である。そのために、各国家は軍事力を増

強し、経済力を高めるといった手段をとる。このように、構造的アナーキーの下で、各国

家は安全保障の獲得に向けて、同じ手段をとるインセンティヴを持つ。しかし、国家によ

っては、軍事力を増強しても敵対する大国に対抗できないために、別の大国と同盟を組ん

だり、経済システムが破綻し自助に頼ることができず、他国からの経済支援を仰いだり、

といったように、同一行動をとらない、あるいはとれないこともある。それは、国家間に

能力（Capability）の差があるからである。大国は能力が高いために行動範囲が広く、選

択肢も多いのに対し、小国は能力が低いために行動範囲が狭く、選択肢も限られる。この

ように、国家は「機能は同じでも能力が異なる」ために、国家行動にはいくつかのバリエ

ーションが生まれることになる。 

 こうした構造の視点を踏まえた上で、ウォルツは二極構造が最も安定すると主張する。

ウォルツが“Theory of international politics”を発表した当時は、米ソという 2 つの超

大国が向き合う二極構造だった。ウォルツは、この二極構造が、他の構造と比べて最も安

定すると主張する。ウォルツに限らず、ネオリアリストのほとんども同様の主張を行って

いる。この主張の背景として「不確実性の減少」と「計算の容易さ」が挙げられる。 

まず「不確実性の減少」とは、敵が誰か分かることである。多極構造の場合、大国の数

が多過ぎ、どの国が味方で、どの国が敵なのかが分かりにくい。それゆえ、同盟パターン

も複雑化し、パワーバランスは不安定化せざるを得ない。何ヶ国もの大国がせめぎあう近

代ヨーロッパはその典型であろう。しかし、二極であれば、敵は一目瞭然である。冷戦期、

アメリカにとって、敵はソ連だけであった。 
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また、「計算の容易さ」とは、二極の場合が最もパワーバランスの計算が容易であるとい

うことである。多極構造の場合、同盟パターンの複雑化により、敵国、あるいは敵対して

いる同盟が持つパワーを計算することは非常に困難である。それゆえ、計算ミスが発生し、

誤認に基づく戦争が発生しやすくなる。一方で、二極構造の場合は、同盟に依存する必要

がない。2 つの大国は、もっぱら自助に依存すればよく、自国のパワーを調整することで、

敵とのバランスを保てばよい。このことは、同盟によって対外的にバランスを保つ場合に

比べ、はるかに信頼性が高くなる。こうしたことから、ウォルツは二極安定論を主張する。 

 以上、ウォルツの主張を概観した。ウォルツの最大の功績は、国際政治学に「構造」の

視点を定着させたことである。これによって、国際政治学は科学的な学問として確立し、

以後の研究者たちも、ウォルツの主張を基盤に自らの主張を展開していくことになる (4)。 

このネオリアリズムの登場と同時期に、コヘイン（Robert O. Keohane）とナイ（Joseph 

S. Nye Jr.）は、ネオリアリズムの構造の視点を受け入れた上で、ネオリベラル・インス

ティチューショナリズム（Neoliberal institutionalism）という理論を展開した(5)。2 人の

共著である“Power and Interdependence”では、国際システムがアナーキーであっても、

国家は特定の制度の下で相互依存関係を築くことが可能であることが述べられている。つ

まり、制度というゲームのルールの下で、国家は合理的行動をとり、協力関係の中で長期

的利益を見出すということを、ゲーム理論を用いながら説明している。その上で、ネオリ

アリズムとは「アナーキーは対立か協調か」というネオ=ネオ論争を通じ、互いの理論的主

張を洗練させた(6)。 

このネオ=ネオ論争では、上記の国際政治学の主要理論同士、つまりネオリアリズムと

ネオリベラル・インスティテューショナリズムという、前提を同じくする理論同士が論争

を行った。ここから言えることは、国際政治を研究するには、ウォルツが示した「国際シ

ステムはアナーキーであり、国家間のパワー配分によって構造が決まる」、「そしてその構

造の下で、主要アクターである合理的国家は、自己保存を求めて行動する」という前提を

受け入れることが基本条件となったことである。それだけ、ウォルツの主張は決定的なも

のであった。 

ただ、ウォルツの主張の問題点は、ウォルツが描く国際システムが妙に安定しているこ

とである。この背景には、モーゲンソーのように国家を際限なくパワーを追求する主体と

してではなく、勢力均衡によって現状維持を図ることで、安全保障を達成しようとする主

体として策定しているという理論的前提がある。ゆえに、ウォルツの主張に従えば、二極
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構造は不変のまま持続することになる。こうした理論静態的な主張が、冷戦終結の際に批

判にさらされることになった。 

以下、冷戦終結後に、ウォルツのネオリアリズムのシステム静態性や、プロセスの議論

のあいまいさを批判的に検討し、コンストラクティヴィズムの主唱者となったウェントと、

同じくシステム静態的な理論を批判しつつも、ウォルツの後継者としての地位を築きつつ

あるミアシャイマーの主張を見ていきたい。 

 

ウェント 

冷戦の終結に対して、ネオリアリズムは予測どころか説明すらできなかった。一方、ネ

オリアリズム批判とシンクロするように登場してきたコンストラクティヴィズムが、冷戦

終結に対して説得力のある説明を与えたことで、一挙に注目を集めることになった。この

ことは、その理論的静態性ゆえにネオリアリズムが成し得なかった構造変動の過程につい

て、一定程度説明し得たということである。その決定的な業績が、ウェントが 1992 年に

International Organization に発表した“Anarchy is what states make of it（アナーキー

とは国家が思い描くものである）”である。 

この題名からも分かるように、ウェントは国家が意識を有する主体であると考えている。

ウォルツの場合、国家は国際システムの構造によってその行動を規定され、能力の違いは

あるものの、同じ機能を有する原子論的な主体として策定されていた。つまり、国家の意

識は問題にされていなかった。しかし、ウェントは国家が持つ意識やアイデンティティの

存在を認めている。ちょうど、社会の中で生きている人間が、それぞれにアイデンティテ

ィを抱いているように、国際政治の世界に存在する国家も、アイデンティティを抱いてい

ると考えるのである。 

またウェントは、アナーキーは国家によって想念されるものだ、と考えている。ウォル

ツの場合、アナーキーとは国際システムにおける無政府状態を意味するに過ぎなかった。

しかも、それは構造的アナーキーとして国家から独立した存在であり、外部から国家行動

を規定するものであった。しかし、ウェントの場合は、国家によってアナーキーが「思い

描かれて」いる。つまり、国家とアナーキーとは、相互構成的な関係にあるといえる。こ

れは、シンボリック相互作用論を提唱したブルーマー（Herbert Blumer）のアナロジーか

らきている。このアナロジーは、社会には固定化した構造などなく、常に人間によって認

識され、解釈され、定義され、相互作用の中で共有される、まさにその過程にこそ社会が
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存在する、というブルーマーの主張を、国際関係に適用したものである(7)。つまり、アナ

ーキーは国家によって絶えず認識、解釈、定義される。その永続的な過程の中に、アナー

キーが存在するのであり、ウォルツの言う戦争状態のアナーキーもあれば、協調的なアナ

ーキーも存在するのである。 

さらに、ウォルツが国際システムの構造要因を強調する点で、方法論的集団主義の立場

に立つのに対し、ウェントはアナーキーと国家が相互に構成し合うことを強調する点で、

間主観的アプローチをとっている。その際、ウェントはウォルツのプロセスに関する議論

が不十分であることを指摘する。その指摘は、主に 2 点にまとめられる。 

1 点目は、ウォルツが社会化や競争というプロセスを通して、国家の行動が同質化して

いくと主張しているにも関わらず、国家は構成される主体ではなく、物質的な原子論的主

体として策定されていることである。つまり、アイデンティティを持たない主体が社会化

プロセスの中で行動を変質させていく、という矛盾に陥っているのである。 

2 点目は、ウォルツの構造が物質的要素によって構成されていることである。ゆえに、

社会的に構成された構造の中でのみ見出される社会化プロセスは、そもそも存在し得ない

ことになる（Wendt,1999,pp.318～319）。こうしたことから、ウェントは、ウォルツはじ

めネオリアリストがあいまいにしてきたプロセスに関する議論を補完したという点で評価

される。 

こうしたウェントの主張は、ソ連共産党書記長ミハイル・ゴルバチョフ（Mikhail 

Sergeyevich Gorbachev）の行動によって強力に裏打ちされている。詳細は 3-2-2 で述べ

るが、ここでも簡単に触れておきたい。 

冷戦末期、ソ連が極度に疲弊した状況を前に、ゴルバチョフは冷戦という対立構造から

の脱却を目指そうとした。それによって、西側世界との協調関係を築き、ソ連の建て直し

を図ったのである。そのために、自己批判によって旧態依然のソ連のイメージを覆し、新

たなソ連への生まれ変わりを希求した。つまり、東側陣営の盟主としてのアイデンティテ

ィを放棄することで、対立構造の解消を図ったのである。これと同時に、新たなアイデン

ティティ形成のために対外関係の変化も追求した。そのために、西側世界の「共同安全保

障（common security）」という規範を自らのアイデンティティに組み込むことを行動とし

て示した。結果的に、その姿勢に西側陣営が応じたために「冷戦」という間主観的状況が

終わった、というのである（Wendt,1992,pp.419～422.） 

 このように、ウェントはウォルツとは異なり、国際システムを物理的にではなく、観念
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的に捉えている。それによって、アイデンティティや意識、間主観といった、ネオリアリ

ズムによっては理論上無視されてきた要因を理論の中心に据えたのである。そのことによ

って、ネオリアリズムには成し得なかった冷戦終結という構造変動を、説得的に説明する

ことに成功した。こうして、新たなアプローチの可能性として、コンストラクティヴィズ

ムに注目が集まることになったのである。 

 

ミアシャイマー 

 ミアシャイマーは、ウォルツの業績を基本的には引き継ぎつつも、ウォルツの弱点であ

るシステム静態性を批判し、それを克服することで、ウォルツの後継者としての立場を築

きつつある。システム静態性とは、国際システムにおいて、国家が現状維持を目的として

行動し、そのために勢力均衡を達成するだけのパワーしか求めない、ということである。

ミアシャイマーの理論的前提は、ウォルツの前提と基本的に同じである。以下列挙する。 

 

① 国際関係はアナーキー（破滅的、無秩序という意味ではなく、単に無政府状態という

意味）である。 

② 大国は、相手を倒せるほどの攻撃能力を有する。 

③ 国家は、相手の意図を確実に知ることが不可能である（不確実性の存在）。 

④ 大国の主要な目的は、生存（領土保全や主権の保持）である。 

⑤ 大国は合理主義者である。 

Mearsheimer（2003）pp.30～32 より筆者作成 

 

こうした前提は、ネオリアリストが共通して設定している。このことから、「不変のア

ナーキーの下、国家アクターの目的は安全保障の獲得であり、そのために相対利得を重視

する。こうした国家アクター間のパワー配分によって、国際システムの構造が決まる」と

いう主張につながる。このように、国際システムの構造的アナーキーや、合理的行為者と

しての国家アクターに注目している点で、ミアシャイマーはウォルツと同じネオリアリス

トである。 

しかし、前述の通り、ミアシャイマーはウォルツのシステム静態性を批判し、システム

動態的な主張を行って登場してきた。例えば、ウォルツとミアシャイマーは、安全保障の

獲得という目的は同じでも、安全保障の概念定義は異なる。ウォルツの場合、安全保障と
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は勢力均衡の維持であった。過剰なパワー増強によって、自国に対する対抗同盟を組織さ

れるのでも、少なすぎるパワーによって大国に飲み込まれるのでもない「多すぎず、少な

すぎないパワーの獲得」をアクターは目指す。ゆえに、構造的アナーキーの下、自然淘汰

的に国家間のパワーは均等化し、同時に国際システムにおける勢力均衡が達成される。 

一方、ミアシャイマーの場合、安全保障とは勢力均衡によって得られるものではなく、

他国を寄せつけない圧倒的な覇権の達成によって得られる。この圧倒的な覇権によって、

国際システムの安定が生まれ、同時に自国の安全保障も達成されるのである。この意味で、

ミアシャイマーはモーゲンソーの主張を引き継いでいる。それは「国家はパワーの極大化

を目指す」というものである。これによって、ウォルツの主張が勢力均衡によってシステ

ムの安定が保たれる、ということを半ば必然視していたのに対して、ミアシャイマーの主

張は国家の攻撃的行動を含んだ非常に動態的なものになる (8)。ミアシャイマー自身、自ら

の理論を「攻撃的リアリズム（Offensive realism）」と呼び、ウォルツの理論を「防御的

リアリズム（Defensive realism）」と呼んでいる（Mearsheimer,2003,p.19）。 

ただ、すべてのアクターが常に覇権獲得を目指して行動すると、戦争が常態化し、安全

保障はいつまでも達成できない。ゆえに、覇権獲得に至る過程の中で、各アクター間の競

争は勢力均衡によって調整される。そして、各アクターは均衡状態の中で、他国につけ入

る隙を狙い、同時に自国の生存も図る。こうしたアクターの競争的な性格と、覇権獲得に

よってのみ国際システムの安定が達成されるという構造的性格が、ミアシャイマーの攻撃

的リアリズムを特徴づけている。 

本論文では、主にこうしたミアシャイマーの主張を軸に分析を行っていく。この際、攻

撃的リアリズムの主張の中で、特に強調すべき点が 2 つある。1 つは、繰り返しになるが、

攻撃的リアリズムの中心的主張である「アクターは積極的にパワー極大化を目指し、覇権

を獲得せねばならない」ということである。もう 1 つは、アクターの外交戦略に対する主

張で「宥和政策をとることは、勢力均衡状態を攻撃的アクターの有利な状況に変えてしま

う」ということである(9)。これら 2 つの主張から分かることは、各アクターが覇権獲得を

目指して競争的行動をとる中で、他国に対して宥和政策をとるという行為は、攻撃的リア

リズムが想定する世界では愚行だ、ということである。 

こう考えられる理由は、ネオリアリズムの前提である「アナーキーな国際システムにお

いて、アクターの最重要目的は安全保障を獲得すること」というものにある。問題となる

のは、この目的の内容である。ミアシャイマーの場合、安全保障の獲得とは、他国の攻撃
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を寄せつけない圧倒的な覇権の獲得である。この意味で、ミアシャイマーの描く国家像は

非常に攻撃的なものになる。ただ、各アクターが常に攻撃的行動をとり続けていては、戦

争が常態化し、どのアクターも覇権を獲得することができない。核時代の今日においては

なおさらそうであり、核戦争の勃発は互いの死を意味する。そこで、アクター間の競争は、

勢力均衡によって調整される。ウォルツの場合、勢力均衡は安全保障の獲得と同義であっ

た。しかし、ミアシャイマーの場合は、覇権獲得という安全保障上の目的達成に向けた暫

定的な段階である。つまり、覇権獲得を目的とするアクターが形成する勢力均衡において、

各アクターは覇権獲得の好機をうかがいつつ、機をみて攻撃的行動に出るのである。ゆえ

に、他国に宥和することは、相手の攻撃的行動を許容することになり、自ら覇権獲得とい

う目的を手放すに等しい。これは、安全保障の獲得を自ら放棄するということである。 

 以上、ウォルツ以後の理論として、ウォルツ、ウェント、ミアシャイマーの主張を見て

きた。3 人に共通するのは、国際システムにおける構造の存在を認めた上で、理論的主張

を行っていることである。ウォルツ、ミアシャイマーの場合、構造とは「構造的アナーキ

ーの下、アクターのパワー配分によって決まる国際システムの構造」であり、ウェントの

場合は「アクター間の相互作用の中で認識、解釈、定義されるアナーキー」である。 

 しかし、アクターの性質や構造の捉え方、またアクターが抱く利益の中身や国際システ

ムの安定の意味などは、3 人とも全くといっていいほど異なっている。そこで最後に、古

典的リアリストのモーゲンソーと、ネオリベラリストのコヘインも含めた上で、各理論の

主張の共通点、相違点を整理してみる。以下の表が、その一覧である。 
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表 1-1 主要な現実主義理論の比較 

 モーゲンソー ウォルツ ミアシャイマー 

国際システムの

状態 

アナーキー（中央権力

の不在の下で、暴力も

用いられる危険な状

態）。 

不変のアナーキー（暴

力も用いられる危険

な状態）。 

不変のアナーキー（暴

力も用いられる危険

な状態）。 

国際構造の中で、

国家行動あるい

はアイデンティ

ティ／インタレ

ストに影響する

主要な要因 

国際システムの構造

については言及して

いない。理論上は、バ

ランス･オブ･パワー。

能力の分布（物質的な

構造要因）。 

能力の分布（物質的な

構造要因）。 

国家のアイデン

ティティ／イン

タレスト 

アイデンティティは

問題にしない。インタ

レストは「国家の生

存」の追求。 

アイデンティティは

問題にしない。インタ

レストは「生き残りを

望み」、相対利得を追

求。 

アイデンティティは

問題にしない。インタ

レストは「生き残りを

望み」、相対利得を追

求。 

国家はどのよう

な行動をとるか

（あるいはアイ

デンティティ／

インタレストは

どうなるか） 

国家はパワーの極大

化を目指して行動す

る。同時に、勢力均衡

によって現状維持を

図る。 

国家はバランス・オ

ブ・パワーを追求す

る。協調行動がみられ

たとしても、一時的

で、本質的ではない。

国家は覇権獲得を目

指して行動する。しか

し、覇権の達成は極め

て困難であり、勢力均

衡状態に落ち着く。 

構造変動をもた

らす要因 

構造について想定し

てはいない。理論上は

「大国間戦争による

帝国の崩壊」。 

構造変動について言

及してはいない。理論

上は「能力の分布の変

化」。 

構造変動について言

及してはいない。理論

上は「能力の分布の変

化」。 

信夫（2004）263 頁より筆者作成 
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表 1-2 ウォルツ、コヘイン、ウェントの比較 

 ウォルツ コヘイン ウェント 

国際システムの

状態 

不変のアナーキー（暴

力も用いられる危険

な状態）。 

不変のアナーキー（た

だし、相手の存在を奪

うほどの暴力は用い

られない）。 

アナーキーは不変で

はなく、可変。ホッブ

ズ流、ロック流、カン

ト流がある。 

国際構造の中で、

国家行動あるい

はアイデンティ

ティ／インタレ

ストに影響する

主要な要因 

能力の分布（物質的な

構造要因）。 

プロセスと国際制度。 観念の分布（間主観的

な構造要因）。 

国家のアイデン

ティティ／イン

タレスト 

アイデンティティは

問題にしない。インタ

レストは「生き残りを

望み」、相対利得を追

求。 

アイデンティティは

問題にしない。インタ

レストは、合理的で、

絶対利得を追求。 

自己と他者との関係

にもとづき、インタレ

ストが異なる。 

国家はどのよう

な行動をとるか

（あるいはアイ

デンティティ／

インタレストは

どうなるか） 

国家はバランス・オ

ブ・パワーを追求す

る。協調行動がみられ

たとしても、一時的

で、本質的ではない。

国家間でゲームが繰

り返し行われ、将来の

重みもある場合、国家

間の協調行動は可能

である。 

国家の行動はひとつ

のシンボルであり、そ

のシンボルを生み出

すアイデンティティ

／インタレストそれ

自体が重視される。 

構造変動をもた

らす要因 

構造変動について言

及してはいない。理論

上は「能力の分布の変

化」。 

とくに、国際制度論で

は論じられていない。

ウォルツと同じと思

われる。 

相互作用レベルの構

造の変化。 

信夫（2004）263 頁より筆者作成 
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表 1-3 主要な現実主義理論 

 人間性リアリズム 防御的リアリズム 攻撃的リアリズム 

国家をパワー獲得競

争に駆り立てる要因 

国家に固有に備わっ

ている権力欲求。 

システムの構造。 システムの構造。 

国家が欲求するパワ

ーの程度 

獲得し得る全て。国

家は究極目標として

の覇権によって、相

対的パワーを最大化

する。 

保持するパワー以上

は求めない。国家は

勢力均衡の維持に集

中する。 

獲得し得る全て。国

家は究極目標として

の覇権によって、相

対的パワーを最大化

する。 

Mearsheimer（2003）P.22 より筆者作成 

 

 注 

 

(1) カーが用いているリアリズム（Realism）の概念定義は、後にモーゲンソーが打ち立

てたリアリズムの概念定義とは異なる。カーの「リアリズム」は、思考や行動面にお

ける学問的態度を表すものである。具体的には、「思考の分野では、リアリズムは事実

の認識と、その因果関係の分析に主眼を置く」（Carr,2001,p.10）のであり、「行動の

分野では、リアリズムは持続する諸勢力の抵抗し難い力や、持続する傾向の必然的な

特徴を強調し、そうした諸力や傾向を容認して、適応していくことが最も賢明である」

（Carr,同上）と主張する。一方、モーゲンソーのリアリズムとは、国家が持つ権力欲

という人間性に注目して、国家間関係を分析しようとする理論的態度のことである。 

(2) ウォルツ、ウェント、ミアシャイマーの主張に関しては、主に Waltz（1979）、Wendt

（1999）、Mearsheimer（2003）、信夫（2004）、吉川・野口編（2006）を参照した。 

(3) 国際システムの視点に関して、ウォルツは 1959 年の著書“Man, the state, and war: a 

theoretical analysis”で個人、国家と並ぶ第 3 のイメージとして述べている

（Waltz,1959,Chapter6）。しかし、この時点では、ルソーなどの古典的業績を集積し、

「個人」、「国家」、「国際的アナーキー」の「3 つの分析のレベル」の視点を主張した

に過ぎない。具体的に第 3 イメージとしての構造要因の機能について述べたのは、そ

れから 20 年後の“Theory of international politics”においてである。 

(4) 「ウォルツの主張を基盤に自らの主張を展開」と表現したのは、ウォルツの理論はあ

21 



くまでも分析のための基盤であって、それ自体が持つ分析枠組としての説明力が不十

分、つまりプロセスの議論があいまいだからである。ゆえに、何らかの説明変数をつ

け加えなければ、説明力を補うことは難しい。この点に、ウォルツが国際システムの

構造というマクロな視点から国際政治を分析しようとしたことで、ウォルツの国際シ

ステム観が非常に安定したシステム静態的なものになってしまった理由がある。では、

どのような説明変数をつけ加えればよいのか。それは、プロセスに関する「国家間の

相互作用の分析」である（信夫 ,2004,99 頁）。そこで、例えばウォルツと同じネオリ

アリストであるステファン・ウォルト（Stephen M. Walt）は、「国家の脅威認識」と

いう変数を組み込み、「国家はパワーにではなく、脅威に対して均衡する」という、第

2 イメージとしての国家レベルの視点をより重視した主張を行った。これは脅威均衡

論（Balance of threat theory）と呼ばれる。またミアシャイマーも、地域レベルの国

際システムまで分析射程を広げたり、国家の覇権獲得という攻撃的行動を変数として

組み込んだりして、ウォルツの限界を乗り越えようとしている。 

(5) この、ネオリアリズムと並んで重視すべきネオリベラル・インスティテューショナリ

ズム（Neo-liberal institutionalism）について、より詳細に見てみたい。ネオリベラ

ル・インスティティーショナリズムは、ネオリアリズムが構造的アナーキー下の国家

間関係をもっぱら対立関係と捉えるのに対して、国家間の協調関係を重視する。協調

の主要な捉え方は 3 つに分けられるだろう。1 つ目は「経済的相互依存論（Economical 

interdependence）」である。アクターは経済的相互依存関係において、互いの繁栄を

脅かす戦争を起こすインセンティヴを持たない、あるいは持ちにくいという主張であ

る。2 つ目は「民主主義的価値の伝播による平和」である。現在は「デモクラティッ

ク・ピース論（Democratic peace）」として、アメリカに限らず、世界の政治学界の主

要テーマとなっている。民主主義国家は権威主義国家に比べて平和志向が強く、民主

主義国家同士は互いに戦争をしない、という主張である。3 つ目は「国際制度論

（International institution）」あるいは「国際レジーム論（International regime）」

である。諸アクターは、国際エネルギー機関（International Energy Agency：IEA）

や国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）のような国際制度によって

アクター自身の利己主義を乗り越え、協調による利得獲得を目指す、という主張であ

る。このように、ネオリベラル・インスティテューショナリズムが包括する範囲は広

い。歴史的な起源はロック（John Rock）、ルソー（Jean-Jacques Rousseau）に始ま
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り、国際連盟創設を提唱したアメリカ大統領ウィルソン（Thomas Woodrow Wilson）、

相互依存論のナイ（Joseph S. Nye）、コヘイン（Robert O. Keohane）、デモクラティ

ック・ピース論の提唱者ラセット（Bruce M. Russett）と続く。中でも、コヘインの

功績は多大であり、ネオリベラル・インスティテューショナリズムの代表的論者とし

て、国際政治経済学の発展にも寄与している。そこで、コヘインの研究（コヘイン,1998）

を中心にネオリベラル・インスティテューショナリズムを整理したい。まず、国家は

互いに安全保障、経済、環境問題など、複数の問題で依存し合う複合的相互依存の状

態にある。これらの問題は、軍事力のみで解決できる問題ではなく、他に国家間協力

や多国間の制度的枠組みが必要になってくる。つまり、協調や制度によって、国家の

行き過ぎを抑制するのである。こうした制度的枠組みの総体としての国際レジーム

（International regime）を各国家が遵守することで、エネルギー争奪戦などのゼロ

サム的状況を脱し、ポジティムサムの状況を現出させることが可能になる。もし、レ

ジームから逸脱するような行動をとったアクターがいた場合、他のアクターから制裁

が加えられる。また、逸脱の素振りを見せて揺さぶりをかけることも、そのアクター

自身にとって不利益にしかならない。ネオリベラルな視点は、基本的に長期的利益を

念頭に置いており、そのためにゲーム理論を用いて説明を加えている。総括すれば、

ネオリベラル・インスティテューショナリズムの主張は「経済的・政治的観点からパ

ワーの重要性を考える」ということである。つまり、はじめに軍事的パワーありきで

はなく、国際制度、交易、民主主義の促進など手段は多様であり、パワーは経済的・

政治的目的追求のための一手段に過ぎない、ということである。 

(6) ネオ=ネオ論争については、Baldwin ed.（1993）に詳しい。 

(7) ブルーマーのシンボリック相互作用論の理論的主張に関しては、ブルーマー（1991）

の第一章に詳しい。 

(8) 攻撃的リアリズムの中心的主張に関しては Mearsheimer（2003）pp.17～22 に詳しい。 

(9) ミアシャイマーの宥和政策観については Mearsheimer（2003）pp.162～164 に詳しい。 
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第２章 国際システムの構造変動と国際政治理論－宥和政策観の比較  

 

 第 1 章で見たように、国際政治という対象を分析する主要な理論、あるいはアプローチ

としては、リアリズム（Realism）、リベラリズム（Liberalism）、コンストラクティヴィ

ズム（Constructivism）の三つの学派が挙げられる。分析力という面では、どの理論、ア

プローチも説得力のある議論を展開しており、学派間論争、あるいは同一学派内の論争か

らは学ぶべきものが多い。しかし、冷戦終結以降、国際システムの構造変動に関する議論

が活発化するにつれて、各理論、アプローチの問題点、欠陥などが鮮明に浮上してきた。

それによって、今日に至るまで、構造変動に関する学派間論争が続いている。 

 この構造変動に関する議論の中で、合理主義的基盤に立脚するネオリアリズム

（ Neorealism ）、 ネ オ リ ベ ラ ル ・ イ ン ス テ ィ テ ュ ー シ ョ ナ リ ズ ム （ Neo-liberal 

institutionalism）などのラショナリズム（Rationalism）は、その理論的説明力に疑問を

付される事となった。一方で、観念や認識、間主観性といった概念を重要視し、構成主義

的アプローチをとるコンストラクティヴィズムが、冷戦終結を一定程度説明し、学界にお

いて勢いを増している。 

 この動きの中で、国際システムの構造変動という問題領域に限ると、ラショナリズムの

理論的な勢いは相対的に弱まっていると言える。しかし、筆者はラショナリズム、中でも

ネオリアリズムによって、構造変動を説明する事は可能であると考えている。その根拠は、

攻撃的リアリストであるミアシャイマー（John J. Mearsheimer）の理論構造、特にその

中でも宥和政策（appeasement policy）に関する議論にある。 

以下、2-1 で国際政治理論の学派間論争、および国際システムの構造変動に対する国際

政治理論の立場を概括する。その上で、宥和政策が構造変動を説明する際の、有効な説明

変数になりうることを述べる。2-2 では、宥和政策に関する 3 人の主要な論者（ミアシャ

イマー、ギルピン、ロック）の主張を検討していく。そして、3 人の視点から見た宥和政

策観と、その各々の構造変動との関係を考えていきたい。最後に 2-3 では、宥和政策が構

造変動に与える影響を分析する際に、ミアシャイマーの主張が有効であることを示す。 

 

2-1 構造変動に関する国際政治理論の立場と宥和政策の理論的含意  

 

ここでは、国際政治理論の学派間論争を簡単に整理し、その方法論的視座を再確認した
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い。その上で、国際システムの構造変動に対する国際政治理論の視座を概括し、合理主義

的基盤に立脚するラショナリズム、また部分的にはコンストラクティヴィズムが、構造変

動の前に機能停止に陥っている事を示す。最後に、外交戦略としての宥和政策が、構造変

動を説明する際の有効な説明変数になりうることを述べる。 

 

2-1-1 国際政治理論の学派間論争と構造変動に対する立場 

 

国際政治理論の学派間論争として最も有名なのは、ネオリアリズム、ネオリベラル・イ

ンスティテューショナリズムがネオ=ネオ論争を展開した事である (1)。また、攻撃的リアリ

ストのミアシャイマーと、コンストラクティヴィストのウェント（Alexander Wendt）が、

互いの理論的前提の説明力を巡って論争を繰り広げたこともある (2)。 

同じ学派内の論争としては、ウォルツ（Kenneth N. Waltz）がモーゲンソー（Hans J. 

Morgenthau）やローズクランス（Richard N. Rosecrance）、カプラン（Morton A. Kaplan）

ら古典的リアリストを批判した還元主義（Reductionism）批判が最も有名である (3)。また、

ミアシャイマーがウォルツの理論的静態性を「大国間戦争を説明できない」という点から

批判し、攻撃的リアリズムのシステム動態的な理論構造を駆使して、大国間戦争を説明し

ている (4)。 

 ただ、これらの論争は、特定の国際システムが所与である、という前提に立った共通の

認識論（Cognition）に立脚した理論間のものである。国際政治理論研究における認識論は、

いくつかの方法論的段階を踏んで、国際システムを捉えようとする。 

まず、可視的には観察不可能な国際システムを、合理的な手続きを通じてモデル化する。

ラショナリズムの場合、国際システムの構造は唯物的（Materialistic）視点から捉えられ

る。それは「不変のアナーキー」という構造的要因と、合理的行為主体としての国家アク

ターによって、国際システムの構造が決定される、という視点である。コンストラクティ

ヴィズムの場合、国際システムの構造は唯名的（Nominalistic）視点から捉えられる。そ

れは、国際システムの構造を、間主観的に把握しようとするものである。そして、間主観

的な世界において、意味の定義と解釈が繰り返される流動的な過程を経て、アナーキーは

様々な文化として形を現し、様々な規範構造を形成する。そして、それらの規範構造によ

って拘束され、かつ規範を再生産する主体として、アイデンティティを持ったアクターが

存在する。 
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このように、アナーキー（構造的アナーキー、文化としてのアナーキーなど）であれ、

アクター（合理的行為主体、アイデンティティを有する主体など）であれ、実体的なもの

ではないが、各々の理論的視角から措定された理論言語として、モデル構築の際に主要な

役割を果たすことになる（南山,2004,104 頁）。 

こうして、合理的手続きによってモデルを構築した上で、次に行う作業はモデルから導

出された仮説の論理一貫性を検討することである。その仮説とは、例えばネオリアリズム

であれば「アナーキーな国際システムにおいては、二極構造が最も安定する」というもの

であり、コンストラクティヴィズムであれば「アナーキーの文化の違いによって、アクタ

ーの利益認識は変化する」というものである。 

「アナーキーな国際システムにおいては、二極構造が最も安定する」という仮説につい

て考えてみたい。これについては、以下のように論理一貫性が示される。まず、前提とし

て、構造的アナーキーのもと、国家の目的は安全保障の獲得である、ということが設定さ

れる。そのために、国家は勢力均衡によって、戦争発生の可能性を低くしようとする。多

極構造の場合は、アクターの数が多過ぎ、同盟国と敵対国の線引きが困難になり、同盟パ

ターンも複雑になるため、国家間で誤認も生じやすい。ゆえに戦争発生の可能性は高くな

る。しかし二極の場合、敵国は 1 国しかなく、さらにアクターは自助に依存するため、同

盟パターンの複雑性によって誤認に陥ることも少ない。ゆえに、戦争発生率は極めて低く

なる（Waltz,1979,p.168）。 

こうした仮説は、実証的に検証されるのではない。むしろ、それは不可能である。あく

までも、モデルに即して、演繹的に論理一貫性を検討するのである。こうして、分析上の

有効性が認められた場合、仮説が含む意味の集合体は、概念という形にまとめられる。 

最後の段階では、有効性が認められた意味の集合体、つまり概念が持つ法則化への志向

性が検証される。こうして、1 組の概念のセットとして理論が構築される。 

この意味で、学派間、学派内論争は、共通の方法論に立脚した理論間の論争であるとい

える。この立場は、伝統的社会科学がとってきた帰納主義的経験主義に対するアンチテー

ゼという点で、共通の地盤に立っているのである。そして、その方法論的視座というのは、

科学的実在論（Scientific realism）である。 

科学的実在論に関しては、ウェントが著書”Social theory of international politics”で詳

述している。それは、世界は個々の観察者の精神、言語から独立しているということを所

与として、たとえ直接観察不可能なものであったとしても、十分に証拠立てられた科学的
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理論であれば、そのような世界に言及することは可能である、という合理主義的認識論で

ある（Wendt,1999,p.51）。ラショナリストとコンストラクティヴィストは、対象を唯物的

に捉えるか、唯名的に捉えるか、という存在論的立場の違いはあれ、対象に対する言及の

仕方、つまり認識論的立場は共通しているのである。 

その一方で、各学派間の存在論的立場は異なる。ネオリアリスト、ネオリベラル・イン

スティテューショナリストら、合理主義的アプローチをとるラショナリストは、国際シス

テムの物質性に注目する唯物論の立場をとる。それに対して、コンストラクティヴィスト

は、国際システムが間主観的に構成される、という唯名論の立場をとる (5)（南山 ,2004,99

～107 頁）。こうした方法論的立場における存在論の違いはあるものの、それは対象の捉え

方の違いに過ぎない。重要なのは、眼前の対象に対して、説得力ある方法論的視座に立っ

て向き合うことである。そして、その方法論が持つ認識論、存在論の視角から対象をモデ

ル化し、仮説を生成して、それを検証することである。この意味で、どの理論、アプロー

チも、分析力という点では支配的な地位を築いている。 

ただ、「支配的な地位を築いている」と言えるのは、分析対象が特定の固定化した構造

の場合である。ラショナリズムの場合、それは不変のアナーキー下における多極構造、二

極構造といった特定の国際システムの構造である。ここで、分析対象が二極から一極へ、

といった国際システムの構造変動の過程になると、理論の分析力は著しく低下するのであ

る。この構造変動に対する分析力という面から、国際政治理論の有効性が問われ始めたの

は、冷戦終結後である。終結に際して、ネオリアリズム、ネオリベラル・インスティテュ

ーショナリズムのいずれも、予測どころか説明にも失敗した (6)。 

ラショナリズムが、冷戦終結を前に説得力ある説明を展開できない一方で、コンストラ

クティヴィズムは構造変動に対して説得力ある説明を行った。中でも、ウェントが

International Organization 誌に”Anarchy is what states make of it（アナーキーは国家

が思い描くものである）”（Wendt,1992）を発表して以来、冷戦終結の過程を説得的に説

明した研究として評価が高まった (7)。この中でウェントは、冷戦終結に関して「ゴルバチ

ョフ（Mikhail Sergeyevich Gorbachev）が新思考外交を行ったために米ソ首脳の認識形

態が変容し、同時に“冷戦”という対象に対する意味づけも変化したため、対立から協調

へと間主観的状況が変化した」と説明している。 

しかし、有効な事例がゴルバチョフの新思考外交しか存在しない、という批判に対して

は、説得力ある説明をしていない。そうした批判にも関わらず、コンストラクティヴィス
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トは、演繹的にモデルを構築し、仮説を導出し、検証を経て法則化を図る作業、すなわち

理論構築を目指しているわけではない。ゆえに、コンストラクティヴィズムは、特定の事

例の事後的説明には長けているものの、特定の国際政治領域、あるいは構造変動に関する

一貫した説明を提供するまでには至っていない。つまり、一アプローチの域を出ていない

と言える。 

このように、国際システムの構造変動に対して、国際政治理論の諸学派は説得力のある

説明をしているとは言えない。しかし、ネオリアリストの中には、理論の前提、方法論、

分析射程の観点から、冷戦終結を含めた構造変動一般について説明する必要性はない、と

主張する者も多数存在する(8)（石田,2000,16～18 頁）。 

しかし、国際システムの構造が、必然的に内包する変動の過程を説明できないことは、

ネオリアリズムが抱える大きな理論的欠陥である。この欠陥を乗り越えることが、今日ネ

オリアリズムに課せられた主要な難題であるとも言える。 

そこで、本論文で筆者が主張しているのが、まさにそのネオリアリズムによって構造変

動を説明することは可能だ、ということである。この際、ミアシャイマーが提唱した攻撃

的リアリズムに、その大きな可能性が秘められている。本章の冒頭でも述べたように、そ

の可能性とは、宥和政策に関する主張である。 

以下、宥和政策について、その政策的含意を見ていきたい。 

 

2-1-2 宥和政策の政策的含意 

  

 そもそも宥和政策とは何なのか。さらに、構造変動を説明する際に、宥和政策に注目す

ることにはどのような意義があるのか。こうした問いに対して答えていくことで、宥和政

策の全体像が見えてくると思われる。 

まず、宥和政策とは何かということについて考えていきたい。史実を紐解くまでもなく、

宥和政策を象徴する出来事が、歴史上に存在する。それは、1938 年 9 月 29 日に行われた

ミュンヘン会談である。本会談をめぐる歴史的文脈については、本論文の主題ではないの

で、ここでは詳述しない。ただ、宥和政策とは何か、ということについて検討する観点か

ら、ミュンヘン会談をめぐる歴史的文脈を簡単に振り返りながら、論を進めていきたい。 

まず、宥和政策の辞書的定義を確認したい。国際政治事典（猪口孝ほか編,2005,弘文堂）

によると、宥和（appeasement）は、以下のように説明されている。 
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抑止、再保障、強制外交と同様、紛争を武力衝突に至らせないようにするための 

危機管理政策の一環。とくに、自国と相手国の軍事力にある程度の均衡状態が成 

立している場合に用いられることが多い。〔中略〕1938 年 9 月、チェコスロバキ 

アのズデーデン地方のドイツへの割譲を調印したミュンヘン協定がその典型例で 

あり、英仏両国はこれによって一時的にヨーロッパでの戦争を回避することがで 

きた。しかし、この方法は、ナチスドイツの領土拡大への野心を追認しただけだ 

と後世の歴史家から批判され、E.H.カー（Edward Hallett Carr）も『危機の二十 

年』の第 2 版では、「宥和」の項目を削除している。（998 頁：括弧内筆者） 

 

 同様に、宥和政策（appeasement policy）については、以下のように説明されている。 

 

  もともと宥和とは、摩擦や衝突の拡大を防ぐために、対立する立場にある相手の 

意向に譲歩し相手を宥めていく姿勢のことを指し、価値的には中立的もしくはプ 

ラスの意味を帯びた概念であったが、1930 年代に対外膨張を目指すファシズム諸 

国の動きに対してイギリスやフランスがとった譲歩姿勢にもとづく政策が、宥和 

政策と呼ばれ批判の対象となったことから、宥和政策はマイナスの意味を帯びる 

言葉となった。〔中略〕宥和政策についての一般的イメージは、「妥協や譲歩が事 

態を悪化させた」というものである。そこで、国際政治上の対立者に対してあく 

までも強硬姿勢で臨みたい政策決定者が、「宥和政策を繰り返さない」ことを錦の 

御旗として、好戦姿勢や実際の武力行使を正当化するための材料とする場合が、 

きわめて多く見られる（以下省略）。（998～999 頁） 

 

これらの説明を見ると、宥和政策はミュンヘン会談を転機として、評価が一変したこと

がわかる。今日、国際政治学の代表的古典とされる”The twenty years’ crisis”でさえ、「宥

和」の項目を削除しなければならなかったほどに、ミュンヘン会談とその後の出来事は衝

撃的だった。ただ実際に、カーが”The twenty years’ crisis”の第 2 版（1945）以降で削除

したのは、「宥和」の項目ではなく、ミュンヘン会談に関する記述である。初版（1939）

を検討すると、Chapter13 の Peaceful Change（平和的変更）において、大幅かつ決定的

な削除が 3 ヶ所行われている。その内容は以下である (9)。 

「仮に、1938 年のヨーロッパ諸国の大国間関係が、チェコスロバキアの一部の領土、結
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果的にはその独立をも含めた喪失を不可避にしたとしても、それは大国間、あるいはドイ

ツとチェコスロバキア間の戦争という結果に終わるよりも、正義に適っているか否かとい

った問題は抜きにして、ミュンヘンでの会議という結果に終わるべきだったのであって、

その方が好ましかったのである。」（Carr,1939,p.278）。 

「1939 年 3 月、チェンバレン（Arthur Neville Chamberlain）はミュンヘン協定も含

めた全ての条約の緊張緩和策に関する責任を認め、『誰かが、この持続的状況に対する変化

の必要性を主張するだろう』と述べた。仮に、1935、36 年に同じ内容を、現状維持勢力

側の官僚からどんな誹謗抽象を招こうとも、明確かつ断固として主張していたならば、和

平 交 渉 の 枠 組 を 含 む 変 化 を も た ら す の に 、 遅 す ぎ る 事 は な か っ た の で あ る 。」

（Carr,1939,pp.281～282：括弧内筆者）。 

「1938 年 9 月 29 日のミュンヘン協定における交渉は、平和的変更の手続きによる、最

も近年に行われた主要な国際問題の解決だった。そこでは、軍事力の要素が存在感を発揮

した。道義の要素もまた、共通理解の枠組で存在感を発揮したものの、その枠組はヒトラ

ー（Adolf Hitler）の掌中にあった。ヒトラーは、異論に対しては適当な基準を当てはめ、

効果的に問題を解決していった。つまりこれは、自己決定の原理である。チェコスロバキ

アにおける 325 万人のドイツ人抵抗者の編入という不平等は、過去にイギリス労働党員と

ロイド･ジョージ（David Lloyd George）を含むイギリス人の抵抗に遭ってきた。平和会

議において、ベネシュ（Edvard Beneš：当時のチェコスロバキア大統領）によって主張さ

れた、チェコスロバキア在住のドイツ人の処遇に関する協約は、全く実現されなかった。

変化それ自体は、ヨーロッパにおける軍事力の均衡、および国際道義の一般的基準の双方

に相当するものだった。しかし、他の側面については、それほど安心できるものでもなか

った。ヒトラー自身は、軍事的要素を強調することに熱心で、平和的交渉には消極的なよ

うである。そうした特徴は、ヴェルサイユ同盟が行った方法（第一次大戦後のドイツ戦後

処理）の産物として、心理的には理解できるものの、やはり平和的変更の手続きの確立と

は対立するものであった。かつて受け入れられた自己決定の原理は、ドイツを自国に有利

に解釈する方向に導き、それは同時にチェコスロバキアの感情に対して無反応になる冷酷

さに相当した。そこには、和解のための最小限の犠牲を生むことに対する、ドイツ人の精

神的準備が完全に欠落していた。ミュンヘン合意は、イギリス世論の一部から非難された。

非難はドイツ側からも起こった。いかなる予想も、ミュンヘンでの合意は、これまで悲観

視されてきた交渉による平和的変更が、国際関係の幸福な時代を新たに切り開く、という
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ことを主張している。」（Carr,1939,pp.282～283：括弧内筆者） 

つまり、カーは 1939 年時点では、ズデーデン地方の割譲を是認していた。また、同時

にチェンバレンが宥和政策に固執し過ぎたことを批判している。また、ヒトラーの野心の

危険性を認識してはいるものの、ミュンヘン会談の内容を肯定的に評価しており、本会談

によって危機は回避されたと主張している。こうしたことから、カーは宥和政策が政策的

に有効であるいう立場をとっている。同時に、その推進は相手の姿勢を見定めながら、慎

重に行う必要があるとも主張している。ただ、カーは戦後になって、こうした主張を削除、

あるいは柔軟なものに変更した。その一方で、戦後も一貫して宥和政策の有効性を主張し

続けた、イギリスの著名な歴史家であるテイラー（A.J.P Taylor）は、戦後間もない世論

の「反宥和感情」によって、強く批判されることになった。 

そもそも、ミュンヘン会談以前の宥和政策に対する政策決定者の態度は、あくまでも「対

外政策の 1 つの手段」というものだった。相手国との不要な武力衝突を望まない国家が、

危機管理の一環として採用していたに過ぎないのである。それが、ミュンヘン会談を機に

一変することになった。 

第一次大戦後、民主的選挙で政権の座に就いたヒトラーは、荒廃したドイツの若き指導

者として、脅威的な戦後復興を果たした。そしてその自信から、パワー増強の足かせとな

っていたヴェルサイユ体制に挑戦していくことになる。具体的には、禁止されていた陸軍

の増強や空軍の創設を行い、さらにヨーロッパ大陸の中央に位置するという、伝統的な地

政学的脆弱性を克服するための行動をとった。その手始めとして、ロカルノ条約で非武装

地帯と定められていた、独仏国境間にある緩衝地帯であるラインラントに進駐した。この

時点から、ヒトラーの領土的野心が勢いを増すこととなった。 

ラインラント進駐が、周辺国、特にフランスの抵抗なしに成功すると、続くターゲット

はオーストリアだった。もともとオーストリア国内に多数居住していたドイツ系市民の圧

倒的支持を得て、ヒトラーは武力衝突を起こすことなくオーストリアを併合した。地政学

的脆弱性も着実に改善されていた (10)。 

ヒトラーは、オーストリア併合によってさらに自信を強め、新たな領土的欲求の矛先を

チェコスロバキアに向けた。チェコスロバキアにあるドイツ国境沿いの都市であるズデー

デン地方には、多くのドイツ系住人が暮らしており、ヒトラーは彼らの解放を口実に進駐

を開始した。ここで、チェコスロバキア側が総動員令をかけたために、一挙に武力衝突の

危険性が高まり、ヨーロッパに緊張が走った。 
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このとき、イギリス首相チェンバレンは、国際会議の開催を訴えた。急速にパワーを増

大させるドイツを前に、対独同盟を結成して衝突の蓋然性を高め、第一次大戦の再来を迎

えるよりは、ズデーデンの犠牲と引き換えに、ヨーロッパの平和が守られる方を選んだの

である。こうして、英仏独伊の 4 ヶ国首脳がミュンヘンに集い、ミュンヘン会談が開催さ

れた。チェンバレンは、ズデーデン地方の割譲を最後に領土的要求は取り下げる、という

ヒトラーの確約を取り付けることに成功した。こうして、チェコスロバキアの自制を強い

る形で、ズデーデン地方はドイツに編入された。チェンバレンは、一躍平和を取り戻した

英雄となったのである。 

しかし、それからわずか半年後、ヒトラーはチェコスロバキアの残りの領土に進駐し、

併合してしまった。ミュンヘン会談の合意は完全に裏切られてしまったのである。しかし、

チェンバレンはすぐには武力介入に踏み切らなかった。ヒトラーが態度を改めることを、

この時点でも信じていたのである。しかし、何よりドイツの軍事的脅威が、介入をためら

わせたのである。 

こうしたチェンバレンの姿勢をよそに、ヒトラーはソ連と不可侵条約を結び、大陸で戦

争を遂行する基盤を着々と整えていった。そして、ついに 1939 年 9 月 1 日、ポーランド

に侵攻を開始した。この時点で、ようやくチェンバレンはドイツに対して宣戦布告を行い、

第二次大戦の幕が切って落とされることになった。しかし、既にドイツは域内の軍事大国

と化しており、大戦争は不可避のものとなっていた。このように、チェンバレンがミュン

ヘン会談を絶頂として、宥和的態度をとり続けたことが、ヒトラーの専横を許したのであ

る。 

論者によっては、例えばテイラーのように、チェンバレンは聡明な政治家であり、当時

の英独の国力を厳密に計算した上で宥和政策を行った、と主張する者もいる (11)。しかし、

宥和政策は、政策的機能の観点から見れば、紛争の過熱化を抑止するための数ある手段の

1 つに過ぎない。仮に、宥和政策によっては打開できない段階へと状況が変化した場合に

は、政策転換が必要になる。このように考えれば、最低でもチェンバレンは、ミュンヘン

協定がヒトラーのチェコスロバキア侵攻によって破棄された時点で、宥和政策を中止し、

対抗同盟の組織によってドイツとの均衡を図る、といった強硬手段に訴える必要があった。

ただ、不幸にもチェンバレンは、領土的野心と過激過ぎる民族主義に囚われたヒトラーと

いう、宥和が通用しない相手に対して宥和政策をとり続けてしまった。結局、このことが

英独のパワーバランスを崩し、大陸における勢力均衡を崩壊させ、戦争発生の舞台を準備
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してしまったといえる。 

ここでの重要な主張は、宥和政策によって戦争が引き起こされた、ということではなく、

宥和政策によって勢力均衡が崩れた、ということである (12)。ミュンヘン会談の場合は、宥

和政策の結果、最終的には第二次大戦に至ったものの、戦争の直接の原因は勢力均衡の崩

壊であって、宥和政策ではない。つまり、宥和政策は国家間のパワーバランスを変化させ、

勢力均衡を崩す可能性が高い、ということである。 

では、冷戦終結はどのように考えれば良いのであろうか。冷戦に際して、米ソ間で戦争

は行われていない。もっと言えば、核戦争の危険から米ソ間で戦争は起こり得ない。しか

し、ソ連は崩壊し、米ソの二極構造は崩れた。この場合のように、戦争を経ずして構造変

動が起こった際の説明変数として、宥和政策は非常に有効であると考えられる。以下、宥

和政策を主要な論者の視点から検証し、構造変動との関係を検討していきたい。 

 

2-2 宥和政策観のバリエーション 

 

 ひと口に宥和政策といっても、その捉え方は論者によって様々である。一般的な評価と

しては「宥和政策は愚行である」、「宥和政策は弱さの表われである」といったものが定着

している。しかし、それはミュンヘン会談とその後の第二次大戦の勃発という史実の影響

であって、政策の本質的部分に即した評価ではない。つまり、政策のマイナスイメージが

先行し、本質的な部分の評価を阻害しているということである。 

 そこで、宥和政策について、ミュンヘン会談という史実に振り回されずに、政策の本質

的部分に即して評価を下している論者の主張を見ていきたい。より具体的には、自らの理

論が描き出すモデル化された世界に、宥和政策を位置付けてその政策的機能を検証してい

る論者の主張ということである。この際、まず各論者の理論的世界観を概括した上で、「宥

和政策の定義」、「宥和政策の目的」、「宥和政策の有効性」、「宥和政策の問題点」の 4 つの

ポイントに注目して、主張を見ていきたい。 

 なお、本節で取り上げる論者について述べておきたい。ここでは、本論文の核となる論

者であるミアシャイマーと共に、彼が主著”The tragedy of great power politics”の中で、

宥和政策について主張する際に挙げているロバート・ギルピン（Robert Gilpin）、ステフ

ァン・ロック（Stephen Rock）の両名を取り上げた。ミアシャイマーによれば、ギルピン

の主張は、社会科学者全般に一般的に認知されている宥和政策の定義を代表しているとい
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うことである。その定義とは、ミアシャイマーの解釈によると「宥和者は、勢力均衡が自

らの意図に反するように変更するのを許容してしまう」というものである。逆に、ロック

の主張は、そうした一般的定義とは一線を画しているという。それは「宥和政策は（勢力

均衡維持のために）ライバル国家のパワー増強に対して、しぶしぶ譲歩することはあって

も、パワー増強を強いることはない」というものである（Mearsheimer,2003,p.463：括弧

内筆者）。 

 以下、具体的に見ていきたい。 

 

2-2-1 ミアシャイマーの宥和政策観 

 

理論的世界観：攻撃的リアリズム  

 ミアシャイマーの理論的世界観については、第１章で詳述した通りである。ただ、ここ

でもう一度、簡単に振り返っておきたい。 

 ミアシャイマーの理論的前提は、「不変のアナーキーの下、国家アクターの目的は安全保

障の獲得であり、そのために相対利得を重視する。こうした国家アクター間のパワー配分

によって、国際システムの構造が決まる。」というものである。このように、国際システム

の構造的アナーキーや、合理的行為者としての国家アクターに注目している点で、ミアシ

ャイマーはウォルツと同じネオリアリストである。 

しかし、安全保障の獲得という目的は同じでも、安全保障の概念定義は異なる。ウォル

ツの場合、安全保障とは勢力均衡の維持であった。過剰なパワー増強によって、自国に対

する対抗同盟を組織されるのでも、少なすぎるパワーによって大国に飲み込まれるのでも

ない「多すぎず、少なすぎないパワーの獲得」をアクターは目指す。ゆえに、自然淘汰的

に国家間のパワーは均等化し、同時に国際システムにおける勢力均衡が達成される。 

一方、ミアシャイマーの場合、安全保障とは覇権の達成である。他国の挑戦を寄せつけ

ない圧倒的な覇権を獲得することによって、国際システムの安定が生まれ、同時に自国の

安全保障も達成される、という主張である。ただ、すべてのアクターが常に覇権獲得を目

指して行動すると、戦争が常態化し、安全保障はいつまでも達成できない。ゆえに、覇権

獲得に至る過程として、各アクター間の競争は勢力均衡によって調整される。そして、各

アクターはその状態で他国につけ入る隙を狙い、同時に自国の生存も図るのである。こう

したアクターの競争的な性格と、覇権獲得によってのみ国際システムの安定が達成される

34 



という構造的性格が、ミアシャイマーの攻撃的リアリズムを特徴づけている。 

 このような、システム動態的な世界観のもと、ミアシャイマーは宥和政策に関する主張

を行っている。以下、その主張を見ていきたい。 

 

「宥和政策の定義」 (13) 

 ミアシャイマーが想定する攻撃的リアリズムの世界において、宥和政策は「攻撃的国家

の脅威にさらされている国家が譲歩すること」と定義される。ただこの定義だと、バンド

ワゴン（bandwagoning）と同じだと思われるかもしれないが、そうではない。ミアシャ

イマーによれば、バンドワゴンを行うアクターは、攻撃的アクターのパワー増強を抑え込

もうという努力を全くせずに、その支配下に入ってしまう。その点、宥和を行うアクター

は、攻撃的アクターの脅威をチェックする機能を果たしている点が異なる。しかし、結局

は攻撃的リアリズムの原則に従わず、覇権追求をやめてしまい、危険な戦略となってしま

う点では、バンドワゴンと同じ結果となる（Mearsheimer,2003,pp.163～164）。 

 

「宥和政策の目的」 

宥和政策の目的は、「攻撃的国家を、より平和的な方向、あるいは勢力均衡を維持する

ために現状維持の方向に向かわせること」である。しかしそのためには、あくまでも宥和

する側もパワー増強に努めなければならない。このパワー増強のためには、国家資源を軍

事的パワーに転換する必要がある。そして、そのためには時間が必要である。この時間稼

ぎのために、短期的に攻撃的国家のパワー増強を是認することについては、ミアシャイマ

ーは許容している。しかし、攻撃的国家に対する宥和が長引いたり、また不確定な長期的

利益を追求してしまい、攻撃的国家との均衡を図る努力を怠ったりした場合、均衡を図る

ための自国のパワー増強という短期戦略の効果は消滅してしまう。そして、結局は攻撃的

国家の思うままに勢力均衡が変更されてしまう。この具体的な例として、ミアシャイマー

が挙げるのは、ミュンヘン会談ただ 1 つである。 

 

「宥和政策の有効性」  

以上のように、ミアシャイマーの世界観において、宥和政策には何ら有効性は見当たら

ない。ただ、1 つ有効性を挙げるとしたら、攻撃的国家との均衡を図り、あわよくば競争

に勝利するための、パワー増強を行う時間稼ぎをすることである。しかしこの戦略だと、
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短期的な勝負で決着をつけねばならない。また、攻撃を仕掛けるポイントを逸すれば失敗

することから、政策決定者の戦略眼が試されることになる。ミアシャイマーが挙げる唯一

の事例であるミュンヘン会談は、チェンバレンが長期的利益を過度に求めてしまったため

に、大失敗に終わった。ゆえに、有効性は非常に低いといえる。 

 

「宥和政策の問題点」  

 ミアシャイマーにとっては、宥和政策を行うこと自体が問題となる。それは、競争から

脱落し、攻撃的国家の成すままに、勢力均衡状態を変更させられてしまうからである。つ

まり、政策的問題点は、攻撃的国家の覇権獲得行動を是認することにしかならない、とい

うことである。 

あくまでも、宥和政策は数ある戦略の 1 つに過ぎない。攻撃的国家の対外的威圧行動に

際しては、対抗同盟を組織し、攻撃的国家との均衡を図る、といった戦略も存在する。ゆ

えに、あえて均衡を崩す戦略をとる必要はなく、均衡を持続させる方向を模索し、あわよ

くば攻撃的国家を弱らせる戦略をとることの方が、はるかに賢明である。 

 

2-2-2 ギルピンの宥和政策観 

 

理論的世界観：覇権安定論 (14) 

 続いて、ギルピンの主張を見ていきたい。 

 ギルピンの理論的主張は「覇権安定論（Hegemonic stability theory）」である。つまり

「覇権によって国際システムの安定が達成される」という主張である。「覇権による安定」

というと、ミアシャイマーの「他のアクターを寄せつけない圧倒的パワーを持った覇権国

の存在によって、国際システムの競争状態に終止符が打たれ、国際システムが安定する」

という主張と変わらないと思われるかもしれない。しかし、ギルピンの主張は、ミアシャ

イマーの主張とは大きく異なる。このことを踏まえた上で、ギルピンの理論的立場を見て

いきたい。 

 ギルピンは、国際政治経済学（International political economy）の分野における代表

的研究者である。この国際政治経済学は、1970 年代のアメリカ衰退論とシンクロするよう

に、その学問的立場を高めていった分野である。その学問的発展の過程を見ていくと、国

際政治学が安全保障問題に、国際政治経済学が経済問題に重心を置いていることがわかる。 
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そもそも、国際政治学の学問的立場は、第一次、第二次世界大戦と 2 度の世界大戦が繰

り広げられた後、いかに世界規模の戦争を繰り返さないようにするか、という問題関心か

ら出発している。このことについて、カーは戦間期に『危機の二十年』を著し、リアリズ

ムとユートピアニズムのバランスを主張して、国際政治学誕生のきっかけをつくった。そ

して戦後、モーゲンソーは主著『国際政治』において、人間の権力欲求こそが戦争の原因

であり、勢力均衡と外交哲学とによって国際政治の安定化が図られなければならないとい

う、論理一貫した主張を行い、国際政治学におけるリアリズム学派を打ち立てた。ここに、

国際政治学は他の学問分野から独立した、学問的アイデンティティを獲得したのである。

そして、時代が冷戦半ばの 70 年代後半になると、ウォルツの登場によって、リアリズム

は「不変の構造的アナーキー」という一貫した独立変数を組み込むことで、ネオリアリズ

ムへと発展することになる。これによって、国際政治学は科学的学問としての性格を獲得

するに至ったのである。この流れを振り返ると、国際政治学にとって、安全保障問題が一

次的な問題であり、経済問題はあくまでも二次的な問題であったことがわかる。 

 しかし、現実世界では、1972 年のニクソン（Richard Milhous Nixon）訪中と、1973 年

の国際通貨体制の変動相場制への移行を機に、冷戦の二極構造が次第に多極化の傾向を帯

びはじめ、国際経済体制における西側諸国の結束も緩みはじめていた。さらに、日本を筆

頭に、多くの西側諸国がアメリカを脅かすほどの経済成長を遂げると、そうした諸国とア

メリカとの間で貿易摩擦も頻発するようになった。同時期のヴェトナム戦争の影響も相ま

って、アメリカ衰退論が叫ばれるようになったのである。このように、70 年代以降の現実

世界を見ると、国際政治学における一次的な問題は経済問題であり、安全保障問題は二次

的な問題となっていた。こうしたことから、国際政治学における経済的側面を重視する国

際政治経済学が発展したのである。 

 国際政治経済学の場合、国際政治を分析する場合の中核概念とは何か。それは「国際公

共財（International public goods）」である。岩波現代経済学事典（伊東光晴編,2004,岩

波書店）によると、公共財とは、「同時に供給され」、「同時に消費され」、「非排除性を伴う」

という 3 つの性格を持つ (15)（251 頁）。この公共財を供給するのには、当然コストがかかる。

国内社会であれば、中央政府がそのコストを払うことになる。それによって、国民は公共

財の恩恵に預かり、中央政府は国民からの支持による正統性の確保という便益を受ける。

ここで問題になるのは、国際政治における公共財の担い手について論じるときである。ギ

ルピンが主張する「覇権安定論」とは、まさにこの公共財のコストを覇権国が負担するこ
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とによって、国際秩序が安定するという主張である (16)。 

 覇権安定論によれば、構造的アナーキーの下、圧倒的な軍事力と経済力を持つ覇権国が、

国際公共財のコストを払うことによって、国際安全保障、および国際経済秩序は安定する。

一方で、他の諸国は国際公共財を消費しつつも、国際公共財の保持のためにコストを負担

する必要がない。つまり、ただ乗り（フリーライド）するのである。こうして、覇権国が

提供する安定した国際秩序の下で、他の諸国は安全保障関連の出費をあまりせずに、もっ

ぱら経済的利益を投資に回すことができる。こうして、覇権国が一方的にコストを負担す

るのと同時に、他の諸国は経済力が上昇し、相対的なパワーの格差は縮小していく。 

第二次大戦末期に、アメリカの覇権の下に提唱されたブレトンウッズ協定や、マーシャ

ル・プラン、また日米安全保障条約は、まさにその好例であろう。これら、アメリカの覇

権によって保持された安全保障、経済秩序は、70 年代のアメリカのパワー衰退とともに変

遷し、規模が縮小することになった。同時に、アメリカは西欧諸国や日本の経済的挑戦に

苦しむことになった。 

 このように、ギルピンの主張は、構造的アナーキーや、合理的な国家アクターの策定、

また相対的パワーの重視といった、ネオリアリズムの前提を共有しつつも、経済的側面か

ら国際政治に切り込んでいる。こうしたことから、国際政治の経済的側面に焦点を当てた

ネオリアリズムということができる。またギルピンは、ほとんどのネオリアリストとは異

なり、国際システムの構造変動の可能性を大きく見積もっている。つまり、構造的アナー

キーの制約を認めながらも、国家アクターの行動（主に覇権戦争）が構造変動に影響する

と主張している。この背景には、覇権国と覇権国に次ぐパワーを持つ挑戦国の間の相対的

パワーの格差が、覇権戦争の原因になり得るという、第 2 イメージの視点を相当重視して

いることがある。これによって、覇権国によって国際公共財のコストが払われ安定が達成

される時期と、覇権国と非覇権国の相対的パワーの格差が縮小し、覇権戦争が起こる時期

とが繰り返すと主張している。 

一方で、ミアシャイマーはもっぱら軍事的パワーに焦点を当てており、その観点から地

政学的側面や核兵器の存在を重視している。また、経済的パワーを軍事的パワーと同質の

ものと看做している。ゆえに、覇権国が他のアクターの攻撃性を、圧倒的な軍事的パワー

によって抑えつけるのである。しかし、国際システム全体にわたる覇権は達成困難なため、

あくまでも地域レベルの覇権にとどまる。 

以上が、覇権安定論の概要であり、ギルピンとミアシャイマーの覇権や安定といった概
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念の捉え方の違いである。 

 

「宥和政策の定義」 

 ギルピンの宥和政策の定義は「挑戦国の野心に対して、コスト削減という目的に基づい

て行われる、安全かつ確実性の高い手段」である。ギルピンは、宥和政策をコスト削減に

向けた諸政策の 1 つとして説明している。この諸政策は、ギルピンの言葉によれば削減政

策（retrenchment policy）である。まず、この削減政策について簡単に見ていきたい。 

 国際システムの安定を維持する際に、覇権国は国際公共財の保持のためにコストを負担

する。それによって、国際システムの安定が図られ、覇権国も自らの覇権国としての正統

性を示すことができる。こうした便益のために、覇権国はコストを負担するのである。し

かし、覇権国自らが軍事的、経済的資源の減少に直面し、同時に非覇権国が相対的パワー

を上昇させた場合に、覇権国の目的はコスト削減となる。具体的には、覇権国が挑戦国に

戦争を仕掛けて滅ぼすことや、安全かつ低コストの防衛線の拡大、また国際的コミットメ

ントの減少によって、覇権国としての地位を維持するためのコストを削減することなどが

挙げられる。しかし、こうした行動は、自らの破滅をも招きかねない危険で不確実なもの

である。そこでギルピンは、コスト削減という目的は同じでも、より安全かつ確実性の高

い 3 つの手段を提唱している。 

 1 つ目は撤退である。これは、軍事的撤退に限らず、経済的、政治的撤退を含む包括的

なものである。これによって、他のアクターにも国際システムの現状維持のためのコスト

を払わせるのである。つまり、覇権国の相対的パワーが挑戦国を十分に上回っているうち

に、ただ乗りからの脱却を促すのである。 

2 つ目は同盟である。挑戦国以外の、脅威の少ないアクターと同盟を結び、現状維持か

ら得られる便益を分け合うことで、そのコストをも分け合うのである。 

3 つ目は挑戦国の野心に対する宥和である。ギルピンによれば、宥和は成功し得るもの

の、その過程が最も困難な政策であるという。その理由は「宥和政策の問題点」の部分で

述べる。 

 以下、ギルピンの宥和政策観を見ていきたい。 

 

「宥和政策の目的」 

宥和政策の目的は、挑戦国の野心に対して譲歩し、紛争の回避と関係の構築を行うこと
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である。特筆すべき事例として、ギルピンは第一次大戦前の米英関係を挙げている。アメ

リカ建国以来、一世紀以上も続いていた両国間の戦争状態は、ドイツの台頭による戦争の

危機によって変化することになった。当時、名目上は覇権国の地位を保っていたイギリス

であったが、軍事的、経済的パワーの面では、アメリカに凌駕されつつあった。そこで、

イギリスは同じアングロサクソン人の協調を主張し、アメリカとの「特別な関係」の構築

を提案し、アメリカの挑戦的態度を軟化させることに成功した。 

 

「宥和政策の有効性」  

 「宥和政策の目的」とも重なるが、宥和政策の有効性は、紛争要因の除去によって、紛

争を回避できることである。また、潜在敵国との関係を構築できることである。これによ

って、パイの取り分は相対的に減少するものの、予期されたコストはそれ以上に減少する

ため、結果として便益を得られることになる。 

 

「宥和政策の問題点」  

 宥和政策は、いくつかあるコスト削減手段の中で、最も困難な政策である。その主な理

由は以下のようになる。 

まず、政策をどのように追求するか、という政策追求の過程が困難なことによる。つま

り、宥和政策をとることは、覇権国のパワー衰退の表れであり、それによって挑戦国につ

け込まれる危険性をはらんでいるということである。 

具体的にその危険性を挙げると、覇権国の下に集う同盟国が、覇権国の弱さを感じ取っ

て離反し挑戦国側についたり、覇権国の外交上の名声が失墜したり、ということである。

また、死活的利益の損失が削減の対象に成らざるを得ない場合には、国家の生存に関わる

こともある。さらに、相手の脅威にさらされた状況で宥和すると、相手の欲求を増加させ

るだけとなってしまう。 

つまり、紛争の回避と関係の構築、という意図を誤認され、弱さの表れだと認識されて

しまうと、宥和政策は、その意図とは逆効果になるということである。 

 

2-2-3 ロックの宥和政策観 

 

 続いて、ロックの宥和政策観について述べていきたい。ロックは、ミアシャイマーの主
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張によれば、ミアシャイマーの宥和政策観とは対極的な主張をしている人物として挙げら

れている (17)。 

ロックは、主著”Appeasement in International Politics”において、まさしく「国際政

治における宥和政策」を扱っている。特筆すべきは、対外政策としての「宥和政策」を、

一貫して本書の中心的テーマとして扱っていることである。その中で、事例としてミュン

ヘン会談だけでなく、第一次大戦前の英米の覇権交代や、第二次大戦時の英米の対ソ接近

なども事例に含めた上で、「外交戦略としての宥和政策の研究」というスタンスを明確に提

示している。そして、最終的に「宥和の理論」を提示することで、ミュンヘン会談に束縛

されない、政策としての宥和政策に関する分析を行っている。 

彼の理論的世界観は、以下の図および表に集約できるだろう (18)。 

 

図 2-1 被宥和国のタイプによる宥和政策の成功率と、それぞれが持つ要求の程度 
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（Rock,2000,p.158、159 の Table2、Table3 より筆者作成） (19) 

 

図 2-1 は、宥和者が向き合う被宥和国のタイプによる宥和政策の成功率と、被宥和国そ

れぞれが持つ要求の程度を示したものである。 
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まず、なぜ宥和政策の検討を行う際に、被宥和国のタイプを分類する必要があるのだろ

うか。その背景には、ミアシャイマーやギルピンのように、構造的アナーキーの視点から

宥和政策を検証するのではなく、あくまでも国家間関係において宥和政策を検証しようと

するロックの姿勢がある。ゆえに、国家は「合理的アクター」として同一の機能を持つも

のとしては策定されずに、様々な性格を持つことになる。その意味で、ロックは古典的リ

アリストに近いスタンスをとっていると言える。以下、それぞれ国家のタイプについて説

明したい。 

軽度不安国（Insecure）と重度不安国（Frightened）は、双方とも基本的に、領土など

の物質的利益を求めて行動するものの、利益を得るための要求を行うよりは、将来にわた

る安全保障を第一に考える国家である。わずかばかりでも自らの地位が上昇するような、

限定的な宥和政策に対して納得するのが軽度不安国であり、逆に大規模な宥和政策を必要

とするのが重度不安国である。しかし、偏執国（Paranoid）は、宥和国に対して一方的な

主権の譲渡や武装解除という極端な宥和を求めることで、安全保障が達成されると考える

国家である。 

利益に対する要求の程度によって分類される国家もある。修正主義国（Revisionist）は、

現状維持状態を変更することによって利益を得ようとするものの、国際システムの規則の

変更までは望まない。つまり、劇的な修正は求めないということである。一方で、拡大主

義国（Expansionist）は、野心に燃えて、現状維持状態の大規模な変更を望む。ただ、そ

れでさえ、変更の規模は無限ではなく、一定の目的が達成されれば野心的行動をとらなく

なる。しかし、覇権国（Hegemonic）は、国際システムの規則そのものの変更を望み、か

つシステムにおける支配的地位の獲得という途方もない目的を求める。 

好戦国（War-seeking）は、例え宥和国が譲歩したとしても、それはただ目的達成を遅

らせるに過ぎない、つまり宥和政策が通用しない国家である。具体例としては、ナチス期

のドイツが挙げられる。 

ロックは、こうした分類を行った上で、宥和政策の成否を左右する要因として「敵の本

質（動機や願望など）」、「宥和国の誘引の特徴（宥和者の誘引そのものではなく、敵の認識

バイアスがかかった特徴を重視）」、「宥和国にとって好都合なように、敵を反応させる外的

刺激」の 3 つを挙げている。このように、国家間関係の視点から、宥和者と敵双方の意図

や認識を重視し、かつ意図や認識の背景を国家の属性に見出しているために、そうした国

家の属性を分類しているのである。 
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 この図から言える事は「好戦的国家が相手だと、宥和政策は失敗する」、「敵の非友好的

態度は、宥和政策の障害になる場合もあるが、成功にも欠かせない」、「敵の要求の範囲が

狭いほど、宥和政策は成功する」の 3 つである。 

 

図 2-2 被宥和国のタイプによる、宥和政策と抑止政策の成功率 

 

            宥和政策 高い 

 

 

 

 

                                  抑止政策 

低い                                 高い 

 

 

 

 

 

低い 

軽度不安国  

修正主義国  

重度不安国  

拡大主義国  

偏執国  

覇権国  好戦国  

 

（Rock,2000,p.166、175 の Table4、Table5 より筆者作成） 

 

図 2-2 は、被宥和国のタイプによる宥和政策、及び抑止政策の成功率を示したものであ

る。 

利益に対する要求が限定的であり、武力行使の可能性も低い軽度不安国、及び限定的な

現状維持の変更を望む修正主義国に対しては、宥和政策、抑止政策のどちらも成功率が高

い。 

利益に対する要求が限定的であるものの、武力行使の可能性が高い重度不安国、及び野

心に燃え、大規模な現状維持の変更によって一定の目的を達成しようとする拡大主義国に

対しては、宥和政策、抑止政策の成功率は通常程度か低いものになる。ただ、双方とも武
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力行使の可能性は高いものの、要求が限定的であり、重度の不安を感じている重度不安国

に対しては、宥和政策がより有効である。逆に、要求が有限ではあるものの広範囲にわた

っており、それほど不安を感じていない拡大主義国に対しては、抑止政策がより有効であ

る。 

要求する目的が無限であり、ほとんど不安を感じていない偏執国、好戦国、覇権国には、

宥和政策はほとんど通用しない。特に、武力行使の可能性が高く、宥和者に対して主権の

譲渡や武装解除という極端な譲歩を求める偏執国、および宥和政策が武力行使の開始時期

を遅らせるに過ぎない好戦国に対しては、抑止政策もほとんど通用しない。しかし、武力

行使の可能性が低い覇権国に対しては、抑止政策の効果は通常程度か高いものになる。 

こうした、被宥和国のタイプと政策との関連を見た場合、いくつかの含意を引き出すこ

とが可能である。まず、「敵の欲求が増加するにつれて、宥和政策は宥和者の弱さの表れと

解釈されやすくなる」、「敵の不安が増加するにつれて、宥和政策は宥和者の弱さと解釈さ

れにくくなる」ということである。こうしたことから、宥和者の意図を誤認されるのを防

ぎつつ、宥和政策を推進する方法が提示できる。それは、敵の欲求が増大している場合に

は、敵との緊密な相互関係を構築した上で宥和を行うことである。こうすることで、宥和

が弱さの表れと解釈されにくくなる。また、宥和国自身が敵の圧力に屈することなく、断

固とした態度を示し続け、あくまでも宥和が敵の要求を踏まえた正当な手続きを経て行わ

れていることを示す必要がある。 

また、敵が持つ目的の範囲、及び武力行使の可能性によって、「宥和か抑止か」という

議論は、あくまでも敵が戦力に訴えるかどうかという態度や、外交戦略上掲げる目的とい

う認識に重点を置かなければならないことがわかる。 

 以上、簡単にロックの理論的世界観を見てきた。最後に付け加えておくと、ロックを国

際政治理論の学派に分類する場合、古典的リアリストということができる。彼自身、自ら

の理論的立場を明示しているわけではないが、いくつかの理由でリアリストに分類できる。 

まず、誤認研究の大家ロバート・ジャービス（Robert Jervis）の視点を、自らの主張の

軸に据えていることである。つまり、国家間関係において、双方の意図が誤認された結果

として発生する紛争やセキュリティ・ジレンマをいかに防ぐか、という問題関心から、数

ある対外戦略の 1 つとして宥和政策を位置づけているのである。 

また、ギルピンやジャービスなど、程度差はあれ宥和政策の有効性を認めているリアリ

ストの名を挙げ、彼らの主張を具体的な事例と宥和の理論によって裏づける、と主張して
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いることからも、ロックはリアリストに近い立場をとっていると言える。ただ、構造的ア

ナーキーの視点が非常に曖昧であり、国家アクターの人間性が強調されているために、ネ

オリアリストというよりは、古典的リアリストの立場により近いと言える。 

 以下、ロックの理論的世界観に基づいて、彼の宥和政策観を見ていきたい。 

 

「宥和政策の定義」 (20) 

ロックが主張する宥和政策の定義は「紛争の要因や摩擦を除去することによって、相手

との緊張を緩和すること」である。 

宥和政策の定義に関しては、ロック自身「広範に、かつ象徴的なものとして乱雑に、党

派色の強い政治目的として見なされており、国際政治の研究者間でもコンセンサスがない」

（Rock,2000,p.10）と主張している。具体的には、Appeasement の他に Conciliation、

Accommodation といった言葉が混同される状況である。これには、ミュンヘンの破滅的

な経験が、Appeasement の本来の意味内容の単純さを複雑にしたという背景がある。 

では、その元々の意味内容の単純性とは何だったのか。その答えは、ヨーロッパ古典外

交にある。ロックによれば、古典外交における Appeasement の意味内容は「国家間にお

ける紛争の主要因や不一致事項を除去し、緊張状態を緩和すること」（Rock,2000,p.10）

である。これは、近代以降の協商やデタントの意味内容に比べ、はるかに野心的な定義で

ある。このように、Appeasement は古典外交において確固たる概念的地位を築いていたの

である。 

ロックは、こうした Appeasement の現在の混乱状況と、古典外交における地位を踏ま

えた上で、古典的意味も含みつつ、現代においても意味を持つ特別な定義づけの必要性を

主張している。こうして、上記のような定義に至ったのである。 

 

「宥和政策の目的」 

 このように、古典外交のエッセンスも含んだ、大胆かつ説得力のある定義を主張したに

も関わらず、ロックが示す宥和政策の目的は、主要なものだけでも、紛争回避、緊張緩和、

抑止政策の代替物・補完物など、多岐にわたる。つまり、一貫した理論が提示されていな

いのである。ゆえに、詳細な検討に入れば入るほど、それだけ考慮しなければならない変

数も増加してしまう。結局は、これらの目的に照らして、1 つ 1 つの事例を記述的に検討

していくことになってしまう。ロックの主張が抱える大きな問題点の 1 つである。 
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「宥和政策の有効性」  

 有効性に関しても、ロックの主張が場当たり的なものであるが故に、戦争、抑止も含め、

数ある選択肢を準備した上で実行すると、成功率が上がる、という広範なものになってし

まう。ただ、それは誤認という要素が、宥和者と敵の双方に存在するからである。 

 

「宥和政策の問題点」  

 ロックの主張は、国際政治における人間性を重視している点で古典的リアリズムに近い、

ということは先に述べた。また、ジャービスの業績に多くを負っていることも同様である。

ゆえに、宥和政策の問題点も、国家間の誤認が重大な結末をもたらす、という点に集約さ

れる。具体的には、敵側が攻撃的意図を持っていれば、宥和者がどんなに精緻化した宥和

戦略をとろうとも宥和政策は機能しない、ということである。また、敵側に攻撃的意図が

全くなく、むしろ不安に囚われている場合であっても、宥和者の誤認によって紛争に至る

こともあり得ると言える。このように、意図を解釈するのは非常に困難である。同時に、

自らの意図を誤認される可能性もある。 

  

 以上が、ミアシャイマー、ギルピン、ロックの宥和政策観の概括である。これらをまと

めたものが、表 2-1 である。 
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表 2-1 ミアシャイマー、ギルピン、ロックの宥和政策観 

 ミアシャイマー ギルピン ロック 

宥和政策の定義 攻撃的国家の脅威に

さらされている国家

が譲歩すること。 

挑戦国の野心に対し

て、コスト削減という

目的に基づいて行わ

れる、安全かつ確実性

の高い手段。 

紛争の要因や摩擦を

除去することによっ

て、相手との緊張を緩

和すること。 

宥和政策の目的 攻撃的国家を、より平

和的な方向、あるいは

現状維持の方向に向

かわせる。 

紛争の回避と、関係の

構築。 

紛争回避、緊張緩和、

抑止政策の代替物・補

完物など、多岐に及

ぶ。 

宥和政策の有効

性 

有効性はあり得ない

ので、やるべきではな

い。 

紛争要因の除去によ

って、紛争を回避でき

る。また、潜在敵国と

の関係を構築できる。 

戦争、抑止も含め、数

ある選択肢を準備し

た上で実行すると、ほ

ぼ成功する。 

宥和政策の問題

点 

勢力均衡状態が、攻撃

的国家が優勢に立つ

状態に変更してしま

う。 

相手の脅威にさらさ

れた状況で宥和する

と、相手の欲求を増や

すだけになってしま

う。つまり、意図を誤

認されると逆効果に

なる。 

敵側が攻撃的意図を

持っていれば宥和政

策は機能しない。しか

し、意図を解釈するの

は非常に困難である。

同時に、自らの意図を

誤認される可能性も

ある。 

Gilpin（1981）、Rock（2000）、Mearsheimer（2003）より、筆者作成 

 

2-3 攻撃的リアリズムの世界観における宥和政策－比較を通して  

 

 本論文のテーマは、既に述べたように、冷戦終結という国際システムの構造変動と、ゴ

ルバチョフが実行したペレストロイカの関係を分析することである。つまり、ペレストロ

イカが宥和的に機能し、結果としてソ連崩壊という構造変動につながったことを示す。こ
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の際用いる宥和政策の定義は、ミアシャイマーの定義に従うことにする。その理由は以下

である。 

 まず、決定的な理由は、冷戦終結に際して、米ソ間での武力衝突は起こっていないとい

うことである。さらに言えば、核時代の現代世界において、覇権戦争は極めて起こりにく

い。仮に起こったとしても、相互確証破壊の下で、覇権国は相互に決定的ダメージを受け

るだけである。ゆえに、ギルピンの「覇権戦争を経て構造変動が起こる」という構造変動

観は、核時代以前ならまだしも、現代世界に適用する際には、説得力に欠けると言わざる

を得ない。 

また、戦争や抑止といった選択肢を含めて、包括的戦略の一環として宥和政策を行う事

は、ペレストロイカが行われた当時のソ連には不可能である。なぜなら、上述のように、

戦争は核の存在によって不可能だからである。さらに抑止を行えるほどの、相対的にアメ

リカを上回る軍事的、経済的パワーを、ソ連は有していなかった。よって、ロックの宥和

政策観も、冷戦終結の分析には適していない。 

ではミアシャイマーはどうなのか。ミアシャイマーは、「攻撃的国家の脅威にさらされ

ている国家が譲歩することによって、勢力均衡状態が、攻撃的国家が優勢に立つ状態に変

更してしまう」と、自身の宥和政策観について述べている。ここで、ミアシャイマーは構

造変動について明確に主張していないものの、彼の宥和政策観から、構造変動に関する含

意を引き出すことが可能である。それは「構造変動は覇権国が潜在的覇権国に対して一方

的に宥和政策を行ったときに起こりうる」ということである。これは、ミアシャイマーが

分析の射程に入れている地域レベルの国際システムに焦点を絞った場合の主張である。た

だ、この主張を冷戦という国際システムの二極構造に当てはめることも、論理的には可能

である。すると「二極構造という勢力均衡状態において、一方の覇権国が、他方の覇権国

に対して一方的に宥和することによって構造変動が起こりうる」ということになる。これ

によって、ペレストロイカ開始前までは、何とか軍事的パワーによって均衡を保っていた

ソ連が、ペレストロイカの開始によってアメリカに宥和することになり、結果として覇権

戦争を経ずしてソ連が崩壊することになった、と考えることができる。 

以下、3 章では、ミアシャイマーの宥和政策観に基づいて、冷戦終結の過程を具体的に

分析していきたい。また、冷戦終結の説明に成功したコンストラクティヴィストのウェン

トの主張も踏まえながら、攻撃的リアリズムの有効性を示す。 
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 注 

 

(1) ネオ=ネオ論争の代表的文献としては、Baldwin, ed.（1993）がある。また、ウォルツ

のネオリアリズムを、その批評者たちとの論争を通して、批判的に検討したものとし

て、Keohane, ed.（1986）がある。 

(2) ミアシャイマーとウェントの一連の論争は、International Security 誌上で繰り広げ

られたものである。まず、 ”The False Promise of International Institutions”

（Mearsheimer,1994）において、ミアシャイマーが（ネオ）リベラル制度論（Liberal 

Institutionalism）、集団安全保障論（Collective Security）、批判理論（Critical Theory）

といった、規範や制度を重視する諸理論を「制度主義の諸理論」とひとくくりにし、

批判を行った。それに対して、ウェントは ”Constructing International Politics”

（Wendt,1995）の中で、認識論についてはネオリアリストと共通の地盤に立つ一方で、

存在論が異なるという立場の違いを整理し、ミアシャイマーの議論の粗雑さを批判し

た。さらに、それに対して、ミアシャイマーは”A Realist Reply”（Mearsheimer,1995）

の中で、”The False Promise of International Institutions”に対して批判を行った制

度論者、コンストラクティヴィストらに再批判を行っている。特に、ウェントに対し

ては、批判の一部を認める一方で、”The False Promise of International Institutions”

の中核的な問いに答えていないと再批判している。その問いとは「国家行動はなぜ変

化するのか」と「特定の言説が支配的になり、特定の言説が消え去っていくのはなぜ

か」の 2 つである。これに対して、ウェントはミアシャイマーが再批判をする以前

に、”Anarchy is what states make of it”（Wendt,1992）において、「コンストラクテ

ィヴィストは〔中略〕アナーキー下で、いかにアイデンティティ、インタレストが創

出されるか、という問いに対して、因果的、経験的に答える努力が足らない」（p.425）

と主張している。つまり、ミアシャイマーの批判を、当初から自覚していたと思われ

るのである。しかし、その後の動向を見ても、ウェントをはじめ、ミアシャイマーの

問いに対して、説得力のある回答を与えた研究者は現れていない。 

(3) ウォルツの還元主義批判については、Waltz（1979）の Chapter2 を参照のこと。 

(4) ミアシャイマーのウォルツ批判については、Mearsheimer（2003）の pp.17～22 を参

照のこと。ただしミアシャイマーの理論だと、国際システムがなぜ安定するのか、に

ついて説明できなくなる。 

49 



(5) こうした、理論の前提や主張以前に、そもそも国際システムをどのように捉えている

か、どのように見ているか、という「メタ理論」の問題については、詳しくは信夫（2004）

の 20～34 頁を参照されたい。 

(6) 冷戦終結を境に、ネオリアリズム、ネオリベラル・インスティテューショナリズムが

説明力、分析力を疑われたことについては、Kratochwil（1993）、西村（1996）、石田

（2000）、大矢根（2005）に詳しい。 

(7) より詳しくは Wendt,1992 を参照されたい。本論文の第 3 章 3-2-2 にも詳述した。 

(8) こうした立場をとるネオリアリストの主張については、本論文の 3-2 に詳述したので

そちらを参考されたい。 

(9) カーの初版と、それ以降の版の主張に関する相違点については、スミス（1997）の第

4 章にも詳述されている。しかし、スミスは本論の 2 つ目の引用である pp.281～282

の部分には触れていない。 

(10) この一方で、英仏はもちろんだが、後にドイツ、日本と防共協定を結ぶことになるイ

タリアでさえ、ドイツの急速な領土拡大に嫌悪感を抱いていた（佐々木,1987,184～185

頁）。当時、最も純粋に現実主義的行動をとっていたのはドイツであったが、それに続

くのがイタリアであった。イタリア・ファシスト党党首のムッソリーニ（Benito 

Amilcare Andrea Mussolini）は、ドイツの攻撃的行動と、それを宥めようとする英仏

の間で、現実的利益の獲得に奔走していたのである。 

(11) テイラーによれば、英国に限らず、周辺国も同様の原理に基づいて行動した。また、

ヒトラーは邪悪な独裁者というよりも、合法的にドイツ国民の支持によって政権の座

に就いた。ゆえに、国民の圧倒的支持を受けるヒトラーに対して武力介入することの

方が愚行であって、宥和政策はむしろ自然な流れだったのである。また、ヒトラーは

内政においてはホロコーストなどの犯罪的行為を行ったが、外交においては、自国を

ヨーロッパの支配的大国にしようという、他のヨーロッパ諸国と共通の目的を遂行し

たに過ぎない。ゆえに、ヒトラーには悪いところは何もない。以上が、テイラーの中

心的主張である（テイラー,1977,3～22 頁）。つまり、ミュンヘンにおける宥和政策は、

民主主義国の指導者間の緊張緩和のためのやりとりであって、愚行でもなければ過ち

でもないのである。ただ不幸なのは、宥和政策が頓挫した後の戦争が、莫大な犠牲を

生んだことである。 

(12) 宥和政策が、国家間のパワーバランスを崩し、結果的に勢力均衡の崩壊につながる、
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という主張は、Mearsheimer（2003）pp.163～164、Gilpin（1981）p.194 に詳しい。 

(13) ミアシャイマーの宥和政策観については、Mearsheimer（2003）,Chapter5”Strategies 

for Survival”を参照した（特に pp.162～164）。 

(14) 覇権安定論の内容については、主に Gilpin（1981）、野林ほか（2003）、吉川・野口編

（2006）（主に第 6 章）を参照した。 

(15) 例えば、公共財の例として挙げられるのは灯台の光である。これは、沿岸を航行する

全ての船舶が使用でき（同時供給）、ある船舶が使用したことで他の船舶が使用できな

くなるということはなく（同時消費）、使用料を払わない船舶のみ排除されるというも

のでもない（非排除性）。 

(16) 国際公共財に関して、その保持のためのコストを負担するのは、各国間の協調によっ

て形成された「国際レジーム（International regime）」であると主張したのが、ネオ

リベラル・インスティテューショナリズムの代表的論者コヘイン（ Robert O. 

Keohane）である。コヘインは、アメリカの衰退によって、もはや覇権国によるレジ

ームの保持は困難であり、各国の協調によってそれが保持されなければならない、と

主張している。また、リアリストが構造的アナーキーの制約によって不可能であると

主張する協調については、ゲーム理論の観点から見て可能であると主張している。主

要文献として、コヘイン（1998）がある。また、ナイとの共著で、同様の主張を行っ

ている。詳しくは Keohane ＆ Nye（2001）（特に Chapter3）。  

(17) ステファン・ロックについては、日本ではほとんど知られていない研究者だと思われ

る。彼の研究者としての人物的背景については、ヴァッサー大学のホームページ

（http://vassar.edu/）を参照した。この中で、ロックに関する記述は研究者紹介

（http://internationalstudies.vassar.edu/rock.html）に詳しい（2006.12.24 取得）。

ロックは、コーネル大学で政治学博士号を取得後、ハーヴァード大学ケネディ行政大

学院内のベルファーセンター（Belfer Center）に研究員として勤務し、核抑止政策な

どを研究した。その後、ニューヨーク州のヴァッサー大学（Vassar College）で、政

治学部教授として研究活動を続けている。専門は、主に平和の発生要因、民主的平和

論、国家間戦略の有効性の検証といった、国際政治における国家行動の重要性を基盤

とした、抑止政策や宥和政策に関する研究である。 

(18) ロックの理論的主張、および表の出典は Rock（2000）の Chapter7 による。 

(19) 実際にロックは、本書の中で「宥和政策の成功率」ではなく「宥和政策の潜在性
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（Potential）」という言葉を用いている。それには理由がある。彼自身、明確に主張

してはいないものの、以下のように考えられる。それは、たとえ宥和政策が機能しや

すい相手だったとしても、そのことが宥和政策の成功を意味するとは限らないからで

ある。そこには、誤認という要因が介入している。宥和政策が機能しやすい相手であ

っても、紛争の懸念は残るし、その逆の可能性もあるのである。そこで、潜在性とい

う表現にしていると考えられる。 

(20) ロックの宥和政策観については、Rock（2000）の Chapter1 を参照した。 
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第３章 ペレストロイカと構造変動－冷戦終結への道程 

 

3-1 ペレストロイカ－改革に至る過程とその後 

 

 1985 年 10 月、ミハイル・ゴルバチョフ（Mikhail Sergeyevich Gorbachev）が共産党

書記長に就任した。ゴルバチョフは、それまでのソ連の指導者とは全く異なるタイプの指

導者であった。スターリン（Joseph Stalin）に始まり、フルシチョフ（Nikita Khrushchev）、

ブレジネフ（ Leonid Brezhnev）、アンドロポフ（ Yuri Andropov）、チェルネンコ

（Konstantin Chernenko）といった、老練で硬く、時には威圧的で、時には病弱にも見

えた指導者達に比べ、ゴルバチョフは若く清廉で、西側首脳に積極的に働きかける革新的

な指導者だった。彼の登場は、硬直していた米ソ関係に一筋の光明を差すきっかけになる

と思われた。実際、ゴルバチョフの登場を転機として、米ソ関係、さらには冷戦の対立構

造が協調的関係に変化していったのも事実である。 

ただ、当時のソ連の国際的、国内的状況を冷静に見てみると、ゴルバチョフという若手

の革新的政治家にソ連の将来を託さざるを得なかった共産党首脳部の苦悩と、その後の後

悔の念がうかがえる。さらにゴルバチョフ自身、書記長就任当初から革新的政策を実行し

ようという意図を持っていたわけではない。むしろ、書記長就任以降にソ連の現状がよく

見えはじめ、それゆえに革新的政策の実行に踏み切ったと考える方が妥当である。こうし

て、ソ連を建て直すべくして登場したゴルバチョフは、その意図せざる結果としてソ連の

崩壊を招いてしまった。 

以下、3-1 では、ゴルバチョフ登場の背景となった国際的、国内的状況を振り返り、ゴ

ルバチョフの登場とペレストロイカの開始、そして冷戦終結へと至る一連の流れを見てい

きたい。 

3-2 では、ペレストロイカの歴史的変遷を踏まえた上で、攻撃的リアリズム、およびコ

ンストラクティヴィズムによって、ペレストロイカと冷戦終結の関係を分析する。この作

業を経ることで、「ペレストロイカは冷戦終結という構造変動にどのように関係したのか」

という問いも明らかになる。 

3-3 では、3-2 で行った分析を比較し、攻撃的リアリズムによる分析の有効性、及びネオ

リアリズムによる構造変動の説明が可能であることを示し、理論的発展の可能性を提示し

たい。 
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3-1-1 ゴルバチョフ登場以前のソ連の国際的・国内的状況 

 

アフガニスタン戦争(1) 

最初に、ゴルバチョフ登場の背景となった国際的問題を見ていきたい。まず、1979 年に

始まったアフガニスタン戦争がある。ソ連が小国アフガニスタンに介入することなった直

接的なきっかけは、アフガニスタン国内の政治的混乱とイラン革命の余波が折り重なった

ことである。 

アフガニスタンは、1747 年に建国されて以来、欧米列強の進出、侵略を受けながらも約

230 年に渡って王制国家として存続してきた。元々、多民族国家だった同国では民族間の

覇権争いが絶えなかったものの、1933 年のザヒル・シャー国王（Mohammed Zahir Shah）

の就任を機に安定がもたらされた。彼は国内統治において、自らに権力を集中させること

なく、王室内の婚姻関係に基づき輪番で首相職を引き継がせることで不毛な権力闘争の回

避に成功した。また、対外関係においては、北部国境に隣接するソ連に経済支援を要請す

ることとなった。背景には、歴史的にソ連と深い関係を持っていたことに加え、自国を取

り囲むように隣接する他の 2 ヶ国との間に問題を抱えていたという事情がある。すなわち、

イランとは水利を巡って国境紛争を抱えており、さらにアメリカから「中東の警察官」と

も呼ばれた親米国であったことから、アフガニスタンは西側同盟としての重要性を見出さ

れず、半ば無視されていた。また、パキスタンとも国境紛争を抱え国交を断絶していた。

そこで、当のソ連側も、アフガニスタンを通じたペルシア湾への接近路確保を狙っていた

ことと、イデオロギー同盟の拡大という根本的動機を持っていた（レンツォウスキ

ー,2002,310～311 頁）。ここに両者の利害は一致し、緊密な関係が築かれていくことにな

った。 

1963 年になると、ザヒル・シャー自身が「新民主主義」を標榜して政治運営を行った。

このスローガンの下、1964 年には国王以外の王室関係者の政治参加の禁止、条件付ながら

も一般国民の政治結社の自由などを盛り込んだ新憲法が制定され、これは伝統的なイスラ

ーム法よりも優先された。当時、イランが推進していた「白色革命」に似た近代化政策を、

アフガニスタンも志向するようになった。この憲法に基づき、1965 年には同国初の総選挙

が実施され、後に同国を指揮することになる「人民民主党」のヌル・ムハンマド・タラキ

（Nur Muhammad Taraki）やバブラク・カルマル（Babrak Karmal）ら共産主義者も当

選した。このように、表向きには民主化が進んだアフガニスタンであったが、実際は国民
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議会とザヒル・シャー主導の内閣は深刻な対立状況にあった。両者は分裂状況にあり、互

いの意向を潰しあうことが日常化していた。さらに、権威的な内閣に対する反対運動も発

生し、議会支持派と鎮圧部隊との間で流血の事態に至る事もしばしばであった。 

 1973 年 7 月、ザヒル・シャーが目の治療のためイタリアに渡航した隙を狙って、かつ

て王政下で首相職に就いていたダウド・ハーン（Sardar Mohammed Daoud Khan）が無

血クーデターを敢行した。ここに、建国以来のアフガニスタン王政には終止符が打たれ、

ダウドを首班とする共和制政府が樹立された。翌年、ダウドはさっそくクレムリンに赴き、

ブレジネフとの会談で軍事支援の確約を取り付けた。こうして、アフガニスタンは対ソ関

係をより強固にしていくものと思われた。しかし、ダウド自身は共産主義者でもなければ、

ソ連寄りの政治家というわけでもなかった。むしろ、ソ連から少しずつ距離を置くような

姿勢も見せ始めた。さらに、アフガニスタン国内にいたソ連人の軍事顧問団を次々に解雇

し、敵対していたイランやパキスタンとの関係改善をも行った。こうした行動は、ダウド

が標榜した、米ソを天秤にかけ両者から利益を得ようとする等距離外交の理念とは裏腹に、

ソ連の不信感を増幅させただけだった。同時に、この姿勢が西側諸国、特にアメリカから

評価されたわけでもなかった。アメリカにとっては、ペルシア湾岸の同盟国はイランで十

分であり、アフガニスタンはその後進性や民族紛争の懸念によって、無視も同然の扱いを

受けていた（金,2002,27 頁）。こうした対外関係の冷え込みに加えて、内政においても失

業率、インフレの上昇はとどまる事を知らず、対外関係の停滞に伴う経済支援の減少も相

まって、ダウドの求心力は急速に減少していった。 

共和制に移行してわずか 5 年後の 1978 年 4 月、人民民主党員を中心とする不満分子は、

ダウドの排除を画策しクーデターを起こした。ダウドは銃撃戦の末に射殺され、ここに人

民民主党のタラキ、カルマル、さらにタラキの後継者であるハフィズッラー・アミン

（Hafizullah Amin）らを首班とする社会主義国家「アフガニスタン民主共和国」が誕生

した。この直後、ソ連も積極介入を行い、ダウド政権では達成できなかったアフガニスタ

ンの属国化を画策した。しかし新生アフガニスタン誕生直後には、既に内紛の懸念が囁か

れていた。その懸念は人民民主党内部にあった。同党は、タラキとアミン中心の「ハルク

派」とカルマル中心の「パルチャム派」の 2 つの派閥から成立していた。ハルク派は庶民

階級、パルチャム派は上流階級を支持基盤としていたが、両派閥は共通敵であったダウド

の死によって再び亀裂を深めていった。これと同時に、極左的で恐怖に訴えるソ連式の社

会主義統治は、排除の対象となった旧支配勢力、またイスラーム勢力を中心に一般国民の
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反感をも招いていった。 

この状況下、両者の対立は顕在化し、パルチャム派に対してハルク派の圧力がかけられ、

カルマルは左遷させられた。こうして、タラキを最高権力者とするハルク派主導政権が誕

生した。そして同年 12 月、アフガニスタンは反体制勢力を抑える目的で、ソ連との間で

善隣友好条約を締結し、両国は実質上の同盟国となった。ただ、タラキ政権も国内政策で

行き詰まった。反体制勢力の諸派は、タラキがソ連と提携して抑圧姿勢をとったことによ

って一挙に結束を固めた。加えて、民族主義的性格のアミンが反体制側に迎合する姿勢を

見せたため、ハルク派内でも分裂が生じることになった。このアミンの姿勢の変化に、ソ

連も懸念を抱いた。そして、タラキ打倒のためにアミンがアメリカと接触を図った事で、

ソ連はついにタラキを通じてアミン殺害を決意した。しかし、この動きを察知したアミン

は、先んじてタラキを逮捕し秘密裏に殺害した。このことが、アフガニスタンにおける影

響力の喪失を恐れたソ連の軍事介入を決定づけることとなった。 

アミン政権誕生から 3 ヶ月後の 1979 年 12 月、ソ連軍はアフガニスタンに向けて侵攻を

開始した。物量で圧倒的に勝るソ連軍は、すぐさま主要都市やそれらに通じるインフラを

制圧し、さらにアミンを殺害した。アミンに代わって政権の座に就いたのは、かつてハル

ク派によって左遷させられたパルチャム派のカルマルだった。ソ連はカルマル政権を、軍

事的、経済的に支援し、今度こそアフガニスタンにおいて共産主義体制を樹立させる意図

を持っていた。しかし、彼らの前には、カルマル政権およびソ連の支配に抵抗する諸集団

が「ムジャーヒディーン（イスラーム義勇兵）」として立ちはだかった。ただソ連の目的は、

あくまでもカルマル政権樹立の支援であって、アフガニスタン国内の不満分子の一掃では

なかった。つまり、「ムジャーヒディーン」ら反体制勢力の指導者を抹殺しさえすれば事足

りたはずだった。しかし、ムジャーヒディーンは、反体制諸集団が「反ソ・反カルマル」

を目的に結集したゲリラ集団であり、統一司令部などの中央組織は存在しなかった。ゆえ

に、ソ連はゲリラ相手の持久戦を強いられることとなった。ムジャーヒディーンのゲリラ

戦法は、開戦当初はソ連軍の脅威ではなかったが、戦争中盤からアメリカによって支給さ

れたスティンガー・ミサイルが戦局を大きく変え、ソ連は泥沼の戦争に足を踏み入れるこ

ととなった。 

アフガニスタン国内政治の混乱とともに、ソ連の軍事介入の原因として挙げられるのは

イラン革命である。1953 年のクーデターによるモサッデク（Mohammed Mossadegh）政

権の転覆、および国王ムハンマド・レザー・シャー・パフラヴィー（Mohammad Reza shah 
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Pahlavi）の権力回復をアメリカが支援して以来、イランはペルシア湾岸におけるアメリ

カの貴重な同盟国であった。シャーは、アメリカの対中東政策を後押しする、得難い同盟

国の指導者だった。しかし、アフガニスタンが政治的混乱に陥っている最中、イラン国内

も危機的状況にあった。シャーは、国民からの退位要求に耐え切れずにいたのである。こ

の危機の背景には、1963 年に開始された近代化政策、すなわち「白色革命」の挫折がある。

農業改革や婦人参政権など、イランの伝統的な社会構造を根本から覆す改革は、西側先進

諸国から見れば十分に進歩的要素を含むものであり、近代化の達成とともに、シャーに対

する現実的政治家としての評判を高めることとなった (2)。しかしそれら諸改革は、同時に

貧富の格差を拡大し、農村の荒廃と都市への労働力流入に伴う都市人口の急増と、それに

伴う多くの問題を生んだ。何より伝統的なイスラームの理念との対立を招いた。 

国王の理念とイスラーム勢力のイデオロギー対立は四半世紀のうちに「国王打倒」運動

へ急激に拡大し、ついに革命として結実した。国内の幾多の反体制勢力は、それぞれの主

張こそ違ってはいたが、反国王という 1 つのスローガンの下、恐るべき反対連合を形成し

ていた。そして、ついに 1979 年 1 月 16 日、シャーは国内の民衆デモを収拾できずに国外

に出国した。これと入れ替わるように 2 月 1 日、フランスに亡命していたイスラーム革命

の指導者ルーホッラー・ホメイニ（Ruhollah Khomeini）は、エール・フランスの特別機

でイランに降り立った。ホメイニはただちに暫定政府を樹立し、国内に残存していた王党

派勢力と対峙したが、国王の後ろ盾だった軍が中立を宣言したことで王党派勢力は一挙に

衰退した。そして 2 月 11 日、王党派勢力が国内政治から姿を消すと同時にイラン革命の

成功が世界中に伝えられた（レンツォウスキー,2002,279～301 頁）。ホメイニは、国内政

治においてイスラーム法学者による統治体制、いわゆる「ヴェラーヤテ・ファギーフ」を

成立させた。ここに名実ともに、現代世界に中世的な宗教国家が誕生した。 

この、アメリカにとって重要な同盟国が、イラン革命によって突如として中世的な宗教

国家に変貌し、反米、反帝国主義的姿勢をとり始めた。ただ、この姿勢だけを見れば「反

米＝親ソ」の構図とも受け取れる。実際ソ連には、ホメイニを戦略的に利用する事も可能

であったが、革命の余波はソ連に対して反感を抱く勢力を結束させる力を持ち、強力かつ

独立性の高いイスラーム国家ブロックないし同盟を成立させる可能性もあった。さらに、

ソ連国内にいた約 5 千万人のイスラーム教徒が、ホメイニの主張に触発され結束すること

を、ソ連首脳部は恐れていた（ゴラン,2001,281 頁）。しかも、ホメイニが表向きに革命の

輸出を唱えたため、周辺のアラブ諸国、およびイスラーム諸国は国内のイスラーム勢力の
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台頭を危惧せざるを得ない状況となった。そういった諸国の中で、最も緊迫の度を増した

のがアフガニスタンであった。イラン革命の影響によって、ただでさえ混乱していたアフ

ガニスタンにおいて、イスラーム勢力をはじめとするムジャーヒディーンが結束し、台頭

するのを嫌ったソ連は、一方的にアフガニスタンに介入することになる。その一方で、ア

メリカは革命イランと戦争状態に突入した「敵の敵」イラクを支援する一方で、元々ソ連

圏ではないと考えていたアフガニスタンへのソ連侵攻を拡張主義と捉え、ソ連と戦うムジ

ャーヒディーンへの支援を行った。この泥沼の戦争で、ソ連は長期的な持久戦を強いられ

ることになった。そして結果的には、軍事的、経済的に多大な損失を被ることとなったの

である。 

 

核軍縮交渉(3) 

隣国アフガニスタンの混乱に伴う軍の侵攻に加えて、ソ連が直面していた国際的問題と

して挙げられるのは、アメリカとの核軍縮を巡る交渉である。冷戦の開始以来、核軍拡を

推進していた米ソ両国は、仮に核の先制攻撃を受けたとしても、報復のための第二撃能力

を備えたために、結局は相互が決定的ダメージを受ける「相互確証破壊（Mutual Assured 

Destruction：MAD）」の状況にあった。しかし、1962 年のキューバ危機および 1972 年の

ニクソン（Richard Milhaus Nixon）大統領の訪中を経て、両国は次第に核軍縮の方向に

進んだ。特に、ニクソン政権下の 1969 年に開始された戦略兵器制限交渉（Strategic Arms 

Limitation Talks：SALT）以降、米ソは相互確証破壊の状況を受け入れた上で、これ以上

の軍拡に歯止めをかけ、次第に戦略核兵器を削減する方向に動きはじめた。同交渉は 1972

年に締結され、ここにデタント（緊張緩和）の時代が幕を開けることになった。 

しかしデタントは、その理念とは裏腹にあまりにも短命だった。アメリカでは、ニクソ

ン、フォード（Gerald Rudolph Ford Jr.）、カーター（James Earl Carter Jr.）らによっ

て、党派を超えてデタントが忠実に信奉された。しかしソ連では、デタントによってアメ

リカとの核軍拡競争が避けられたことが、社会主義国家を保持するためには軍事介入もや

むを得ないとした「ブレジネフ・ドクトリン」の推進と、SALT では規制対象とされなか

った新たな兵器の増強となって現れた。ソ連は「ブレジネフ・ドクトリン」に基づき、70

年代半ばから、アンゴラ、エチオピアなど、共産主義勢力が台頭していたアフリカ諸国に

対して、共産主義勢力の支援を目的にとして軍事介入を行った。さらに、中ソ対立を背景

として、中国と提携関係にあったカンボジアに侵攻していたヴェトナム向けに、軍事援助
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を積極的に行った。 

軍拡の面では、SALT の規制外となっていた中距離核ミサイル（SS20）を中央ヨーロッ

パに配備し、米国内の反デタント勢力を勢いづかせることになった。こうしてデタントが

退潮する中、ソ連がアフガニスタンに侵攻し、デタントは完全に崩壊した。この直後の 1980

年 1 月、カーターは国防費の純増、緊急展開部隊の設置、徴兵登録制の復活、パキスタン

への軍事・経済支援の増大を提唱、いわゆる「カーター・ドクトリン」を発表した。ここ

に、新冷戦の開始が宣告された。 

新冷戦の開始直後に行われた 1980 年大統領選挙で、大統領の座に就いたのは共和党の

レーガン（Ronald Wilson Reagan）だった。第二次大戦後の政権としては最も保守的と言

われたレーガン政権下において、軍事面・経済面において数多くの改革が実行された。そ

の中でも、核軍縮に関するソ連との交渉は特筆に価する。1981 年の「ゼロ・オプション」

に始まり、翌 82 年の戦略兵器削減条約（Strategic Arms Reduction Treaty：START）、

そして 83 年の戦略防衛構想（Strategic Defense Initiative：SDI）である。81 年の「ゼ

ロ・オプション」は、まさしく「ゼロ」、すなわちミサイルを全廃することを目的とした交

渉戦略である。ソ連に対して、中央ヨーロッパに配備が進んでいた SS20 の撤去を持ちか

け、それが実行された場合に、米国側も中距離核戦力（Intermediate Nuclear Forces：INF）

配備を中止するというものだった。しかし、既に配備が進んでいた SS20 と、これから配

備予定の INF とを取引することは、ソ連にとっては戦略的に不合理であり、交渉に反対す

ることは交渉開始前から明らかだった。実際、何の進展もなく交渉は失敗した。続く 82

年の START 交渉は、地上配備の大陸間弾道ミサイル（Intercontinental Ballistic Missile：

ICBM）の大幅削減を提唱したものだった。しかしこちらも、アメリカの数倍におよぶ

ICBM 配備を済ませていたソ連側にとっては非常に不合理であり、交渉前には失敗が明ら

かだった。こうしたことから、レーガンには本気で軍縮交渉をする意思はなく、一連の交

渉は単なる世論対策ではないかと批判された。 

しかし、83 年に提唱された SDI はこれまでとは違った反応を生んだ。同時期にレーガ

ンが行った「悪の帝国」演説の衝撃もあって、ソ連にとっては深刻な脅威として感じられ

た。SDI は、従来の核抑止戦略、また相互確証破壊を根本的に覆す計画であった。言い換

えれば、核兵器に頼らずに抑止を確立する革新的な計画だった。つまり、従来のように核

軍拡の推進によって生まれる恐怖に訴えて「恐怖の均衡」を成り立たせるのではなく、核

兵器そのものを無力化する決定的な防御システムを構築してしまおう、というものである。
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この SDI の提唱によって、レーガンが信念から核の廃絶を望み、ソ連と本気で交渉を行お

うとしていることが明らかとなった。ただ、表向きの革新性とは裏腹に、その具体的な計

画はと言うと、宇宙配備の人工衛星から発射されるレーザーや粒子ビームによる多層的な

防御システムの構築という、あまりにも現実離れした計画であった。その非現実性から「ス

ターウォーズ計画」とも揶揄されたほどである。しかし、ソ連は本気で SDI を恐れた。そ

れは、当時アメリカと交渉中であった INF 全廃条約への調印を、一転して拒否した事から

もうかがえる。中距離核戦力と言えば、アメリカとの総合的な軍拡競争において遅れをと

っていたソ連が、唯一優位を誇っていた兵器である。これは、当時アメリカ国内で「脆弱

性の窓」として懸念されていた分野である。こうした状況で、現実離れはしていたものの、

SDI が理論的な技術的裏づけと共に持ち出された以上、ソ連としては当然 INF を手放すわ

けにはいかない。新冷戦の最中、米ソ両国は軍備管理をめぐって、困難な舵取りを迫られ

たのである。 

 

ソ連の疲弊 

続いて、ゴルバチョフ登場の背景にある国内的な問題を見ていきたい。主要な問題とし

て挙げられるのは、共産主義イデオロギーの衰退、経済政策の失敗である。 

史実をたどると、共産主義には繁栄の時期も確かに存在していたことが分かる。1917

年のロシア革命以降、国家成立草創期のソ連は、共産主義の本家本元として国家運営を行

ってきた。1930 年代の大恐慌の時期には、資本主義諸国が軒並み経済的混乱に陥る中で、

ソ連の「計画経済」は着々と実現され、共産主義の影響力を高めていった。ヴェルサイユ

体制の崩壊から第二次大戦に至る過程においては、「反ファシズム」をスローガンに自由主

義諸国と手を結び、その現実主義的発想は、非マルクス主義者、非共産主義者からも広範

に受容された。さらに、戦後世界においても、共産主義イデオロギーは発展の可能性をま

ざまざと見せつけた。共産主義イデオロギーが持つ「計画」の要素は、東欧、中国などの

共産圏はもちろん、西側諸国にとっても「福祉国家」という形で受容された。さらにスプ

ートニク・ショックに代表される科学技術の進展、スターリン批判に代表される共産主義

改革の可能性なども、共産主義の進歩可能性を見せつけるものだった（塩川,1999,629～

635 頁）。 

こうした繁栄にも関わらず、衰退の度合いは繁栄を上回るものだった。既にレーニン

（Vladimir Lenin）以降、強制労働収容所、検閲制度、密告者の利用といった強制的、抑
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圧的、秘密主義的な国内治安制度を通じた国家運営が行われており、共産主義イデオロギ

ーに対する国民からの反発は増加の一途をたどっていた（ナイ,2005,167 頁）。 

また、経済政策の失敗に関しては、こうした共産主義特有の秘密主義に伴う硬直した経

済システムが影響した。これらの要因に、80 年代の国際経済システムの変動が重なったこ

とで、問題は直ちに顕在化することとなった。元々、ソ連国内では経済分野における技術

開発の遅れが目立っていた。1980 年代は、従来の重工業中心の経済からハイテク産業中心

の経済への移行期、つまり情報の価値が最重要視された時期であった。IT 技術が飛躍的に

進歩し、半導体やコンピューターが急速に普及した。アメリカをはじめとする西側諸国で

は、重工業経済システムを情報産業経済システムへ移行することは、その柔軟な経済シス

テムによって比較的速やかに、かつ効率的に行われた。特に、アメリカは貿易収支赤字、

財政収支赤字という双子の赤字、およびインフレと低成長が伴うスタグフレーションに悩

まされていた。その中で、レーガンが「減税」と「供給の創出」に基盤を置くサプライサ

イド経済学（Supply-side economics）に依拠したことで、事態は着実に改善に向かった（土

志田,1986,48～62 頁）（五十嵐,1992,94～117 頁）。一方のソ連は、共産主義特有の秘密主

義が国際政治環境への国内経済の適応を遅らせ、同時に硬直した経済システムの影響もあ

って、西側に大幅な遅れをとることとなった。 

こうした経済の停滞に伴い、アメリカとの軍事的格差が拡大した。新冷戦の最中、レー

ガンは核軍備交渉を進めながらも、総合的な軍備に関しては軍拡路線をとっていた（佐々

木,2002,177～182 頁）。ソ連の ICBM に対しては「脆弱性の窓」と危惧されたように遅れ

をとったものの、その他の部分も含めれば軍事技術、核配備数、軍事費のいずれもソ連を

上回っていた。 

国内情勢の混乱は、指導者の相次ぐ死によってさらに大きいものとなった。ヴェトナム

戦争以来、長らく党書記長の座にあったブレジネフは、核軍備競争でアメリカと肩を並べ、

イデオロギー闘争の面でも「ブレジネフ・ドクトリン」を堅持し、権力基盤を固めていっ

た。しかしブレジネフ自身、共産主義の進歩可能性を示したフルシチョフを失脚させて以

来、ソ連指導部の政治的、経済的腐敗は進行していった。1977 年には、成熟した社会主義

の理念を示した新憲法が制定されたものの、79 年のアフガニスタン侵攻によって、ブレジ

ネフ体制は政権としての判断能力が問われる事となった。ブレジネフが 82 年に死去する

と、改革志向のアンドロポフが書記長の座に就いた。ただ、既に 68 歳と高齢だったこと

もあり、改革にはほとんど着手できないまま 2 年後に死去した。しかし、アンドロポフの
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在任中、その政治的能力を見出され、将来の指導者候補に推薦されたのがゴルバチョフだ

った。アンドロポフの死後、権力の座に就いたのはアンドロポフよりも年上のチェルネン

コだった。チェルネンコもわずか 1 年後に死去し、ソ連指導部の弱体ぶりが露呈する事と

なった。（和田,2001,182～183 頁）。 

こうしたことから、ソ連としては自助に依存するにはもはや限界があり、西側先進諸国

との関係を改善し、軍事的、経済的、技術支援を受けることを渇望していた。特に、アメ

リカとの関係改善が重要であった。この時、半ば必然的に政治の表舞台に登場したのが、

若きゴルバチョフだった。 

 

3-1-2 ゴルバチョフの登場とペレストロイカの開始 

 

1985 年 3 月、54 歳のゴルバチョフがソ連共産党書記長の座に就いた。1970 年以来、コ

ーカサス山脈北方にある小都市スタヴロポリの地方党第一書記を務め、その模範的な行政

手腕は、後にゴルバチョフを党総書記に推薦することになるアンドロポフの目にもとまっ

ていた。78 年にアンドロポフの推薦もあってモスクワに昇進し党中央委員を務め、その後

のアンドロポフ、チェルネンコ政権下では、病弱な両者に代わって老練な指導層をまとめ

上げ、その政治手腕はさらに評価を高める事となった。そして、85 年 3 月のチェルネンコ

の死後、フルシチョフ時代からソ連外交を仕切ってきたグロムイコ（Andrei Andreyevich 

Gromyko）など旧世代リーダーらの支持を取り付け、ゴルバチョフは辛うじて対立候補を

退けて党総書記に就任した（ルーゲ,1991,231～245 頁）（ゴルバチョフ,1996〈下〉,768

～790 頁）。長らく続いた老練で病弱な指導層に飽いていた国民は、この若い指導者に期待

をかけることとなった。 

ゴルバチョフの革新的政策は、党総書記就任と同時に「ウスコレーニエ（加速）」と「ポ

ヴォロート（転換）」として提唱された。当時の国際経済の潮流の中で技術革新が急速に進

められる中、ゴルバチョフは西側の産業構造の変化と生産性の増大を目の当たりにし、早

急な改革の必要性に迫られたのである。硬直した計画経済では決して追いつけないであろ

う西側の経済改革に対しては「計画経済の加速化」を、そして情報産業を積極的に計画経

済に組み込むための「計画経済の転換」を訴えたのである。これら部分的な諸改革は、グ

ラスノスチや新思考外交という抜本的な改革、いわゆる「ペレストロイカ」へと結実する

ことになる(4)。ペレストロイカとは、ロシア語で「建て直し」を意味する、ごく平凡な言
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葉である。若きゴルバチョフが提唱したペレストロイカは、グラスノスチに代表される国

内的側面、また新思考外交に代表される対外的側面を含んでいる。以下、ペレストロイカ

の中身を具体的に見ていきたい。 

 

グラスノスチ 

まずペレストロイカの国内的側面を見ていきたい。いくつか実行された国内改革の中で

も、最も主要な改革として挙げられるのは、国内外に対して積極的に情報を公開したグラ

スノスチである。グラスノスチとは、ロシア語で「情報公開」や「公開性」という意味で

ある。しかし、ここで大きな矛盾に直面する。そもそも、共産主義政権が自ら積極的に情

報公開に踏み切ることはあり得ない。厳格な情報統制の下で世論をコントロールし、政権

の正当性を示し続けなければならないからである。言論の自由は存在せず、反体制派の弾

圧や、民衆に対する抑圧など、恐怖感に訴えることもしばしばである。加えて、計画経済

推進のためにも、指導部の指示を国内に徹底させる必要がある。この際、政策推進上、不

都合な情報は意図的に隠蔽される。こうしたことなしに、共産党一党独裁国家の政権維持

は不可能である。ただゴルバチョフには、ソ連共産党書記長として、どうしても改革を断

行しなければならない理由があった。グラスノスチが実行された理由の背景には、3 つの

主要な目的が存在している。 

1 つ目は、改革を進める上で障害となった共産党の指導体制を刷新することであった。

革新的指導者として登場したゴルバチョフにとって、秘密主義の下で権益の獲得に明け暮

れるソ連共産党指導部は、制度的に腐敗しているように感じられたようである。彼自身、

以下のように共産党の現状を述べている。「グラスノスチ〈情報公開〉によって、何人かの

人間が特権を濫用し、利益を得ていたことが明らかになった。こういったよどんだ状態は、

もはや許すわけにはいかないのである」（ゴルバチョフ,1987,36 頁）。ここで言う「何人か

の人間」とは、権力闘争に囚われた旧来の老練な指導層、あるいは改革を阻害する反ゴル

バチョフ指導層のことである。そこでゴルバチョフは、自らの改革路線に水を差す指導部

の機能不全を国民の目にさらし、そのような指導体制の一掃を求める国民の声の後押しを

受け、改革を推進しやすくしようとしたのである（ナイ,2005,164～165 頁）。 

さらに 2 つ目として、86 年のチェルノブイリ原発事故がグラスノスチ推進に拍車をかけ

た。現在では「チェルノブイリ」は史上最悪の原発事故として記録されている。事故によ

る直接的な死者は 31 人だが、放射能汚染による間接的な死者は 70 万人にのぼると言われ
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ている。この未曾有の事故を契機に、一国家にとどまらない世界大の問題として原子力を

扱う必要性が出てきたのは必然であると言える。しかし事故直後は、原子炉が超臨界状態

に陥り、それに伴う大爆発が起こったにも関わらず、被害状況は「非常用タンクの爆発」

とだけ報告された。しかも、放射能が撒き散らされた発電所周辺では、原子力部門の関係

者や消防士が防護服をまとうことなく作業に従事していた（瀬尾,1995,68～87 頁）。そう

した危機管理体制の脆弱性が、被害拡大の直接的要因として挙げられる。 

加えて、クレムリンと原子力部門との間における情報伝達の不備も、事故の実態把握を

不必要に遅らせ、それに伴う事故対策の遅れを招いた。ゴルバチョフ自身、被害拡大の原

因を「極度に否定的な形をとって現れたのが、所轄官庁の縄張り主義と科学の独占主義に

しめつけられた原子力部門の閉鎖性と秘密性だった」（ゴルバチョフ,1996〈上〉,380 頁）

と述べている。元々、ソ連の政治システムにおいては、各部門が互いに情報交換を行うこ

となく、各々がクレムリンからの指示に基づいて職務を遂行していた。またゴルバチョフ

は「冷戦と、原子力産業を含む 2 つの軍事ブロックのそれぞれの閉鎖性も、それなりの役

割を演じていた」（ゴルバチョフ,同上）とも主張している。冷戦構造の硬直性によって、

対外関係の中でも秘密主義が定着し、世界規模の問題である原子力技術に関して、十分な

情報交換が行われなかった。これら情報伝達システムの欠陥が、大事故を招いた深層要因

である。こうしたことから、ゴルバチョフは「チェルノブイリはわが国体制全体の多くの

病根を照らし出した。このドラマには長い年月の間に積もりつもった悪弊がすべて顔をそ

ろえた。異常な事件や否定的なプロセスの隠蔽（黙殺）、無責任と暢気、なげやりな仕事、

そろいもそろっての深酒。これは急進的改革が必要であるもうひとつの確実な論拠だった」

（ゴルバチョフ,1996〈下〉,382 頁）との結論に至り、抜本的改革としてのグラスノスチ

の開始を決意したのである。 

3 つ目は経済改革に向けた基盤作りである。先に述べたように、ゴルバチョフは党総書

記就任と同時に「ウスコレーニエ（加速）」と「ポヴォロート（転換）」という経済改革の

スローガンを提唱している。このような「上からの」経済改革の始動は、従来の共産党指

導者も同様に行っていたことである。ただゴルバチョフは「上からの」経済改革路線を更

に促進するために、「下からの」大衆運動をも奨励した（塩川,1999,430 頁）。しかし、経

済改革を行うとはいえ、計画経済下では考えられない大衆運動を奨励した意図は、体制内

改革の徹底にあった。つまり、ゴルバチョフにとっての社会主義的経済改革とは「より社

会主義的にということはより民主主義的にということであり、生活のあらゆる面で公開性
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と集団主義を徹底させ、生産現場や社会的個人的人間関係においても、文化と人間性を重

んじ、個人の尊厳と自尊心を尊ぶということである」（ゴルバチョフ,1987,45 頁）という

意味で実行された。そのための具体的手段として大衆動員を行った根拠として、「広い意味

での自主性。これがペレストロイカを進めるうえで核になる。われわれは国民の自主性を

活性化することに最善を尽くしている。なかでも力を入れているのは、さまざまな計画を

進めるにあたって、社会的推進力を強化すること」（ゴルバチョフ,1987,142 頁）を掲げた

のである。 

ただ、大衆運動の奨励は、いつしか体制そのものの根本的転換を要求する運動をも許容

し、ペレストロイカ後期には、それが主要な位置を占めるまでになった。そのように変質

した大衆運動に押される形で、ゴルバチョフも脱社会主義路線に近づいていくこととなっ

た。 

ゴルバチョフと同時期に、共産主義国家中国で指導的立場にあった鄧小平は、同じ「上

からの経済改革」を始動させたものの、「下からの」大衆運動を奨励しなかった。その中国

は、冷戦終結と共に崩壊することはなかった。つまり、ゴルバチョフのリーダーシップの

下で提唱された「体制内改革」のスローガン自体は評価できるものの、グラスノスチを中

心とする極限なまでの改革の急進化が、「体制内」の枠を超えて、体制それ自体の転換をも

たらしたと言える（塩川,1999,430～431 頁）。 

つまり国内改革について言えることは、ゴルバチョフは改革遂行を容易にしたのと同時

に、国民の予想以上のエネルギーに圧倒されたということである。民衆の自由への意志は

日ごとに高まることとなった。また、冷戦期を通じた情報統制下の中で隠蔽、抑圧されて

きた各民族のナショナリズム、貧富の格差に対する意識も、グラスノスチによって鮮明と

なっていった。一方で、ソ連が根本から変化しているということを、西側世界に示すには

十分だったとも言える。それによって、ゴルバチョフは信頼できる、という認識が広がり、

ゴルバチョフが求めた技術支援や、軍備改革が進んだのも事実である。こうした国内改革

の成果は、対外的改革である新思考外交と結びつくことで、如実に現れることとなった。 

 

新思考外交 

グラスノスチによって国内指導体制を刷新し、更に経済改革の基盤作りを行ったことは、

行き詰ったソ連経済の建て直しを目指したものだった。しかし、当時のソ連は自助に依存

するには限界があり、国内改革のみで建て直しを達成できる状況にはなかった。そこで西
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側諸国、中でもアメリカに対して経済的、技術的支援を求めたのである。しかし、ゴルバ

チョフには 1 つの懸念があった。それは、強固な冷戦構造の存在である。冷戦期を通じて、

基本構造としての体制間対峙は 1980 年代半ばまで持続しており、変化しうるのはその中

での緊張の程度のみであった。歴史を遡れば、「平和共存」や「デタント」の時代はあった

が、緊張が緩んだのみで対立の基本構造は常に維持され続けてきたのである。つまり、冷

戦構造の下では緊張状態は「緩和」されても「除去」はされなかった（塩川,1999,344～

345 頁）。 

ペレストロイカ開始当初、ゴルバチョフは従来採られてきた緊張緩和政策によって、強

固な冷戦構造の中でも西側との接触は可能である、と考えていたようである。「アメリカの

態度はもちろんのこと西側全体の姿勢いかんで世界は大きく変わることは言うまでもない。

いまの国際問題のもつれを解きほぐし、途上国の発展をはばんでいる障害を取りのぞくた

めには、西側諸国の力が絶対に必要だ。〔中略〕私はアメリカとソビエトが新しい国際関係

を確立する方法を模索するうえで多くの貢献をなしうると確信している」（ゴルバチョ

フ,1987,274～275 頁）。この理念の下に、ゴルバチョフはソ連外交の刷新を行った。 

85 年の書記長就任と同時に、ゴルバチョフは指導部の一新を行い、路線変更を内外に示

したが、その中でも最も明確に示されたのが外交政策だった。それは、長年ソ連外交を取

り 仕 切 っ て き た グ ロ ム イ コ に 代 え て 、 外 交 経 験 皆 無 の シ ェ ワ ル ナ ゼ （ Eduard 

Amvrosiyevich Shevardnadze）を任命したことである。グロムイコと言えば、フルシチ

ョフ政権下でのキューバ危機や、ブレジネフ政権下での「ブレジネフ・ドクトリン」の推

進に大きな役割を果たし、内政においても多大な影響力を持ったソ連の顔の 1 人だった。

さらに、ゴルバチョフの書記長就任にも決定的役割を果たした人物である（ルー

ゲ,1991,244～245 頁）。それにも関わらず彼を外相ポストから解任したことは、内外の注

目を集めるには十分だった。ただこの時は、ゴルバチョフが抱いていた外交改革は、あく

までも緊張緩和政策の延長線上に位置づけられていたようである。しかしゴルバチョフ外

交は、次第に冷戦構造そのものの解消を目指すものとなり、最終的には意図せざる結果と

して、国際関係の質的転換をもたらすものとなっていった（塩川,1999,345 頁）。この過程

の中で、ゴルバチョフは立て続けに対外交渉を行った。主な軍縮、軍備管理交渉を挙げる

と、以下のようになる。 
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85 年 11 月 ジュネーヴ首脳会談：核軍縮交渉 

86 年 2 月  アフガン撤退表明 

86 年 10 月 レイキャビック首脳会談：核軍縮交渉 

87 年 12 月 ワシントン首脳会談：INF 全廃条約 

88 年 5 月  モスクワ首脳会談：INF 条約の批准書を交換 

88 年 12 月 国連総会で東欧・アフガン駐留軍の 50 万人撤退宣言 

ゴルバチョフ（1996）〈下〉770～783 頁および佐々木（2002）302～303 頁より筆者作成 

 

 85、86 年時点での交渉では、レーガンの「SDI は交渉の道具ではない」という SDI 堅

持の姿勢が障害となり、具体的な兵器削減には至らなかった。また、アフガン撤退表明の

際、実際に一部の軍隊は撤退したものの、西側諸国にはプロパガンダとして無視された

（金,2002,138～139 頁）。しかし、ゴルバチョフ、レーガンが共に積極的に交渉に臨む姿

勢は、次第に新たな米ソ関係の到来を世界に印象づけることとなった。そして、86 年のレ

イキャビック首脳会談を機に、冷戦構造は質的変化を始めた。ゴルバチョフの軍縮、撤退

に対する姿勢は本気であると西側諸国に理解されるようになったのである。 

軍縮面において、こうしたゴルバチョフの真剣な姿勢が、米ソ協調の下で示されたのは、

88 年 5 月の INF 全廃条約の批准である。このことは、核関連兵器の全廃に向けたゼロ・

オプションが具体化されたということである。これによって、冷戦期を通じて行われてき

た単なる軍備管理ではない、米ソ関係史上初の軍縮が実現したのである。 

さらに、同年 12 月の国連演説で、ゴルバチョフが対立の最前線だった東欧、アフガニ

スタンからの一方的撤退を表明し、それを実行に移した。対立の最前線からの撤退は、ソ

連の変化を示すこれ以上ないアピールとなった。この中でも、アフガニスタンの場合は、

駐留している部隊のほぼ全てにあたる 50 万人の撤退を実現した。これによって、ペルシ

ア湾岸を舞台とした緊張は、一挙に解けたのである(5)。 

加えて、東欧ではグラスノスチの影響によって、ゴルバチョフの予想以上に民主化運動

が激化し始めていた。この状況を前にして、ゴルバチョフはこれまで弾圧の対象だった政

治的変革に対して、非介入の方針を明確にしたのである。これによって、軍事介入をして

でも社会主義圏を固守する、というブレジネフ・ドクトリンは完全に放棄されることとな

った。同時に、グラスノスチは当初の情報公開という目的を超えて、民主化運動を容認す

る改革であると拡大解釈されるようになり、ゴルバチョフ自身もそう自認せざるを得なく

67 



なっていった。 

ゴルバチョフの登場とともに開始されたペレストロイカは、もともと、崩壊寸前のソ連

経済の再建を標榜していた。ただ、書記長の立場からソ連の経済、社会、政治の現実を見

たゴルバチョフは、各側面における抜本的改革の必要性に迫られるようになっていった。

こうして、グラスノスチ、新思考外交を実行し、姿勢として示した。しかし、これら一連

の改革は、「ソ連再建」「社会主義の復活」というゴルバチョフの意図に反して、あるいは

意図を飛び越えて、ソ連の崩壊を招くこととなった。 

 

3-1-3 冷戦終結(6) 

 

 88 年 12 月の「アフガン撤退演説」から 1 ヶ月後の 89 年 1 月、アメリカではレーガン

政権下の副大統領だったブッシュ（George Herbert Walker Bush）が大統領に当選した。

ブッシュは、レーガンの「対ソ協調路線」を継承し、引き続きゴルバチョフとの間で協調

的関係を続けることとなった。この超大国同士の関係改善とは裏腹に、国際情勢は激化の

一途を辿っていた。 

東欧では 89 年 1 月、民主化運動の象徴的存在だったポーランドの自主労働組合である

「連帯」が、組織が結成された 80 年以来、初めて合法化された。連帯は、民衆と共産党

政府が一体となって、体制内改革を推進することを組織理念として掲げていた。合法化さ

れた当初は、政府と共に改革運動に取り組んでいた。しかし、6 月に実施された総選挙で

共産党に圧勝すると、9 月には連帯主導の連立政権樹立に至り、共産党独裁体制は終了し

た。こうして、連帯は共産党独裁体制からの脱却と、民主化の推進という東欧革命の先鋒

となったのである。ハンガリー、ルーマニアがこれに続いた。そして 10 月には、東ドイ

ツの社会主義統一党のホーネッカー（Erich Honecker）が辞任に追い込まれるまでになっ

た。こうした東欧革命に対するソ連の姿勢は、従来であれば軍事介入による共産党政権の

固守という形で現れたはずである。しかし、ゴルバチョフは新思考外交の姿勢を貫いてい

た。つまり、民主化運動を容認し軍事介入はしない、という姿勢を貫いたのである。こう

して、ソ連の後ろ盾を失った東欧諸国の共産主義政権は次々に崩壊していった。 

ソ連に次ぐ共産主義大国であった中国でも、民主化運動が激化していた。直接のきっか

けは、89 年 4 月の胡耀邦の死去だった。国内の自由化に寛容だった胡の死後、全国各地で

営まれた追悼集会は、次第に民主化運動へと変質していった。運動の中核を担っていた学
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生らは、運動の拠点として北京の天安門を占拠するまでに至っていた。さらに胡の後継者

であり党総書記だった趙紫陽が、学生らに寛容な姿勢を見せたため運動は一挙に拡大した。

運動開始当初は、学生側と党側で対話が行われていたものの、膠着状態が解消しないまま、

時間だけが過ぎていった。そして 6 月 4 日、人民解放軍が武力を用いて運動の制圧に乗り

出し、多くの死傷者を出しつつ運動は鎮圧された。趙は書記長を解任され、民主化運動は

一気に後退することになった。しかし、共産主義大国である中国での事件は、世界中に共

産主義の正当性への疑問を投げかけることになった。 

 こうした激動の中で、11 月 9 日、東西対立の象徴だったベルリンの壁が崩壊した。東独

市民が壁を打ち壊し、続々と西独側になだれ込む映像が世界中に配信され「もはや冷戦は

終わったのだ」という印象を強烈に刻むことになった。この状況を前にしてもなお、ゴル

バチョフは新思考外交を推進し、東欧だけでなく、キューバやアフガニスタンといった東

西対立の最前線への関与を減少させていった。 

壁の崩壊から 1 ヶ月後の 89 年 12 月、ブッシュとゴルバチョフは地中海のマルタ島で首

脳会談を行った。ベルリンの壁崩壊を境に、ゴルバチョフの協調的姿勢を「本物」だと認

識したブッシュは、対ソ政策をより積極化することを決意した。互いの姿勢を認め合った

両者は、「冷戦の終結」を宣言したのである。こうしてゴルバチョフは、ペレストロイカの

主目的だった「冷戦の対立構造からの脱却」を達成した。 

しかし、ソ連国内の民主化運動は、ゴルバチョフの想像を超えた規模に拡大していた。

国内では、ソ連の構成国中最大であるロシア共和国大統領エリツィン（Boris Nikolayevich 

Yeltsin）が、民主化運動の新たな旗手として登場し、急速に国民の支持を集めていた。ゴ

ルバチョフは、自らを支持する保守指導層と民主化を進めるエリツィンの対立を収拾でき

ずにいた。対立の激化とともに、保守指導層はクーデターによるエリツィン政権の転覆を

企図するようになった。保守指導層から、クーデターへの賛同か自らの辞任かを迫られた

ゴルバチョフは、返答を拒否し監禁された。そして、クーデターは実行に移された。しか

し、エリツィン支持の民衆に圧倒された軍部は、保守指導層からのクーデター命令を拒否

し、クーデターは失敗した。同時に、クーデターの失敗は、エリツィンの立場を磐石にす

る結果となり、民主化運動は共産党独裁体制の廃止を伴う革命へと転じていった。ソ連を

構成していた共和国は次々と離反し、次第にロシア共和国が、ソ連にとって代わるように

なった。 

1991 年 12 月、ベラルーシ共和国の都市ベロベーシに、ロシア、ウクライナ、ベラルー
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シ各共和国の首脳が集い、独立国家共同体協定に調印、いわゆるベロベーシ合意が締結さ

れた（和田,2001,190～192 頁）。ソ連は各共和国に分裂し、「ソビエト連邦」という国家は

消滅した。こうして冷戦は、名実共に、ソ連の崩壊とともに終結した。 

 

3-2 ペレストロイカの理論的分析 

 

 ここでは、3-1 で詳述したペレストロイカに至る過程と、その後の歴史的事実を踏まえ

た上で、攻撃的リアリズム、およびコンストラクティヴィズムの視点から、ペレストロイ

カと冷戦終結の関係を分析する。この作業を経ることで「ペレストロイカは冷戦終結とい

う国際システムの構造変動にどのように影響したのか」という問いに対して、明確な解答

が与えられるだろう。 

 序章でも述べたように、冷戦終結に対して、ネオリアリストは予測どころか説明すら、

説得力ある形で行うことができなかった(7)。今日に至るまで、冷戦終結の過程に対して、

有効な説明を与えたネオリアリストは現れていない。また、ネオリアリストの中には、理

論の前提、方法論、分析射程の観点から、冷戦終結を含めた構造変動一般について説明す

る必要性はない、と主張する者も多数存在する（石田,2000,16～18 頁）。 

 こうした立場をとる研究者の代表格は、ネオリアリズムの生みの親ウォルツ（Kenneth 

N. Waltz）である。彼にとって、ベルリンの壁崩壊に始まる一連の出来事は「冷戦終結」

ではない。なぜならば、国際システムにおけるパワー配分という視点からみて、ベルリン

の壁崩壊は二極構造の均衡状態に全く影響していないからである。ベルリンの壁崩壊は、

多くの人々に「冷戦は終わったのだ」という印象を与えた。しかし、それは人々の意識の

問題に過ぎない。ネオリアリストの多くにとって、観念や意識は問題ではない。ウォルツ

にとっての冷戦終結は、明確に時期を述べているわけではないが、理論上は二極構造とい

うパワー配分が、別の配分に移行した時期と考えられる。すなわち、ベロベーシ合意によ

ってソ連を構成していた各共和国が独立し、ソ連が完全に分裂、崩壊した 1991 年 12 月と

いうことになる。ここにおいて、ソ連は独立国家共同体（CIS）となり、アメリカと二極

を成しうる勢力は消滅した。 

 しかしウォルツは、ソ連が崩壊しても、アメリカとロシアの間で核の均衡は保たれてい

る、つまり、冷戦の二極構造は持続しているという見方をしている。こうしたことから、

ウォルツは構造変動を説明する必要はないという立場をとっている。他にも、ミアシャイ
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マー（John J. Mearsheimer）やウォルト（Stephen M. Walt）、ギルピン（Robert Gilpin）

といったネオリアリストが同様の立場をとっている。分析に入る前に、こうした主張が意

味することを整理しておきたい。 

1-1-2 でも述べたように、ネオリアリストは「アクターは国際システムの構造によって

拘束される」という前提を理論の中核に据えている。そのため、国際システムの構造は所

与であり、その仮定の上で分析を行う。ゆえに、二極構造から一極構造へといったように、

ある構造が別の構造へ変動する過程は分析射程に入れていない。つまり、構造変動の過程

を説明できないというよりも、意図的にしないと言った方が正確である(8)。 

こうして、ネオリアリストの意図はどうあれ、冷戦終結を境にネオリアリズムの理論的

有効性、説明力が疑われるのと同時に、コンストラクティヴィズムが新たなアプローチと

して台頭した。ネオリアリズムが、国際システムの構造を物質的なものとして捉え、諸ア

クター間のパワー配分を重視していたのに対して、コンストラクティヴィズムはアクター

の認識や観念といった非物質的要素に注目した。言い換えると、ネオリアリストが国際シ

ステムの構造を物質的に定義したのに対して、コンストラクティヴィストは間主観的

（Intersubjective）な世界として定義した、ということである。つまりコンストラクティ

ヴィストは、システム内に存在する対象が、アクターによって常に意味づけられ、アクタ

ー間の相互行為の中で意味が共有され、間主観的世界が構成されていく永続的な過程とし

て定義したのである。こうしたアプローチの特徴をもとに、コンストラクティヴィストは、

国際システムの構造変動を説得力のある形で説明することに成功した。この点、リアリス

トが国際システムの物質性にのみ注目し、構造変動を説明できなかった、あるいはしなか

ったのとは対照的である。 

以下、3-2-2 で詳述するが、冷戦終結に関するコンストラクティヴィストの代表的研究

は、主要なコンストラクティヴィストの 1 人であるウェント（Alexander Wendt）のもの

である。彼が、いみじくも論文のタイトルに掲げたように「アナーキーとは国家が思い描

くものである（”Anarchy is what states make of it”）」（Wendt,1992）。ウェントの立場か

らは、冷戦終結は「ゴルバチョフが新思考外交を行ったために米ソ首脳の認識形態が変容

し、同時に“冷戦”という対象に対する意味づけも変化したため、対立から協調へと間主

観的状況が変化した」と説明されている。 

つまり、アナーキー下における対立関係であれ協調関係であれ、アクターが形成する国

際システムの構造は、各アクターの認識が創りだす間主観的世界であり、一種の規範とし
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て捉えられる。各アクターの認識が変われば間主観的世界も変わる。既存の規範は持続的

に意味づけられてきたものであり、維持もすれば崩壊もする。同様に、アナーキーに関し

ては、リアリストが前提に据える対立的構造を生み出す状態としてのアナーキーもあれば、

協調的構造を生むアナーキーも存在する。結局、ウェントの主張が影響力を増すごとに、

ネオリアリズム批判も増している。 

ただ見方を変えれば、変数が無限に存在し、常に何らかの変動が生じている現実の国際

政治を前に、簡明で一貫した理論を提示することは非常に困難であるともいえる。そうい

う状況で、ウォルツが提示した「不変のアナーキーの下、国家の最重要目的は安全保障の

獲得であり、そうした国家間のパワー配分によって国際システムの構造が決まる」という

シンプルな前提が受容され、ネオリアリズムの誕生に至ったのである。つまり、「不変のア

ナーキー」を所与と仮定することでネオリアリズムが完成されたのであり、これでようや

く複雑な国際政治を把握できる、という実感を多くの研究者が抱いたのである。 

しかし、その後の動向を見てみると、ネオリアリズムの影響力ゆえ、現実を理論に当て

はめようとする行為がまかり通ったのも事実である。ウォルツ自身もその 1 人である。彼

にとって、冷戦期の二極構造は未だ持続しており、「冷戦が終わるのは、二極構造が見えな

くなった時のみ」である（Waltz,2000,p.39）。つまり、未だにウォルツは米露間で冷戦は

続いていると考えている。そして、この「冷戦は続いている」という立場を、ウォルツだ

けでなく、ギルピンやミアシャイマーら多くのネオリアリストもとっている。 

こうした、理論上の論理一貫性を重視し、現実世界の構造変動を軽視する、あるいは無

視する状況に対して、ウォルツがネオリアリズムを完成させる以前に警告を行った人物が

いる。その人物とは、政治学者のイーストン（David Easton）である。彼は、ウォルツと

は分野は異なるものの、実証主義的立場から警鐘を鳴らした。戦後の政治学の発展の中で、

経済学、社会学が達成したように、政治学においても、個人的側面からだけでなくシステ

ム的側面からの理論化の必要性を訴えたのである。そして、次のような警告を行っている。

「いかなる社会制度も定常的ではない」し、「社会制度は、たえず変動している」。にもか

かわらず、「政治生活の研究者たちは、社会研究での真に重大な問題が変動パターンに関す

るものであるということを忘れがちであった」（イーストン,1976,44 頁）。 

ウォルツがネオリアリズムを完成させた後も、同様の警告をギルピンも行い、ウォルツ

と同じネオリアリズムの観点から、構造変動を説明する必要性を主張している (9)

（Gilpin,1981,pp.1～8）。社会システムの構造であれ国際システムの構造であれ、構造は
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人間の歴史と共に変動してきたし、これからもそうである。こうした構造が内包する重要

な過程である構造変動を説明できないことは、ネオリアリズムが抱える大きな理論的欠陥

である(10)。この欠陥を乗り越えない限り、ネオリアリズムはその有効性を発揮できない。 

そこで筆者が主張したいことは、まさにそのネオリアリズムによって構造変動を説明で

きる、ということである。この際、ミアシャイマーが提唱した攻撃的リアリズムに、その

大きな可能性が秘められている。さらに、単に説明可能というだけでなく、理論の至上命

題である説明力という点でも、勢いを増すコンストラクティヴィズムを乗り越えられると

考えられる。 

以下、両者によるペレストロイカと冷戦終結の関係の分析を通して、構造変動に対する

説明を見ていきたい。また、本章の注(4)にあるように、本論文では経済改革、グラスノ

スチ、新思考外交といった諸改革全てを含めて「ペレストロイカ」と総称することとする。 

 

3-2-1 攻撃的リアリズムの冷戦終結観 

 

ネオリアリズムは、理論の性質上、国際システムの構造変動を説明できないのであろう

か。あるいは、意図的に説明しないからこそ、有効な理論として成立し得たのであろうか。

これらの問いに対する筆者の答えは否である。その根拠は、ミアシャイマーが提唱した攻

撃的リアリズムにある。この攻撃的リアリズムの理論枠組を援用すると、冷戦終結の過程

を説明することが可能であると考えられる。このことは、ネオリアリズムに課せられた、

構造変動を説明するという課題の解決を意味する。 

ただ、ミアシャイマー自身は、冷戦終結の過程について言及していない。ミアシャイマ

ーの構造変動に対する考え方は、ウォルツと同じく理論上は「アクター間の能力の分布の

変化」ということである(11)。つまり、ミアシャイマーにとって、冷戦構造は現在も持続し

ているのである。しかし、現実世界において、冷戦は確かに終結した(12)。だからこそ、終

結の過程を説明しうるアプローチが勢いを増し、そうでないものが勢いを相対的に失って

いる。筆者自身は、ネオリアリズムの立場から、冷戦は終結したという立場をとっている。 

では、冷戦構造はどのようにして崩壊したのであろうか。従来、冷戦終結に関してはネ

オリアリストによって説明されてこなかった。しかし、攻撃的リアリズムの理論枠組を援

用すると、冷戦終結の過程を説明することが可能になると考えられる。その際、冷戦終結

の直接的かつ決定的な原因として考えられるのは、ゴルバチョフが主導したペレストロイ
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カである。 

まず分析に入る前に、構造変動の説明に関して重要と思われる攻撃的リアリズムの主張

を 2 点振り返っておきたい。1 点目は、攻撃的リアリズムの核心的主張である「アクター

は積極的にパワー極大化を目指し、覇権を獲得せねばならない」ということである。2 点

目は、アクターの外交戦略に対する主張で「宥和政策をとることは、勢力均衡状態を攻撃

的アクターの有利な状況に変えてしまう」ということである。これら 2 つの主張から分か

ることは、宥和政策をとるという行為は、攻撃的リアリズムが想定する世界では愚行だ、

ということである。 

こう考えられる理由は、ネオリアリズムの前提である「アナーキーな国際システムにお

いて、アクターの最重要目的は安全保障を獲得すること」というものにある。問題となる

のは、この目的の内容である(13)。ミアシャイマーの場合、安全保障の獲得とは、他国の攻

撃を寄せつけない圧倒的な覇権の獲得である。この意味で、ミアシャイマーの描く国家像

は非常に攻撃的なものになる。ただ、各アクターが常に攻撃的行動をとり続けていては、

戦争が常態化し、アクターは疲弊するばかりで、覇権獲得には至らない。核時代の今日に

おいてはなおさらそうであり、核戦争の勃発は互いの死を意味する。そこで、アクター間

の不要なぶつかり合いは、勢力均衡の形成によって抑止される。ウォルツの場合、勢力均

衡は安全保障獲得と同義であった。しかし、ミアシャイマーの場合は、覇権獲得という安

全保障上の目的達成に向けた 1 つの段階である。つまり、覇権獲得を目的とするアクター

が形成する勢力均衡において、各アクターは覇権獲得の好機をうかがいつつ、機をみて攻

撃的行動に出るのである。ゆえに、他国に宥和することは、相手の攻撃的行動を許容する

ことになり、自ら覇権獲得という目的を手放すに等しい。これは、安全保障の獲得を自ら

放棄するということである(14)。 

冷戦とは、米ソ両国がそれぞれの陣営の盟主として覇権を握り、二極を成して対立した

状況であった。こうした状況で、ゴルバチョフがペレストロイカを行ったことは、ソ連が

自ら覇権獲得競争から降りたと言えるのではないだろうか。さらに、その後も続いたゴル

バチョフの宥和的な姿勢は、アメリカの覇権獲得行動を許容し、二極構造を崩したと言え

るのではないだろうか。 

以下、ペレストロイカをはじめとする諸改革によって引き起こされた構造変動の過程を、

攻撃的リアリズムの観点から具体的に見ていきたい。 
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アフガニスタン撤退 

 ゴルバチョフが実行したペレストロイカの中で、冷戦終結という構造変動に最も強く影

響したのは、アフガニスタンからの撤退である。 

3-1 で詳述したように、ブレジネフによって開始されたこの戦争は、アフガニスタンに

おける磐石な共産党政権の樹立を目的としていた。この共産党政権の樹立支援という点に

限って考えれば、同時期にソ連が介入したアンゴラやエチオピアなどのアフリカ諸国、ま

たニカラグアやキューバなどの中米諸国に対する支援も、同類に位置づけることができる。

さらに、こうした類の介入全てに共通するのは、小国相手のものだったということである。

加えて、介入は西側とのイデオロギー闘争の延長戦上に位置づけられたものであり、それ

以上の戦略的重要性はあまりないということである(15)。 

しかし、アフガニスタンの場合は、他の地域紛争と同列に扱うことはできない。なぜな

らば、アフガニスタン戦争は他の地域紛争とは異なり、ソ連にとって重要な政策的、地政

学的目的を包括的に含むものだったからである。さらに、中ソ対立の文脈において、アフ

ガニスタンの戦略的価値は究極的なものとなる。 

ここでいう政策的目的とは、共産主義政権を固守するためには軍事介入もやむを得ない、

としたブレジネフ・ドクトリンの貫徹である。ソ連にとって、共産主義政権が反体制派の

攻撃に遭い、危機に陥っている状況に対して軍事介入を行う事は、国家としての使命であ

る。そしてアフガニスタンは、まさに危機的な状況にあった。 

地政学的目的とは、アフガニスタンの隣国イランの革命によって、湾岸産油国にアメリ

カが支援を始めた事から、それに対抗する必要があったということである。また、アフガ

ニスタンを影響下に置く事で、石油をめぐるエネルギー安全保障の趨勢を、自らの手に握

ることが可能になる。 

さらに、域内の共産主義大国である中国との関係という文脈においても、アフガニスタ

ンは重要なファクターとなる。当時、対立状況にあった両国にとって、アフガニスタン侵

攻と撤退は、域内のパワーゲームにおける重要な分岐点となり、その後のソ連崩壊にも大

きく影響したと考えられる。 

これらのことに加えて、ソ連とアフガニスタンとは国境を接していたことも挙げられる。

この「国境線上で接している」という現実は、思いのほか重要である。地政学的に考える

と、たとえ超大国であっても、遠距離の小国を相手に戦争を行うことは困難であり、勝利

すること、そして戦後統治はさらに困難である(16)。逆に言えば、超大国が国境を接する小
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国に勝てないことは異常な事態であると言える。ソ連にとって、アフガニスタン戦争は「勝

利して当然の戦争」のはずだった。ゆえに、勝利することなくアフガニスタンから撤退し

たことは、ソ連にとっては崩壊の序章であり、さらにその主要因になったとも考えられる

のである。 

以下、戦争の目的に照らして、撤退に踏み切ったゴルバチョフの意図と、その結果を比

較検討し、その宥和的側面と構造変動に与えた影響を見ていきたい。 

 

撤退－政策的側面 

まずは、政策的目的の観点から分析したい。ソ連は、1917 年の革命以来、自国および自

国の勢力圏を固守し、共産主義イデオロギーを拡大させることを国家理念として、国家運

営を行ってきた。冷戦開始以降は、その理念を軍事力の使用も厭わない強硬姿勢として示

した。その結果、1953 年の東ドイツ、56 年のハンガリー、68 年のチェコと、反体制運動

や民主化を求める民衆の暴動が起こる度に、東欧諸国に軍事介入を行った。その一方で、

世界各地の共産主義勢力には積極的に支援を与え、アメリカなど西側諸国との代理戦争を

戦うこともしばしばだった。これらの中で、68 年のチェコに対する軍事介入、いわゆる「プ

ラハの春」の後、当時のソ連共産党書記長ブレジネフは「ブレジネフ・ドクトリン」を発

表した。この中でブレジネフは「共産主義体制固守のためには軍事介入も辞さない」と主

張し、反体制勢力に対する軍事介入を正当化したのである。このことは、東欧諸国に限ら

ず、世界各地の共産主義政権を強力に後押しすることになった。さらに、ソ連の軍事介入

に対する恐怖感から、反体制勢力の活動はほぼ完全に抑え込まれることとなった。 

これら、ブレジネフ・ドクトリンに至る一連の対外介入、およびその後も続いたブレジ

ネフ・ドクトリンに基づく対外介入は、攻撃的リアリズムの観点から判断すれば当然の行

動である。なぜなら、攻撃的リアリズムの世界観においては、国際システムの構造を決定

する大国が、自国の勢力圏を固守し均衡を維持しながら、機を見て勢力を拡大しようとす

る姿勢は、覇権獲得に向けた必然的な行動だからである(17)。 

当時、ブレジネフらソ連首脳部は、アメリカがヴェトナムで敗北したことによって、自

国のパワーがアメリカとの相対的関係において、有利な状況にあると判断した（キッシン

ジャー,1996〈下〉,357 頁）。実際に、アメリカもソ連と同様に勢力圏の固守を目的として

行動したわけだが、ヴェトナム反戦の国内的圧力から撤退を余儀なくされ、容易に対外介

入に踏み切れなくなっていた。いわゆる「ヴェトナム症候群」に侵されていたのである。 
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こうしたことから、ブレジネフのアフガニスタンに対する介入は、後に批判されるよう

な「無益な冒険」などでなく、たとえ誤認が含まれていたとしても、相対的パワーの計算

に基づいた行動だったと言える。さらに、アフガニスタンの場合は、勢力圏の固守と言う

よりは、勢力圏の拡大と言った方が適切であろう。アフガニスタンは、ソ連と良好な関係

を築いていたとはいえ、共産主義国家でもなければ、同盟を結んでいるわけでもなく、他

の多くの国家と同様に、現実的利益の計算の上で行動していたのである。 

 ソ連は圧倒的物量によって、開戦当初は快進撃を続けた。しかし、複雑な山岳地帯を利

用したムジャーヒディーンのゲリラ戦術と、スティンガー・ミサイルなどのアメリカの支

援によって、戦争は膠着状態に陥った。この支援の背景には、レーガンの「力と現実主義

に基づいた」政策によって、「力を通じた平和」を達成しようという主張、いわゆる「レー

ガン・ドクトリン」がある（レーガン,1993,346 頁）。ここに来て、ヴェトナム症候群を乗

り越え、自信を取り戻し始めていたアメリカが、積極的に対外介入に踏み切り、ブレジネ

フ･ドクトリンとの対決姿勢を鮮明にしたのである。 

こうした中、戦争を開始・主導したブレジネフが辞任し、続くアンドロポフ、チェルネ

ンコが立て続けに死去し、85 年ゴルバチョフが書記長の座に就いた。ゴルバチョフは、ペ

レストロイカの一環として新思考外交を開始した。この際、真っ先に改革の対象となった

のがアフガニスタンだった。ゴルバチョフをはじめとする改革派は、ブレジネフが始めた

介入を「共産主義システムの破綻の証明」として引き合いに出し、「無益な冒険」（改革派

にはそう捉えられた）からの退却を図り始めた。こうして、ソ連首脳部は新思考外交の開

始と共に、次第にブレジネフ・ドクトリンに対して懐疑心を抱くようになったのである（キ

ッシンジャー,1996,458 頁）。さらに、硬直した国内経済システムの影響で、相対的に西側

との軍事的、経済的な格差が急速に拡大した。加えて、西側の食糧面の経済制裁が始まる

と、ゴルバチョフはアフガニスタン戦争を重大な負担と感じるようになった（ゴルバチョ

フ,1996〈下〉,238 頁）。 

では、撤退に踏み切ったゴルバチョフの意図はどこにあったのか。ゴルバチョフが撤退

を選択した意図は、主に 2 つある。 

 1 つ目は、西側との関係改善である。ソ連経済の破綻、及びアメリカとの格差の拡大を

前に、ゴルバチョフは後述する軍備管理交渉をなるべく自国側に有利な形で進めたいと考

えていた。さらに、関係改善を進めることで、西側からの経済的支援を獲得したい、とい

う意図もあった。しかし、その際に障害となったのがブレジネフ・ドクトリンの存在であ
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る。いくら声高に関係改善の意思を表明したとしても、ブレジネフ･ドクトリンが存在する

限り、その放棄を示す具体的な行動が伴わなければ、関係改善の意思は単なるプロパガン

ダで終わってしまう。しかも冷戦という国際環境では、仮に行動が伴ったとしても、それ

が抜本的かつ大規模なものでなければ、相手に真意が伝わらないという問題もあった。実

際に、86 年のアフガン撤退表明及び一部部隊の撤退は、撤退の規模が小さかったため、西

側からはプロパガンダとして無視された。そこで、ゴルバチョフは段階的に撤退の準備を

進め、88 年の国連総会演説において投入兵力のほぼ全てに当たる 50 万人の撤退を表明し、

9 ヶ月後には実際に撤退を完了している。 

2 つ目は、過剰な軍事的・経済的負担の軽減である。ソ連が戦争で費やした戦費は、戦

争前の 78 年からのアフガニスタン政府への支援も含め、360～480 億ドルにのぼる。また、

投入兵力は、戦争を通じて 62 万人に上り、そのうち少なくとも 1 万 5 千人が戦死した

（金,2002,197～198 頁）。この過剰な負担を軽減することが、ペレストロイカを実行する

上では不可欠だった。つまり、ゴルバチョフにとっては、パワーゲームの最前線であるア

フガニスタンから撤退してでも、国内経済の再建に充てる財源の確保が急務だったのであ

る。その視点に立てば、戦争は確かに不要だった。しかし、こうしたゴルバチョフの意図

に反して、現実は全く逆の方向に向かい始めた。 

まず、最も皮肉な結果として、長年ブレジネフ・ドクトリンで縛られてきた東欧の反体

制勢力、および民主化勢力の活動が、予想以上に勢いづくことになってしまった。ゴルバ

チョフは、東欧におけるソ連の支配体制を磐石なものにすることよりも、東西対立の解消

を重視していた。そうすることで、ソ連経済の建て直しが可能になると考えたからである。

さらに、同じ目的でグラスノスチを推進し、東欧の民主化運動に対してはかなり寛容にな

っていた。 

しかし、アフガニスタンからの撤退は、東欧の人々にとって「ブレジネフ・ドクトリン」

の終焉と映った。ゴルバチョフの協調的姿勢という、ソ連指導部の表面上の変化に加え、

アフガニスタンから勝利せぬまま撤退したことが、ソ連軍介入の可能性の著しい低下とし

て捉えられ、東欧革命を推進することとなってしまったのである（ブレジンスキ

ー,1992,461～462 頁）。この、表面上の非介入姿勢と、軍の実質的な介入可能性の低下と

いう現実が相乗効果を引き起こし、東欧革命は一挙に加速したのである。こうして、ソ連

はベルリンの壁崩壊を境に、急速に分裂していくことになる。 
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撤退－地政学的側面 

 ソ連がアフガニスタンに侵攻した直接的な理由は、アフガニスタンにおける磐石な共産

党政権の樹立支援であり、同時にムジャーヒディーンら反体制勢力の駆逐であった。しか

し、他にも根本的な理由が存在する。それは、地政学的理由である。この地政学的理由は、

主に 2 つある。 

1 つ目の理由は、国際的なエネルギー安全保障を、自らの支配下に置くことである。戦

争を主導したブレジネフは、アフガニスタンを通じたペルシア湾への接近路の確保を狙っ

ていたのである。このロシア帝国以来の外交課題である「不凍港」への接近によって、湾

岸諸国の石油輸出産業の要であるホルムズ海峡を、自国の行動範囲内に置くことも可能に

なる。 

仮にホルムズ海峡がソ連の支配下に置かれた場合、西側諸国の脆弱性は一挙に露見する

こととなる。なぜなら、ホルムズ海峡は、サウジアラビア、クウェート、アラブ首長国連

邦、オマーン、イランなど、湾岸産油諸国が軒を連ね、世界各地に向かう石油タンカーの

ほとんどが、この海峡を通過するからである。エネルギー安全保障の観点から見れば、世

界有数の戦略的に脆弱性の高い地域だといえる。仮に、ソ連がアフガニスタンを自らの陣

営に組み込み、その地に INF を配備し、空軍基地を設置してしまえば、ソ連はペルシア湾

全域を掌握することが可能になる。同時に、ソ連によってホルムズ海峡が寸断されれば、

石油の安定供給が途絶え、西側経済への影響は計り知れないものになる（金,2002,14 頁）。 

 2 つ目の理由は、イラン革命によって、イランが反米というだけでなく、反帝国主義国

家に変貌したことである。アメリカの同盟国から一転、反米国家に変貌した上に、ペルシ

ア湾とホルムズ海峡に接する地理的位置によって、イランはエネルギー安全保障を脅かす

存在となっていた。実際、アメリカはイラン・イラク戦争を通じ、危機感を募らせていた(18)。

しかし、そのような危機感は、3-1-1 で詳述した通り、ソ連にとっても同じように感じら

れていた。なぜなら、イランは「反米＝親ソ」の構図に当てはまらず、「反帝国主義」の姿

勢を明確に打ち出していたからである。 

米ソ双方にとって、革命後のイランに対して影響力を行使できない以上、代替策をとる

必要があった。それは、イランの周辺国と同盟関係を結び、ペルシア湾岸における勢力均

衡を維持して、イランの拡張政策に対抗することである。その際、アメリカにとっての同

盟相手は、サウジアラビア、イラクであり、ソ連にとってはアフガニスタンだったのであ

る。 
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 一方、周辺国の立場からしてもイラン革命は脅威だった。湾岸の権威主義的国家の指導

者にとって、国内のイスラーム勢力がホメイニの指導によって結束し、反政府勢力となっ

て「革命の輸出」が現実化するシナリオだけは、どうしても避けたかった。同時に、そう

した国家はほとんどが産油国だったため、石油輸出の障害になることも避けたかった。ゆ

えに、各国ともイランの攻撃的行動を抑え込む、外国からの支援を必要としていたのであ

る。ただ、その際の支援者がアメリカであることには抵抗があった。背景には、湾岸諸国

の基本的な反帝国主義的姿勢と、イスラエルと友好関係にあるアメリカと関係を持つこと

への忌避感があった。しかし、イラン革命の衝撃は、その忌避感を上回っていたようであ

る。こうして、アメリカの対中東政策は、単なる地域的問題の解決を超えて、より広範か

つ根本的なアメリカの中東政策の立場と結び付けられることとなった(19)（レンツォウスキ

ー,2002,314 頁）。 

 こうして、アメリカが地域的関与を深め、イラン損失の空隙を埋めていく一方、ソ連は

武力介入という手段で、アフガニスタンを自国の影響下に置こうとした。しかし、3-1-1

で詳述したように、アフガニスタンでの戦闘は、複雑な山岳地帯でのゲリラ戦法と、ムジ

ャーヒディーンに対するアメリカ、中国などからの軍事支援によって、次第に膠着状態に

陥っていった。それに伴い、巨額の軍事支出がソ連経済に重くのしかかり、早急な事態打

開が求められるようになった。 

 戦争開始から約 5 年が経ち、未だに膠着状態が続く中で、85 年 3 月にゴルバチョフが共

産党書記長に就任した。既に述べたことだが、ゴルバチョフは、西側との関係改善を図り、

戦争の過剰な負担の軽減によって破綻寸前のソ連経済を建て直そうとした。そして、88 年

12 月の国連総会における 50 万人撤退演説を経て、実際にアフガニスタンから撤退するこ

とになる。ここで特筆すべきは、この撤退がソ連、西側諸国間の地政学的な問題に関して

宥和的に機能し、ソ連側に莫大な損失を与えたことである。 

エネルギー安全保障の面では、ソ連軍撤退が、西側諸国に大きな安堵感を与え、それ以

上にソ連からの勝利という確信をもたらした。その確信とは、ムジャーヒディーンなどを

通じて、持続的にソ連に対して圧力を加え続けたことで、ソ連の宥和的行動を引き出した

という戦略的成功である。それは同時に、ソ連の伝統的な外交課題である不凍港への接近

も阻止することとなった。結局、これらの成功は、地政学的側面におけるレーガン・ドク

トリンの勝利だったのである。たとえ相手が革新的なゴルバチョフだったとはいえ、彼の

宥和的行動の源泉は、レーガン･ドクトリンに基づくアメリカの強硬姿勢にあると言える。 
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 さらに、対イラン関係については、アメリカが持続的かつ戦略的な対イラク支援によっ

て、イラン･イラク戦争を、両国のパワーを拮抗させたまま終結させるのに成功した。さら

に、アフガニスタン支援という共通の目的に向けて行動したことによって、サウジアラビ

ア、パキスタンとの関係を磐石なものとし、中東域内の勢力均衡を達成することにも成功

した。その一方で、ソ連はアフガニスタンで何も得られないまま撤退し、周辺アラブ諸国

にはもっぱら恐怖と警戒心を与えただけであった。そして皮肉にも、アメリカのソ連包囲

網を強固にする原因を自ら生んでしまった。 

 こうして、アフガニスタン撤退によって、ソ連の崩壊を早める地政学的諸要因が形成さ

れてしまった。撤退によって、西側との関係改善を図ろうとしたゴルバチョフの意図とは

裏腹に、アメリカは確実にソ連包囲網を形成し、レーガンが目指した「力を通じた平和」

を達成しつつあったのである。このことが、アメリカに対する宥和政策の結果であり、表

面上の関係改善と同時進行するように、ソ連を周辺部から次第に崩していき、最終的なソ

連の崩壊を早める大きな要因となったのである。 

 

撤退－中ソ対立の文脈(20) 

 アフガニスタン撤退を分析する際に、もう 1 つ欠かせない要因がある。それは、ソ連に

次ぐ共産主義大国の中国の存在である。 

 第二次大戦後、1949 年に共産党主導の下で建国された中国は、既に冷戦が開始されてい

た国際的状況を踏まえて「向ソ一辺倒」政策を採り、ソ連との協力関係の中で社会主義国

家の建設に務めていた。しかし、ベルリン危機、ハンガリー動乱の武力制圧などの度重な

るソ連の強硬姿勢や、フルシチョフのスターリン批判に対する中国側の批判、またそれに

対するソ連側の毛沢東批判といったイデオロギー面の路線対立の先鋭化によって、次第に

関係が悪化していった。さらに、1968 年 8 月のチェコ事件（プラハの春）に対するソ連

の軍事介入と、翌年 3 月の珍宝島（ダマンスキー島）事件によって、中ソ関係は最悪の状

況に陥った。この 2 つの出来事は、それまでの出来事とは異なり、中国の警戒心を極限に

まで高める効果を持っていた。 

まず、チェコ事件に関しては、それまでのソ連の介入姿勢とは異なり、一方的かつ強行

的な介入であった点に特徴がある。1986 年 1 月に、チェコでは「最後のスターリニスト」

と呼ばれたノボトニー（Antonín Novotný）大統領兼第一書記が失脚し、代わって改革派

のドプチェク（Alexander Dubček）が第一書記に就任した。ドプチェクは早速、「人間の
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顔をした社会主義」をスローガンに、検閲の廃止や市場経済の導入などの自由化を推進し、

着実に人々の支持を獲得していった。こうした自由化政策に対して、ソ連は再三にわたり

政策転換を要求したものの、ドプチェクは国民からの圧倒的支持を背景に要求を拒否し続

けた。そうした中で、同年 8 月、ソ連軍はワルシャワ条約機構軍を伴ってプラハ市内に突

入し、瞬く間に市内を制圧した。 

この介入が従来の介入と異なる点は、従来であれば当地の共産党指導者のソ連に対する

介入要請によるものだったのに対し、チェコ事件の場合は、ドプチェク自身も介入を拒否

する中で強行された点に特徴がある。これが、「社会主義圏防衛のためなら武力介入も辞さ

ない」として、一方的な介入を正当化したブレジネフ･ドクトリンの始まりだった。この事

件以来、中国はソ連を「“社会主義”という旗をかかげた帝国主義」（菊池ほか,1976,204 頁）

と非難するようになり、東欧諸国やモンゴルがソ連の収奪の対象になっているとして、徹

底的に批判した。そして、中国自身も、ブレジネフ･ドクトリンを前にして、イデオロギー

的、軍事的に対抗姿勢をむき出しにし、中ソ戦争の可能性も示唆されるようになった。 

 また、珍宝島（ダマンスキー島）事件も、中国にとっては特別の意味を持っていた。全

長約 6 千ｋｍという世界最長の中ソ国境線では、両軍が対峙し、国境上ならどこでも一触

即発の可能性があった。また、国境があまりにも長距離にわたるため、不明確な部分が少

なくなく、国境侵犯も常態化していた。珍宝島もまた、そうした係争地の 1 つであった。

同島は、極東ソ連領と中国東北部黒龍江省の国境線を成すウスリー江の中洲にあり、中ソ

双方の国境警備隊がしばしば小競り合いを起こしていた。そんな中、1969 年 3 月、つい

に双方の大規模な軍事衝突に至り、多数の死傷者を出すこととなった。この事件を契機に、

中国側にはソ連の軍事的脅威が浸透し、全国的規模で都市の要塞化が進められた。具体的

には、日中戦争の際に、日本軍を苦しめた地下壕の建設を中心に行われた。また、人民戦

争戦略のスローガンの下に、人民の軍事訓練も行われ、民兵大隊の組織化も徹底されてい

った。さらに、核兵器や長距離ミサイルの整備も急がれ、モスクワに照準を合わせた中距

離弾道弾（Intermediate-range ballistic missile：IRBM）の配備によって、最小限の抑止

力も備えられた。 

 このように、ブレジネフ・ドクトリンを契機に、中ソ対立が最高潮に達する中で、ソ連

はアフガニスタンに侵攻した。その後、ゴルバチョフの登場によって撤退が実行され、対

中関係は改善された。この侵攻、撤退の過程を中ソ対立の文脈で見ていくと、ソ連の撤退

がいかに宥和的なものであったかが確認できる。つまり、撤退が中国につけ入る隙を与え、
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ソ連の崩壊を早めたということである。以下、まずは侵攻による中国への影響、そして撤

退による中国への影響のそれぞれを見ていきたい。 

  

中ソ対立の文脈－侵攻による中国への影響(21) 

 中ソ対立が先鋭化する中で、中ソは互いに互いを囲い込もうとし、同時に囲い込まれる

事を警戒しながら、対外政策を行っていた。冷戦構造の下、国際システム全体を見れば、

米ソの二極構造が形成されてはいたものの、ソ連にとっての中国は、域内の潜在的覇権国

であった。ゆえに、中ソ対立は、単なるイデオロギー対立として片付けられる問題では到

底なく、純粋に中ソ間のパワーゲームとして捉えた方が、対立の本質をつかみやすい。 

対立が深刻化する中、3-1-1 で詳述したように、アフガニスタンでは内政が混乱し始め

ていた。この混乱の中で、ソ連軍の侵攻までの 6 年間の間に、ザヒル・シャー、ダウド、

タラキ、アミンと立て続けに指導者が交代した。そして、1979 年 12 月、ソ連の介入によ

って反ソ派のアミンが殺害され、親ソ派のカルマルが政権の座に就くと、国内の反体制派

はムジャーヒディーンとして結束し、外国からの義勇軍も加わって、ソ連の軍事介入は本

格化することとなった。 

 しかし、この介入は、中国にとっては全く予想外の出来事であった。それは、伝統的な

中国・アフガニスタン関係が、隣国であるにも関わらず希薄なものだったことが影響して

いる。地理的に見れば、アフガニスタンと中国とは、パミール高原を挟んで国境線を接し

ている。中国側は、新疆ウイグル自治区でアフガニスタンと接しているが、この地は北京

政府からは戦略的にほとんど重要視されてこなかった。また新疆には、石炭、石油といっ

た天然資源もほとんどなく、インフラもほとんど整備されていなかったため、中央との密

接な関わりもなかった。さらに、新疆に住むウイグル人は、ほとんどがムスリムであり、

独立志向性も強く、多民族国家である中国にとっては、切り離せないが扱いづらい地域で

あった。そうした中で、北京にとっては北方の国境問題や、ソ連、インド、パキスタンな

どの周辺国による対中包囲網の形成の方が、遥かに重要な問題だった。ゆえに、中国は明

確な対アフガニスタン政策を持たないまま、ソ連の侵攻を迎えることになったのである。 

 そのアフガニスタンの伝統的な対中関係はと言うと、こちらもザヒル･シャーの失脚まで

は、ほとんど中国とは関わりがなかった。しかし、「新民主主義」のスローガンの下、全方

位外交を進めていたザヒル･シャーが、無血クーデターによって失脚させられ、代わってダ

ウドが政権の座に就いた頃から、積極的に中国と関わるようになった。ダウドの外交姿勢
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について言える事は、政権発足当初はソ連寄りの姿勢をとっていたものの、次第に非同盟

主義を貫きつつ、全方位外交を進める方向に変化した、ということである。その姿勢の変

化の背景には、中国が新疆に造営していた核施設を防衛するため、アフガニスタン国境に

軍を集結させたことがあった。さらにダウドは、中国に特使を派遣し、長期的な融資の確

約を取り付けるなど、対中関係を深めていった。しかし、そのダウドもタラキ、そしてタ

ラキもアミンによって殺害され、ソ連の武力介入によってアミンまでもが殺害されカルマ

ルが政権に就くと、中国の警戒心は最高潮に達した。 

 介入当初は、中国の姿勢は非難声明にとどまっていた。その背景には、ソ連の影響力行

使はあくまでもアフガニスタン国内にとどまるものであって、決して国外に向けては行使

されない、という確信があったからである。しかし、次第にソ連の介入規模が拡大し、そ

の目的がカルマル政権の確立を越えて、アフガニスタンの主権を完全に侵害し、さらにペ

ルシア湾やイラン、パキスタンを支配下に置くという、地政学的目的を含むようになると、

中国は猛烈に反発し、具体的な対ソ行動を開始するようになった(22)。 

 このようにして、ソ連に飲み込まれつつあったアフガニスタンの戦略的重要性は、中国

が伝統的に抱いてきた以上のものであることが強烈に認識されるようになった。仮にアフ

ガニスタンにソ連軍の基地が建設されれば、ソ連軍の行動範囲はインドシナ半島、中央ア

ジア諸国、ペルシア湾、そしてアフリカの角（ソマリア、エチオピア）にまで及ぶことに

なる。さらに、マラッカ海峡や紅海、スエズ運河までもがソ連の影響下に入ってしまう。

もちろん、イラン、パキスタン、中国も、その例外ではない。すると、世界有数の戦略的

に脆弱な地域のほとんどが、ソ連の影響下に置かれ、コントロールされてしまうことにな

る。こうしたことから、長年、民族問題などで争ってきた中国、パキスタンが、ソ連とい

う共通敵を前にして、強固な関係を築くようになった。 

 アメリカも、ソ連の行動に対して、具体的な対抗策をとり始めた。1972 年の国交樹立以

来、着実に関係を築いていた米中両国は、アフガニスタン侵攻を契機に関係が急速に深ま

り、同時に中ソ関係が決定的に悪化したこともあって、史上稀に見る蜜月の時を迎えた。

そして、米中同盟によるソ連の封じ込めが最大目標である、という共通認識に至った。 

 ただ、中国にとって、問題はアフガニスタンだけではなかった。当時、中国の影響下に

あったカンボジアに対して、ソ連の支援を受けたヴェトナム軍が侵攻したことは、アフガ

ニスタンと同等の危機感を中国に与えていた。仮にカンボジアまでもが完全にソ連の支配

下に置かれてしまえば、中国の陸上の国境は、全てソ連に囲まれてしまうことになる。 
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このように、アフガニスタンやカンボジアに対して、直接的にパワーを行使し、そこを

基点に拡張政策を推進しようとするソ連の世界戦略は、中国にとっては何としてでも阻止

しなければならないものだった(23)。実際、中国側からは、ソ連がカンボジア侵攻によって

自信を獲得し、アフガニスタンに対して本格的な攻勢に転ずると思われていた。 

 こうした中、当然ながら米ソのデタントも完全に崩壊し、アメリカは中国との実質的な

同盟関係の中で、対ソ政策を実行するようになった。この米中関係の中で、中国側が特に

評価したのは、アメリカが宥和政策の危険性を認識して行動していたことであった(24)。当

のアメリカは、レーガン主導のもとで、対ソ強硬路線を歩んでおり、レーガン･ドクトリン

が軌道に乗り始めた頃だった。このアメリカの強力な後ろ盾を得て、中国は積極的にパキ

スタンに対して支援を行い、ムジャーヒディーンにも中国製の武器が供与され始めていた。 

  

中ソ対立の文脈－撤退による中国への影響 

 米中の支援を受けているとはいえ、多くの犠牲を払いながらも頑強に抵抗したムジャー

ヒディーンによって、最新兵器で武装するソ連軍は消耗戦を強いられることになった。そ

して、ゴルバチョフの登場とともに、アフガン侵攻はソ連経済にとって重荷である、とソ

連首脳部にも認識されるようになっていった。 

 ゴルバチョフは、ペレストロイカの開始とともに、対中関係の改善にも力を入れるよう

になった。そこで、当時、中国が中ソ関係改善の障害と考えていた「中ソ国境におけるソ

連軍の存在」、「アフガニスタン侵攻」、「カンボジア侵攻を行うヴェトナムへの支援」の全

てについて、譲歩する考えを示したのである。さらに、東欧に駐留するソ連軍の撤退や、

中距離核ミサイル SS20 の削減など、具体的な譲歩の中身はさらなる広がりを見せた。 

 ゴルバチョフは、これらの宥和によって、アフガニスタンを中心とするソ連の行動が中

国に対して与える恐怖と疑念を晴らし、中国との関係を正常化したいと考えていた。そし

て、それによって冷戦の対立構造は脱却しつつ、二極構造を形成する超大国の地位は維持

したいと考えていたのである。 

 しかし、中国にとっては、これらの宥和は持続的な対ソ政策の賜物であると受け取られ

た。さらに、中国が要求するスプラトリー諸島（南沙諸島）の領有化をもゴルバチョフは

承認し、対外環境は、確実に中国が望む方向へと変化し始めていた(25)。そして実際に、ソ

連が中ソ国境、およびアフガニスタンから撤退し、カンボジアに駐留していたヴェトナム

への支援を停止すると、中国にとっての主要な脅威はほとんど消滅したのである。 
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 総括すれば、中国にとってはアフガニスタン、およびカンボジアの主権や自決権の侵害

に対する声明上の非難とは裏腹に、実際のところは、アフガニスタンやカンボジアが国内

的に混乱しようと疲弊しようと、ソ連の影響下にさえ置かれなければ、それで良かったの

である。つまり、中国は純粋にパワーの計算に基づいて、アメリカと同盟を組み、パキス

タンを通じてムジャーヒディーンに支援を行い、ソ連と対抗したのである。 

さらに、確実に言える事は、アフガニスタンで頑強な抵抗を繰り広げたムジャーヒディ

ーンの背後には中国がおり、中国の支援によってソ連を打ち負かしたということである。

そして、そのことが国境線上、またカンボジアでの中国の勝利をもたらし、その後、中国

が急速に台頭する足場を築いたということである。 

 一方のソ連は、域内の潜在的覇権国である中国の前に宥和を重ね、結果的に自ら崩壊し

てしまった。しかし、仮に経済システムの破綻がそれほど深刻でなく、ソ連がしばらく崩

壊せずに生き残っていたとしても、もはやパワー増強の足がかりを得た中国を止める術は

なく、国際システム上では超大国アメリカを筆頭に、ソ連、中国が並立する構造に変質し

ていたと思われる。特に、東アジアにおける地域レベルの国際システムを見た場合、あら

ゆるパワーの観点から見て中国が上回る、中ソの二極構造が形成されていたと言える。こ

のように、アフガニスタン撤退の際のゴルバチョフの新思考外交は、国際システムにおい

て宥和的機能を果たし、ソ連の衰退と中国の台頭を招いたことで、相対的パワーの格差が

急速に縮小し、構造変動を引き起こしたと考えられるのである。 

  

核軍縮交渉 

アフガニスタンからの撤退と共に、冷戦終結という構造変動に大きく影響したのは、米

ソの核軍縮交渉においても、ゴルバチョフがアメリカに対して宥和したことである。 

3-1-2 の新思考外交の部分でも述べたように、ゴルバチョフがソ連共産党書記長に就い

て以来、レーガンと共に積極的に軍縮交渉を行う姿は、新たな米ソ関係の到来を世界中に

印象づけた。互いが抱く「軍縮」の信念を双方が理解し、互いの姿勢を「本気である」と

認め合ったことで、交渉は対立構造からの質的変化を反映するようになった。しかし、そ

の強固な信念ゆえに、レーガンの「SDI は交渉の材料ではない」という姿勢が、交渉を困

難にした時期もあった。ただ事実として言える事は、それまでの米ソ間交渉とは異なり、

レーガンとゴルバチョフの交渉は決裂することがなかったということである。 

交渉が進展する中で、88 年 5 月、INF 全廃条約が批准された。レーガンが、そしてゴ
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ルバチョフが抱いてきた核軍備の全廃という信念は、ついに現実化しはじめたのである。

こうして、デタント期にも成し得なかった、米ソ関係史上初の軍縮が実現した。世界の人々

の間には「冷戦は終わりに近づいている」という印象が広がりはじめていた。 

 ただ、ここで注意しなければならないことがある。それは、軍縮交渉が米ソ間の緊張緩

和には貢献するにしても、基本的な対立構造の解消にはほとんど影響していないというこ

とである。つまり、軍縮交渉自体は、ゴルバチョフが目指した「冷戦という対立構造の解

消」にはほとんど結びついていないということである。むしろ、軍縮交渉の中でゴルバチ

ョフが一方的に宥和したことが、対立構造の中におけるソ連の相対的パワーの激減につな

がり、ソ連を一方的敗北の方向に向かわせたといえる。以下、その過程を具体的に見てい

きたい。 

 ゴルバチョフの宥和として決定的なのは、レーガンが提唱した SDI と、ソ連が東欧に配

備していた中距離核ミサイル SS20 とを取引したことである。つまり、アメリカ側が SDI

を放棄する代わりに、ソ連も SS20 を放棄するというものである。この取引の背景には、

ソ連側が過剰に SDI を恐れていたという事実がある。 

3-1-1 でも詳述したように、SDI はレーガンの「悪の帝国」演説の衝撃とともに、ソ連

側には深刻な脅威として受け止められた。さらに、SDI は米ソ間の核開発競争の中で、相

互確証破壊によって保たれていた「恐怖の均衡」を、根本的に覆す計画でもあった。つま

り、核兵器そのものを無力化する革新的な計画だったのである。この無力化という表現は、

ソ連側にとっては背筋の凍る響きだったに違いない。というのも、ソ連経済は、アメリカ

はもとより、他の西側先進諸国に大きな遅れをとっていた。この状況では、充実した核戦

力こそが、ソ連を米国と並び立つ超大国足らしめる要因だった（キッシンジャー

〈下〉,1996,463 頁）。この西側との経済的格差の中で、莫大な代償を払ってまで維持して

きた核の均衡が、SDI によって一瞬にして崩れ去ることは、ソ連にとっては悪夢でしかな

かった。 

 ただ、この悪夢のシナリオは、SDI が現実化した場合の仮定の話であって、目の前に差

し迫った恐怖ではなかった。とはいえ、たとえ仮定の話であっても、SDI が理論的裏づけ

を持って提唱された以上、実際にソ連側が恐怖心を抱いてしまうのは致し方ないことであ

るとも言える。しかし、その脅威認識を差し引いたとしても、ゴルバチョフはアメリカに

対して宥和し過ぎたと言える。それは、SDI が従来の軍備管理政策の常識を度外視した政

策革新だっただけでなく、理論上はもとより、技術的には到底実現不可能だったからであ
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る。まさに机上の空論だったが故に、その構想のみが一人歩きを始めてしまったのである。

そして、レーガンの夢だったからこそ、その後の軍備管理交渉においても、レーガンは SDI

に執着し、交渉を難航させていった（五十嵐,1992,206～208 頁）。こうしたことから、ゴ

ルバチョフは、SDI というレーガンの「夢」と、東欧配備の SS20 というソ連の「現実の

核戦力」とを取引するという宥和的行動をとったのである。 

 さらに、ソ連が SDI を恐れていた以上に、アメリカもソ連の核戦力を恐れていた。その

中でも、アメリカにとって脅威の対象だったのは「脆弱性の窓」として危惧されていた、

ソ連の東欧配備の SS20 である。そもそもレーガンは、就任早々の 81 年に、ソ連に対して

東欧に配備済みの SS20 と引き換えに、アメリカは西欧への INF 配備を中止するというゼ

ロ・オプションを提案していた。しかし、当時のソ連共産党書記長ブレジネフは、ゼロ・

オプションはソ連の一方的譲歩になるとして真っ向から反対した。つまり、これから配備

予定のミサイルと、既に配備済みのミサイルとを取引することは、いかに愚行であるかを

ブレジネフは正しく認識していたのである。これは、ブレジネフ･ドクトリンの文脈からい

って当然の反応であったし、アメリカ側も十分予想していたものだった。このソ連側の反

応を前にして、アメリカ側は西欧への INF 配備を完遂することができた。これは、表面的

に見れば、ソ連側の反応を織り込んだ上でミサイル配備を完遂した、アメリカ側の戦略的

勝利であったと言える。しかし、双方の兵器の性能差を見ると、アメリカ側の戦略的勝利

とも言い難いことが明らかになる。ソ連側の SS20 とアメリカ側の INF を比較した場合、

SS20 の投射重量、つまり搭載可能な火薬量は極めて大きく、仮に核抑止に失敗した場合

には、アメリカ側の壊滅的打撃は不可避であった。さらに、この現実を前にしてもなお、

米国連邦議会は脆弱性の窓を克服しうる最新型 MX ミサイルの予算審議に対して消極的で

あった（五十嵐,1992,179,200 頁）。つまり、脆弱性の窓は、ソ連がアメリカに対抗し続け

る限り消滅することはなく、ソ連の核優位を誇ることができたのである。 

 しかし、ゴルバチョフは、1986 年のレイキャビク首脳会談以降、ブレジネフ･ドクトリ

ンからの脱却姿勢をとり始めた。つまり、東欧における SS20 をはじめとした、ソ連の核

軍備全般に関して宥和し始めたのである。上述したように、SDI には技術的裏づけが全く

ない。この仮想の計画と、ソ連が東欧に配備していた SS20 とを取引したことは、まさし

く「攻撃的国家の脅威にさらされている国家が宥和する」という宥和政策そのものである。

つまり、ゴルバチョフは、レーガン・ドクトリンの「力による平和」という理念を前に、

パワー追求を諦め、宥和したということができる。 
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 さらにゴルバチョフは、仮想の計画である SDI を過剰に恐れることなく、アメリカ側に

計画を続行させていれば得られたであろう長期的利益をも手放すことになった。そもそも、

85 年のジュネーブ首脳会談の際に、レーガンの SDI に対する強固な意思を感じ取ったゴ

ルバチョフは、86 年のレイキャビク首脳会談で、思いきった提案をした。それは、レーガ

ンが就任当初に打ち出していたゼロ･オプションの実現へ向けた、米ソ交渉の提案である。

この交渉が仮に成功した場合、表面的に見れば、米ソ間の核戦力が全廃され、レーガン、

ゴルバチョフが求める「核のない平和な世界」が実現する。 

しかし、この「核のない平和な世界」は、アメリカ側にとって非常に不合理な結末を招

く事になる。まず、米ソ双方の核が全廃されれば、核戦力の無力化を目指す SDI の予算は、

確実に米国議会の審議対象から外される。そうすれば、ソ連が脅威を抱く対象は、根本か

ら消滅することになる。さらに、ゼロ･オプションの実現は、アメリカと NATO の関係に

も大きな影響を及ぼす。そもそも、NATO の基本戦略である拡大抑止、つまりアメリカの

核の傘への依存によって、NATO は通常兵力で圧倒的に勝るワルシャワ条約機構軍

（Warsaw Treaty Organization:WTO）との軍事的格差を埋められていたのである。ゆえ

に、通常兵力の問題を解決しない限り、ゼロ･オプションが NATO の猛反発に遭うことは

必至だった。また、米ソ以外の核保有国（当時の核保有国は英、仏、中であり、核保有疑

惑国としてイスラエルが挙げられる）とアメリカとの間で対立が起こるのも必至だった（キ

ッシンジャー〈下〉,1996,480 頁）（佐々木,2002,188～189）。こうしたことを織り込んだ

上で、ゴルバチョフはゼロ･オプション実現に向けた交渉を提案したのである。 

ただ、88 年に入ると、ゴルバチョフは長期的利益に見切りをつけて、一方的な核軍縮、

兵力削減に踏み切りはじめた。それは、ゼロ･オプションの実現が、ゴルバチョフが個人と

して求めた利益、すなわち国内的な経済の建て直しを推進しうるだけの、十分な損失の補

填には至らなかったからである。より正確に言えば、ゴルバチョフは、ほぼ手中にあった

長期的利益を手放したのである。このことは、アメリカ側にとっては予想外の収穫であり、

これを機に、表面的には米ソの核軍縮交渉は進展した。しかし本質的には、東欧の SS20

と圧倒的な通常兵力によって西側に与えていた「脆弱性の窓」の脅威を自ら減らし、アメ

リカ側に宥和したことで、アメリカの一方的なパワー追求を許すことになったのである。

これによって、相対的な軍事的、経済的パワー配分に大規模な格差が生じ、ソ連は崩壊へ

の道を歩んでいくことになる。 
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3-2-2 コンストラクティヴィズムの冷戦終結観 

 

 冷戦の終結に対して、コンストラクティヴィストが説得力のある説明を与えたことが、

今日の影響力につながっている。さらに、ネオリアリズムが成し得なかった構造変動の過

程を説明し得た、という意味でも影響力を増した。その決定的な業績が、ウェントが 1992

年に International Organization に発表した“Anarchy is what states make of it（アナ

ーキーとは国家が思い描くものである）”である。 

題名からも分かるように、ウェントは国家が意識を有し「思い描く」主体であると考え

ている。同時に、アナーキーは国家によって想念されるものだ、と考えている。つまりウ

ェントは、国家アクターをネオリアリストが前提に据えたような原子論的な合理的主体と

しては捉えていない。また、アナーキーは国家アクターの行動を制約する構造であり、国

家アクターの側からは操作不可能のものであるとも考えていない。さらに、ネオリアリス

トが国際システムの構造要因という第 3 イメージを強調する点で、方法論的集団主義の立

場に立つのに対し、ウェントはアナーキーと国家が相互に構成し合うという点で、間主観

的アプローチをとっている。 

以下、“Anarchy is what states make of it”におけるウェントの主張に沿いながら、コ

ンストラクティヴィズムによる冷戦終結の過程に対する説明を見ていきたい。その上で、

コンストラクティヴィズムによる理論的分析の特徴を明らかにしたい。 

 

アナーキーとは国家が思い描くものである 

 1992 年にウェントが発表した“Anarchy is what states make of it”は、冷戦終結と共に

影響力を衰退させたネオリアリズムとは対照的に、コンストラクティヴィズムの説明力と

可能性をまざまざと示すこととなった。ウェントが本論文で提示した核心的疑問は「アナ

ーキーは不変のものなのか」というものである（Wendt,1992,p.391）。これは、国際政治

学が科学的実証性を得るきっかけとなった「不変のアナーキー」という前提が、戦争とい

う現象を一貫して説明する、というネオリアリズムの理論的一貫性への疑問であった。こ

の疑問を明らかにするために、ウェントはシンボリック相互作用論のアナロジーを用いて、

国際システムの構造を捉えて議論を進めている。このことは、ネオリアリズムによっては

理論の枠外の問題とされていた「アイデンティティ」や「主観」、「文化」の問題に再注目

した点で、古典的リアリズムの復活ともとれる。ただ、ウェントの批判はネオリアリスト
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の国際システムに関する描写にではなく、説明に対して向けられたものである。つまり、

ウォルツが主張した構造の重要性はウェントもわきまえており、その上で独自の議論を展

開しているのである。 

ウェントは 3 つの手順を踏んで、ネオリアリズム批判を行っている。 

1 つ目は、不変のアナーキーの拘束性、つまり構造要因への過度の傾斜に対する批判で

ある。アクターが安全保障の獲得に最大の利益を見出すこと、またアクターの自助行動、

勢力均衡、そして均衡が崩壊したことによる戦争、といった事象全てが、アナーキーとい

う国際システムの構造のみから説明されるわけではない。構造要因に加えて、アクターの

認識も不可欠の要因として影響してくると主張している。 

2 つ目は「国際システムの構造はアナーキーである」と、アナーキーを所与であると仮

定した上で、ネオリアリストが自助や競争といったアクターの行動を、アナーキーから必

然的に導かれると自明視する姿勢への批判である。つまり、アナーキーを競争的システム

と同一視する姿勢への批判である(26)。では、コンストラクティヴィストの主張はどのよう

なものなのか。それは、「競争的アナーキーもあれば、協調的アナーキーもある」

（Wendt,1992,p.400）というものである。つまり、競争的アナーキーの下ではアクターは

自助や競争を行うものの、協調的アナーキーの下では協調関係を結ぶというのである。こ

れについて、ウェントはホッブズ的アナーキー、ロック的アナーキー、カント的アナーキ

ーという類型を行っている（Wendt,1999,Chapter.6）。これは、アナーキーを 1 つの文化

として捉える見方である。 

3 つ目は、ネオリアリストの前提である「不変のアナーキー」とは異なる「可変のアナ

ーキー」の提示である。つまり、アクターの認識によって構成されるアナーキーと、それ

に伴う新たな第 1、第 2 イメージの提示である。ネオリアリズムの場合、第 1 イメージと

しての個人要因、そして第 2 イメージとしての国内政治要因は「合理的主体」、「機能が同

じで能力が異なる」というように、唯物的基盤の上で簡潔に定義されていた。さらに、主

要なアクターは、国際システムに直接的に影響をおよぼしうる大国に限定されていた。こ

うした理論的前提の簡潔性によって理論構築が可能になったと言える。しかしウェントの

場合、主要アクターは「アイデンティティを有する主体」である。ゆえに、一個人であれ、

小国であれ、非国家主体であれ、民族であれ、間主観的に構成される国際システムに対し

て、何らかの影響を与えうることになる。 

こうした 3 つの手順を踏んだ上で、ウェントはネオリアリズム批判と同時に、コンスト
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ラクティヴィズムの有効性を提示していく。 

 コンストラクティヴィズムの重要な前提は、国際システムの構造が「間主観的」に構成

されるという点である。ネオリアリストが、国際システムにおけるパワーの配分に注目す

るのに対し、コンストラクティヴィストは認識の配分に注目する。つまり、唯物論と唯名

論のどちらにどれだけ比重を置いているか、ということである (27)（信夫,2004,20～22 頁）。

認識の配分によって特定の構造が形成され、この構造によってアクターの行動が規定され

るという主張は、「認識」を「パワー」に置き換えれば、ラショナリストの前提と同じにな

る。 

しかし、コンストラクティヴィストが指す構造は間主観的なものであるため、アクター

は構造の中で自らのアイデンティティを自覚する必要が出てくる。例えば、学校という間

主観的構造の中では、主体は「学生」や「教師」というアイデンティティを自覚しなけれ

ば構造の中で存在できない（Wendt,1992,p.398）。個人が間主観的世界のなかで役割に基

づくアイデンティティを有するように、国家も国際システムの間主観的構造の中で、役割

に基づくアイデンティティを有することになる。加えて、こうしたアイデンティティが多

数存在する社会的文脈の中で、アクターはアイデンティティに基づく利益を見出すことか

ら、この文脈から逸脱すれば利益を失うことになる。 

ただ、アクターが既存の社会的文脈から逸脱したい、あるいは逸脱せざるを得ないとい

う動機を持った場合、それに適合する特定の状況をつくりだす必要性が出てくる。それに

よって、社会的文脈から逸脱しても利益を失わずに済むからである。例えば、学校という

空間で「学生」としての役割から逸脱したい場合、その個人は「非行」という役割を獲得

し、それに適合する状況を作り出す。 

こうした、役割と構造の関係において、役割の取得に失敗したり、役割を損失したりす

ると、アイデンティティの混乱が引き起こされることになる。このように考えると、冷戦

終結という国際システムの構造変動は、米ソにとっては役割の変換を迫られる事態として

認識される。アメリカにとっては「共産主義陣営の盟主であるソ連と対峙する資本主義陣

営の盟主」という役割を持ち続けていては、ソ連が崩壊した冷戦終結後の世界では利益を

得ることはできない。そこで、冷戦終結後の国際システムの構造の中で、新たな役割獲得

の必要性に迫られているといえる。 

こうして、ウェントはネオリアリズムの前提を否定するわけではないものの、その説明

に対して批判を加えた上で、独自の前提を付け加えている。それは「アイデンティティと

92 



インタレストは間主観的に構成される」（Wendt,1992,p.401）というものである。この、

コンストラクティヴィストの前提に沿っていくと、ネオリアリズムが所与であると見なし

ている構造を、違った角度から捉えることが可能になる。 

 ウェントのアプローチに従うと、ネオリアリストの自助概念は、アナーキーが所与のも

のとして、特定の機能を果たす場合のみ意味を持つことになる。しかしウェントによると、

特定のシステムは、アクターの相互行為の中で共有されてこそ「システム」として存在で

きる。つまり、自助概念は特定のアナーキーがアクター間で共有された場合にのみ、その

中に生じる概念ということになる。ここで、ウォルツが言うように「不変のアナーキーの

下、アクターは自助に頼らざるを得ない」と定義してしまうと、アクター間の相互行為や、

多様なシステムの形態という現実を無視、あるいは制限し過ぎることになる。すなわち、

アクターが自助という行為に頼るのは、アナーキーが「争奪」という文化としてアクター

間で共有され、その意味で国際システムが存在する場合のみである。 

また、ネオリアリストの誤認という概念も、ウェントによれば非常に限定的なものにな

る。あるアクターA が特定の行為を行う際、その行為はアクターA の何らかの意図に基づ

いている。しかし、アクターB にはその意図を把握する手段はない。ゆえに、アクターB

は推論によってアクターA の行為の意図を考えることになる。つまり、アクターA が「合

図」をし、それをアクターB が「解釈」し「反応」するという流れになる。これは、極め

て社会的な営みであり、ここに間主観的意味が誕生することになる。もちろん、この社会

的行為がアクターA の意図通りに解釈されるとは限らない。潜在的ミスはもちろん含まれ

る。こうしたことも含めた上で、アクターB は明確な仮説に基づき、アクターA の行為の

意図を予測する。そして、その仮説的知識に基づきアクターB が反応する。その結果、相

互に多くの知識を獲得することになる。このやりとりが持続すればするほど、相互に「相

対的安定」（Wendt,1992,p.405）という思いを抱くようになる。 

こうしたことを踏まえると、アナーキーが必然的に自助や誤認を生むとは限らない、と

いうことが分かる。では、自助や誤認が必然的に生じるのはどういう場合なのか。それは、

相互行為が繰り返される中で「相互不信」という状況が生まれた結果、アナーキーが「争

奪」的意味を帯び、自助やセキュリティ・ジレンマに陥った時である。この過程を図示す

ると、図 3-1 のようになる。 
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図 3-1 制度とプロセスの共同意思決定 

 

制度                 プロセス 

アイデンティティ・イ

ンタレストを持つ A 国

A 国と B 国の間主観的理解と、そ

れらによって構成された予測 

(1)行動の必要性 

(2)A 国の状況的理解 

(3)A 国の行動 

(4)B 国による A 国の行動の解釈と

B 国自身の状況理解 

(5)B 国の行動 

アイデンティティ・イ

ンタレストを持つ B 国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Wendt(1992) p.406 より作成 

 

国際システムが流動的な間主観的構造であるならば、どのような過程を経てシステムが

変化するのだろうか。言い換えれば、ウォルツが理論の前提としているホッブズ的アナー

キーの世界が、どのようにしてロック的、あるいはカント的アナーキーに変化するか、と

いうことである。ここで注意しなければならないのは、人間社会と同じように、いかなる

社会システムであっても、客観的社会的事実としての社会構成員に直面するということで

ある。その逆も同じで、いかなる主体であっても、客観的社会的事実としての社会システ

ムに直面する。ということは、ウォルツの言うホッブズ的アナーキーの下にある国際シス

テムは、自助に依存し、競争を促進し、利他主義的行動を極力制限する国家アクターに直

面するということである。この国家アクターは、自らの行動によってシステムを再生産し、

結果的にホッブズ的アナーキーの世界を持続させることになる。すると、ホッブズ的アナ

ーキーは永遠にそのままである。 
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さらに、所与のシステムにおいて、相対的に安定した役割アイデンティティを持つアク

ターは、それに基づくインタレストをシステムの中に見出す。つまり、そのインタレスト

が存在する以上、システムの構造変動の可能性はかなり制限されることになる。というこ

とは、システムの構造変動の可能性は、システム内に逸脱行動を含める余地があるかどう

か、という点にかかってくる。また、何らかの理由で役割を喪失したアクターが、「自己」

を再編する必要に迫られた時に、同時にシステムの変化を必要とし、システムの変化につ

ながると考えられる。 

そこで、ウェントは国際システムの制度的再編に注目する。ここで言う制度とは、コヘ

インらが主張した制度主義（Institutionalism）の制度ではない。ウェントが指している

制度とは、アクターの集合的知識（Collective knowledge）のことである。ウェントは、

この制度がどのようにしてアクターのアイデンティティを変えるのか、という点に注目す

る。 

 ウェントが最も重要な制度として挙げるのは「主権」概念である。この主権概念は、他

者からの自立という意味で、他者無しには存在しない制度である。また、主権はただ保持

していればいいのではない。国内社会での課税、市場の保護や、領土の保持というように、

具体的な行動で示され続けなければならない。この、行為によって主権が維持されるとい

う主張は、3 つの観点からリアリズム的世界観に挑戦する。 

1 つ目は、アクターが特定の領域を超えて安全保障を定義するようになる、ということ

である。これは、一歩間違えば戦争の原因になり兼ねない危険な行為であるが、歴史的に

形成され強固になっている。 

2 つ 目 は 、 ア メ リ カ と バ ハ マ の 関 係 を 具 体 例 に 挙 げ て 説 明 さ れ て い る

（Wendt,1992,p.415）。アメリカは、バハマを制圧する「大儀名分」を持たないだけであ

り、それさえあれば、グレナダやハイチに対してそうしたように、軍事侵攻も辞さないと

いうことである。その一方で、バハマを制圧したとしても、そこで費やすコストは何もし

ないときよりも高くつく。こうした合理的計算が働くため、侵攻しないという。ただ、こ

れらが重要というわけではない。ウェント自身が続けて主張するのは、主権を内面化する

ことに成功したアクターは、他のアクターの主権を尊重するようになるということである。

リアリズム的なパワーの観点から見れば、アメリカはいとも簡単にバハマを制圧すること

ができる。しかしそうしないのは、アメリカ自身が主権を内面化しており、それと同じ観

点でバハマが主権を内面化する状況を認めている、ということである。この意味で、主権
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は間主観的知識として共有されている。 

3 つ目は、間主観的知識という意味で繰り返しになるが、主権の存在は「他国からの承

認」に依存するのであって「1 国のみの安全保障には依存しない」ということである。つ

まり、主権という制度は間主観的知識である。 

これら 3 つの視点から言えることは、コンストラクティヴィズムが、パワーが無意味で

あるとは言っていないものの、リアリズムほどにはパワーを重視していないということで

ある。間主観的知識として「主権概念」が共有されている以上、「自国の生存」や「領土要

求」といったパワーに基づく主張は時代遅れのものとなる。 

 では、アクター自身は、自らのアイデンティティを変えることについてどう考えている

のだろうか。この問に対しては、ミード（George Herbert Mead）が用いた「I と Me」、

「役割は獲得されるもの」という主張が有用である（ブルーマー,1991,1、2 章）。言い換

えれば、アクターは常に「役割形成」を行う、ということである。しかし、仮にアクター

がアイデンティティを恒常的に変えるのであれば、秩序は存在し得ない。アクターは一定

の社会的事実を認識し、習慣的な行為を行っている。こうしたことから、アクターのアイ

デンティティは一定程度安定していると言える。では、アクターはいつアイデンティティ

を変えるのか。 

1 つは「新たな状況への直面」である。もう 1 つは「役割変換のコストが、報酬に比べ

て小さい」時である。このような時に限り、アクターはアイデンティティ、インタレスト

を再編して「ゲームを変える」（Wendt,1992,p.419）。この典型的な例が、ゴルバチョフが

行った「新思考外交」である。 

 

ゴルバチョフの新思考外交－コンストラクティヴィズムによる分析 

 冷戦期を通じて米ソは互いを敵視し、核戦力の増強や、自陣営を拡大させることで、対

立を深めていった。このことが、対立的な二極構造を形づくっていった。この構造の下で、

米ソをはじめ諸国は自らのアイデンティティを定義し、同時にインタレストを見出して行

動していた。この冷戦構造の下、アクターのアイデンティティはほぼ固定し、同時にイン

タレストも固定したため、冷戦構造自体は不変のまま長期間持続する事となった。 

しかし、不変のまま持続すると思われていた冷戦構造は、ゴルバチョフの登場によって

協調的システムへと次第に変化していくことになる。この変動過程について、ネオリアリ

ズムは予測も説明もできなかった。ここでウェントが、ゴルバチョフという個人に注目し、
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国際システムの構造変動を説明したことによって、コンストラクティヴィズムは影響力を

一気に高めることになった。ウェントが示した冷戦終結における構造変動の過程は４つの

段階に分かれている。以下、段階ごとに説明したい。 

 第 1 段階は、米ソ相互のアイデンティティ関係に関する合意の崩壊である。冷戦とは、

アメリカが盟主である西側陣営と、ソ連が盟主である東側陣営との対立であった。両者は、

西側が「資本主義陣営」、東側が「共産主義陣営」というアイデンティティを有しており、

さらに互いがその事実を知っているという間主観的状況だった。史実を遡れば、ソ連はレ

ーニンが主張した「帝国主義論」に基礎を置き、社会主義は資本主義とは相容れないとい

う信念に基づいて正当性を獲得し、存続してきた。このことが、西側との対立関係を固定

し、役割変換のコストを非常に高いものにしていた。 

しかし 1980 年代に入り、この合意は崩壊することになる。この背景には、ソ連が対外

的な経済的、軍事的、技術的側面における西側からの挑戦に決定的な遅れをとったことが

ある。さらに国内的には、政治的正当性の喪失、西側からの「不可侵」のアピールへの反

応などがある。こうした対外的コミットメント、さらに国内政治環境の変化が、役割変換

のコストを押し下げ「紛争図式の解凍」につながった。 

 第 2 段階は、国際政治環境の変化に伴って、既存の古い自他概念、及び相互行為構造を

批判的に検討することが可能になったことである。つまり、不変と考えられていた冷戦開

始以来の自他概念が変質する段階である。現状を現状のまま認識し、またはそうせざるを

得ない状況で行動していては、構造はそのままの状態で持続するだけである。そこで、現

状を批判的に検討することによって、新たな自己のアイデンティティを具体的に示すこと

が可能になる。ソ連が国際政治環境の変化の中で、確実に衰退の道を進む中、ゴルバチョ

フは自己批判によって、強固な「冷戦」という対立構造、言い換えれば既存の社会的論理

を抜け出したかったのである。その上で、西側との協調関係を築き、軍事的、経済的な差

を縮めたかったのである。 

 第 3 段階は、他者のアイデンティティ、インタレストを変えることである。自らが抱く

自他概念が変わっただけでは構造は変化しない。構造変動のためには、相互が抱く自他概

念の変化が不可欠である。そこで、自我が他我に望む役割を創出するために、「私はこのよ

うに変化したのだ」という自己表明をする必要がある。つまり、自我が他我に望む役割を、

既に他我が獲得しているものとして関わるのである。これは、アイデンティティの鏡理論

とも言われる。 
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 第 4 段階は、自ら信頼を創出し、脅威を除去することである。これは、互いの不安と不

信によって形作られる「競争的安全保障システム」からの脱却である。ゴルバチョフは、

冷戦というシステムから脱却するために、戦闘中のアフガニスタン、NATO と向き合う東

欧からの撤退や、兵力の削減、核兵器削減交渉への積極的参加など、具体的な行動として

自らの変化を示した。さらに、西側世界に積極的に関わることで「共通の運命（Common 

fate）」を創出しようともした。 

 こうした 4 つの段階を経て冷戦構造は崩壊し、ポスト冷戦の国際システムが形づくられ

た、とウェントは主張する。この構造変動の過程の説明にはかなりの説得力があり、実際

この研究をきっかけとして、コンストラクティヴィズムは勢いを増していった。ゴルバチ

ョフの「新思考」に基づく行動が、ウェントの分析を支える強力な証拠となっている。 

  

3-3 攻撃的リアリズムの理論的有効性の検討－コンストラクティヴィズムとの比較を通

して 

 

 以上、3-2 において、冷戦終結を攻撃的リアリズム、およびコンストラクティヴィズム

によって分析した。ここでは、双方の分析を比較し、冷戦終結を分析する上で、攻撃的リ

アリズムの分析枠組が有効であることを示す。さらに、国際システムの構造変動を分析す

る際、あるいは予測する際にも、攻撃的リアリズムの分析枠組が有効であることを示す。 

最初に、冷戦終結の分析に関して比較していきたい。比較の際に重要となるのは、両者

が国際政治をどのようにモデル化し、構造というものを認識しているか、そして構造変動

の過程をどのように捉えているか、ということである。 

 

攻撃的リアリズム／コンストラクティヴィズムの冷戦終結観の比較 

まずは、双方の方法論的視座を再確認する。 

攻撃的リアリズムは、国際政治を「不変の構造的アナーキーの下、国家は合理的アクタ

ーとして、安全保障の獲得を最重要目的として行動する。そしてそのために、国家は覇権

の獲得を目指して行動する」という前提の下でモデル化を行っている。そして、構造は「構

造的アナーキーの下、国家間のパワー配分によって決まる。」としている。そして、構造変

動の過程は、ミアシャイマー自身は言及していないものの、理論上は「覇権獲得競争から

降りることによって、他のアクターとの相対的パワーの格差が拡大し、勢力均衡が崩れる
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こと。」である。 

コンストラクティヴィズムは、国際政治を「国家アクターとアナーキーとは相互構成的

な関係にある。また、意識を有する国家がアナーキーの意味を解釈、定義し、それらが国

家間で共有される相互作用過程を経ることによって、間主観的なレベルの中で、アナーキ

ーは 1 つの文化となる」としている。そして、構造は「特定のアナーキーの文化の下、国

家間の認識の配分によって決まる」としている。そして、構造変動の過程は「国家間の相

互作用過程におけるアナーキーの意味の解釈、定義の内容が変化することによって、間主

観的なレベルでアナーキーの文化が変化すること」としている。 

このように、攻撃的リアリズムとコンストラクティヴィズムとは、全く異なる方法論的

視座に基づいて、国際政治を分析している。以下、双方の視点から見た冷戦終結の過程を

比較検討していきたい。 

まず冷戦の開始以来、米ソはイデオロギー対立を深め、同時に核軍備の増強に励み、米

ソの二極構造は強固なものとなっていった。一時、デタントの時期に入り、軍縮交渉など

を経て緊張状態が緩和されることはあったものの、ソ連のアフガニスタン侵攻によって、

デタントは完全に崩壊した。この際、アメリカはカーター・ドクトリン、およびレーガン・

ドクトリンによってソ連との対決姿勢を強め、一方のソ連はブレジネフ・ドクトリンによ

って、自陣営を固守しつつアメリカとの対決姿勢を強めていった。 

こうした、ゴルバチョフ登場以前の米ソ対立の過程は、攻撃的リアリズムであれば、政

策的、地政学的な対立として特徴づけられる、物質的パワーの観点から捉えられる。つま

り、唯物的な視点である。ここにおいて、米ソは覇権獲得に向けて、二極構造という安定

した勢力均衡状態に落ち着いていることになる。コンストラクティヴィズムであれば、米

ソ間の相互作用において、アナーキーはホッブズ的な対立状況を反映している、という観

念的なレベルで捉えられる。つまり、唯名的な視点である。そのようなアナーキーの文化

の中で、米ソは自らのアイデンティティを自覚しており、それに基づいてインタレストを

設定し、競争を行っている。 

こうして、デタント後の新冷戦が展開する中で、革新的指導者として登場したゴルバチ

ョフは、ソ連経済の破綻に直面し、経済の建て直しを主要目的として追求するようになる。

こうしてペレストロイカが推進されることになった。ゴルバチョフはペレストロイカ推進

のために、グラスノスチ、そして新思考外交といった革新的な政策を断行し、西側との対

立状況を緩和し、協調関係を構築する方向を模索するようになった。そのことによって、
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西側からの経済的・技術的支援を獲得することを狙ったのである。 

こうした、ゴルバチョフ登場以降の過程は、攻撃的リアリズムであれば、ゴルバチョフ

の宥和政策として捉えられる。ゴルバチョフは対立状況の打開のために、アフガニスタン

からの撤退、および軍部管理交渉における SS20 と SDI の取引という、相対的パワーの観

点から見ればソ連の一方的な減少につながる行動をとった。つまり、これこそが宥和政策

である。ゴルバチョフにしてみれば、対立状況を緩和することによって、軍事的、地政学

的な相対的パワーの減少による脆弱性は回避できる、ということになるだろう。しかし、

攻撃的リアリズムの観点から見て、米ソのパワー獲得競争という構図は持続していたので

あり、その中で軍事的、地政学的にソ連が優位を誇っていたことも事実であった。ゆえに、

ゴルバチョフの一方的な宥和政策は、米ソ間のパワー獲得競争からソ連が一方的に降りる

ことを意味した。それによって、ソ連はアメリカとの競争に完全に敗れ去ることになった

ばかりか、地域レベルで見た場合には、中国にもつけ入る隙を与えたのである。そして、

アメリカと二極を成す超大国としての地位から滑り落ちることになり、冷戦は終結した。 

一方、コンストラクティヴィズムであれば、米ソ間の相互作用レベルにおいて、アナー

キーの意味、具体的には冷戦の対立構造が変化した、ということになる。そのきっかけと

なったのが、ゴルバチョフの新思考外交であり、その中で行われた諸改革であった。アフ

ガニスタン撤退や、軍備管理交渉への積極的な参加は、それまでの邪悪で、強張ったソ連

の対外的イメージを覆す際に、十分な役割を果たした。また、アフガニスタン撤退や軍縮

交渉への参加と実施は、軍事的、地政学的な緊張関係の、まさにその原因となっていた分

野における改革であり、物理的にも対立の構造は変化したといえる。こうして、冷戦は相

互作用レベルにおいて終結し、対立構造は次第に協調的な構造へと変質していくこととな

る。 

以上のことから、冷戦終結の過程を分析する際の、攻撃的リアリズムの有効性が導出で

きる。以下、その有効性を 3 点に絞って述べていきたい。 

1 点目は、中国の動向である。中国は、ソ連と同じ共産主義国家だったものの、ブレジ

ネフ・ドクトリンの前に自らの体制も脅かされていると感じていた。中ソ対立の影響も重

なり、中国の警戒感は最高潮に達していた。そこで、中国は純粋なパワーの観点から、ア

メリカとの同盟という道を選んだ。こうしたことから、中国はリアリズムに基づいて行動

したといえる。さらに、もっと言えば死活的利益、すなわち自国の生存のために、同盟の

中でアメリカのパワー獲得を是認しつつ、自らのパワー増強にも力を注ぎ、ソ連との均衡
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を図った点で、攻撃的リアリズムの規範に基づいて行動していたと言える。こうした、米

ソに次ぐ第 3 のアクターとしての中国の行動は、冷戦終結の過程において非常に重要であ

り、さらに地域レベルの国際システムで見た場合、中国の覇権獲得に向けた行動はソ連の

宥和政策、および崩壊へと密接に関連している。 

2 点目は、物質的パワーの決定的な影響力である。先に述べたように、攻撃的リアリズ

ムは唯物的、コンストラクティヴィズムは唯名的な方法論的視座に基づいて分析を行って

いる。この視座に基づいて冷戦終結の過程を分析すると、構造変動には物質的な要素が観

念的な要素をはるかに上回って影響していることが分かる。先に述べたように、攻撃的リ

アリズムの視点では、軍事的、地政学的要因という、まさしく物質的な要因が深く影響し

ていることが分かる。一方、コンストラクティヴィズムの視点でも、相互作用レベルにお

ける対立構造の変容に決定的な影響を及ぼしたのは、アフガニスタン撤退や軍縮交渉への

参加と実施といった、軍事的、地政学的な緊張関係の、まさにその原因となっていた分野

である。これらは、物質的な要因によって形づくられた対立構造であり、たとえ終結過程

が観念的な相互作用レベルのものであったとしても、最終的な決め手となるのは物質的に

捉えられる要因ということである。 

3 点目は、大国間の競争状態の持続である。これこそが、コンストラクティヴィズムは

もちろん、同じラショナリズムに基盤を置く防御的リアリズムも有しない、攻撃的リアリ

ズムの有効性である。冷戦は、ゴルバチョフの宥和政策によって、ソ連の一方的敗北に終

わった。しかし、その後の世界においては、ソ連に代わるアクターとして、ロシア、さら

には中国、インドが登場し、覇権獲得競争を続けている。国際システムレベルで見れば、

現行の国際システムは米露の二極構造であり、地域レベルで見れば、東アジアでは中露、

南アジアでは中印の二極構造が成立していると言える。また、どのアクターも大量の核を

保有し、経済的にも大国といえる状況にある。さらに、各々に地政学的な特徴を生かしな

がら、均衡を保っているといえる。このように、冷戦終結後、ソ連に代わるアクターが登

場し、覇権獲得を目指して勢力均衡を形成している状況がある以上、攻撃的リアリズムの

視座は非常に有効であるといえる。 

一方で、コンストラクティヴィズムが持つ「相互作用レベルの構造の変化」という視座

によっては、冷戦終結後の、こうした対立状況を説明する事は非常に難しい。ゴルバチョ

フの新思考外交によって、対立状況から協調状況へと変化した米ソ間の相互作用レベルの 

構造は、いかにして現在のような競争的状況へと回帰したのか。また、相互作用レベルの
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構造は、意識の深層に根付いていればいるほど、現状維持状態が持続し、構造変動が困難

である。そのように考えれば、結局ゴルバチョフの行動は、冷戦という強固な構造を変動

させるまでには至らなかったのではないか。つまり、冷戦構造はソ連の崩壊を通じてもな

お、多極化の傾向はあれ、持続しているのではないか。現在の国際政治を見る限り、その

ように考えるほうが妥当であろう。 

 

国際システムの構造変動観の比較 

 ここでは、冷戦終結にとどまらず、国際システムの構造変動を説明する際にも、攻撃的

リアリズムが普遍的な視座を持ち合わせていることを示す。 

 攻撃的リアリズムでは、構造的アナーキーの下、国家アクターは能力が異なるものの同

一の機能を果たす、と策定されている。ただ、攻撃的リアリズムでは、主要アクターとし

て大国のみが策定されているために、能力の差はあまり考慮する必要はない(28)。この際、

構造変動とは、国家間の能力の分布の変化を意味する。ここまでは、ネオリアリストも同

様の立場をとっており、攻撃的リアリズムの生みの親であるミアシャイマーも同様である。

つまり、構造変動を想定はしても、分析の対象とはしていない。 

 しかし、攻撃的リアリズムは、構造変動の視点を含意している。それは、宥和政策に代

表される、パワー獲得競争からの脱落によって、勢力均衡状態が崩れることである。この

主張は、本論文を通じて詳述してきた。ただ重要なのは、この視点が今後の国際政治を分

析する際にも、非常に有力な視座を持ち合わせているということである。つまり、構造変

動を説明することはもちろん、予測をも成し得るということである。 

 その理由は 1 つである。それは核兵器の存在である。核兵器の存在によって、覇権戦争

を通じた構造変動は不可能になったし、これからもそうであろう。つまり、構造変動は、

戦争以外の理由によって起こる。それが宥和政策によるパワー獲得競争からの脱落である。 

これからの国際政治は、これまで同様、不変の構造的アナーキーの下で、国家アクターは

覇権獲得を目指して勢力均衡を形成し、競争状態を続ける。その中で、核兵器の存在によ

って覇権戦争は起こり得ない。つまり、覇権戦争を通じた構造変動も起こりえない。ゆえ

に、宥和政策をとることは、構造変動の序章であり、攻撃的リアリズムの規範から判断し

て逸脱した行動となる。核兵器の登場以降、最初の構造変動は冷戦終結であり、そのきっ

かけはゴルバチョフのペレストロイカであった。 

 一方、コンストラクティヴィズムは、構造変動を説明できても、予測はできない。これ
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が、コンストラクティヴィズムが一アプローチに過ぎず、理論に成り得ない決定的な理由

である。さらに、構造変動の説明が可能とはいえ、相互作用レベルの構造の変化がそのま

ま国際システムレベルの構造変動につながるわけではない。冷戦期、アクターは米ソ以外

にも多様に存在したし、米ソ間の対立構造の解消を持って冷戦が終結したとすれば、他の

アクターとの相互作用レベルにおいては何が起こっていたのであろうか。さらに、構造変

動とは観念の分布の変化、と策定されてはいるものの、そのきっかけとなる認識の変化、

また既存の構造に対する解釈、定義の変化、およびそれらの相互作用レベルにおける認識

の変化はどのように起こるのか。そして、それら観念レベルの変化を通じて、国家行動は

なぜ変化するのか。これらの問いに、コンストラクティヴィズムの立場から答えることは

非常に難しい。こうしたことから、コンストラクティヴィズムは、構造変動を前にして、

攻撃的リアリズムとの比較において、説明力、分析力が浅いことは否めない。 

 しかし、だからといってコンストラクティヴィズムの視座を無視するわけにはいかない。

コンストラクティヴィズムは「アナーキーは本当に不変なのか」、「国家アクターの行動は、

本当に構造的アナーキーによって制約されているのか」といった、ラショナリズムによっ

ては所与と仮定されていた前提に対して、根本的な疑問を突きつけた。そして、シンボリ

ック相互作用論のアナロジーを用いて、社会的な視点から、国際政治に切り込んだのであ

る。ゆえにウェントの主著“Social theory of international politics”は、ウォルツの主著

“Theory of international politics”に「社会的な（Social）」ニュアンスを含めたものにな

っている（信夫,2004,257 頁）。 

また、ウォルツをはじめ、ネオリアリストの多くがあいまいにしてきた「社会化」や「競

争」などのプロセスに関する議論を、社会的な視点から補完したのも事実である。こうし

たことから、コンストラクティヴィズムの視座を有効な批判材料として、ネオリアリズム

の進化が図り得ることもまた事実である(29)。 

 

 注 

 

(1) アフガニスタン戦争に関する歴史的背景については、主に金（2002）、および渡辺

（2003）の第 2 章、第 3 章を参照した。 

(2) 「白色革命」については、桜井（2001）の 9～11 頁、レンツォウスキー（2002）の

280 頁に詳しい。 
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(3) 核軍備交渉をめぐる米ソ関係については、主に佐々木（2002）の第 4 章を参照した。 

(4) 「ペレストロイカ」は「経済の建て直し」という理念の下に掲げられたスローガンで

ある。ゆえに、その後行われたグラスノスチや新思考外交は、ペレストロイカとは別

物として説明されることが多い。しかし、本論文では経済改革、グラスノスチ、新思

考外交といった諸改革全てを含めて「ペレストロイカ」と総称することとする。なぜ

なら、ゴルバチョフは経済改革を進める上で、改革の効果を高めるため、半ば必然的

にグラスノスチ、新思考外交を実行したからである。つまり、ペレストロイカ実行の

ためには、グラスノスチ、新思考外交などによって、対外的なアピールを行うことは

不可欠だったのである。さらに、ソ連史上初の民主的選挙も同じ理由で実施された。

つまり、国内的、対外的な改革は全て、国内はもちろん、対外的にソ連の変化をアピ

ールする効果を持っていたのである。こうして改革が進むに連れ、ペレストロイカが

国内的な経済の建て直し、という意味を超えて、社会、政治、対外関係全体の「建て

直し」を意味するようになったのも事実である。 

(5) この部分は田中（1996）の 50～51 頁、佐々木（2002）の 188～190 頁、アイケンベ

リー（2004）の 236～237 頁を参照した。ソ連の撤退によって、ペルシア湾岸の緊張

は解けはじめた。しかし、米ソが去った後、アフガニスタンは内戦に突入することに

なり、イラクも湾岸戦争を引き起こすことになる。 

(6) 冷戦終結の過程における米ソ関係については、主に佐々木（2002）の第 4 章を参照し

た。 

(7) このようなネオリアリズムの問題点に関する主張は、 Kratochwil（1993）、西村（1996）、

石田（2000）、大矢根（2005）に詳しい。 

(8) こうしたネオリアリズムの方法論に関しては、Waltz（1979）に詳しい。また、その

ような立場を批判的に検討したものとしては、西村（1996）、Ruggie（1998）、石田

（2000）を参照されたい。 

(9) ギルピンがそのように主張しているのは、主著“War and change in world politics”

においてである。彼はその中で「覇権循環論」を唱え、圧倒的な覇権の存在によって

国際システムが安定する一方、相対的に生じる経済格差が覇権国の弱体と準覇権国の

軋轢を生み、覇権戦争を経ることで覇権の交代が起こる、と主張した。しかし、冷戦

終結に際して米ソ間で戦争は生じていない。ゆえに、彼のアプローチはネオリアリズ

ムの観点からのものではあるが、冷戦終結を説明できない。そのため、ギルピンも冷
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戦は続いている、という立場をとっている。 

(10) ただ、ここで指摘しておかなければならないのは、ウォルツの業績によって、国際政

治理論は急速な発展を見せたということである。さらに、ウォルツの最大の貢献が「構

造の視点」を国際政治に定着させたことである、ということも忘れてはならない（信

夫,2004,99 頁）。 

(11) そもそも、ミアシャイマーにとって冷戦とは何だったのか。彼自身、それについて明

らかにしているのは、1990 年 International Security 誌に発表された“Back to the 

Future: Instability in Europe after the Cold War”である。この論文によると、ミア

シャイマーにとっての冷戦は、ヨーロッパにおける米ソの二極構造である。つまり、

ヨーロッパを舞台に NATO（北大西洋条約機構）と WTO（ワルシャワ条約機構）が、

米ソの核の傘の下で対峙している状態である。この二極構造によって、2 度の世界大

戦の引き金であり主戦場であったヨーロッパ諸国は、冷戦期を通じて驚くほどの安定

性を保ってきた、とミアシャイマーは主張する。しかし、ベルリンの壁崩壊に伴い多

くの東欧諸国が脱共産化したことで、ヨーロッパの二極構造は急速に揺らぎはじめ、

大戦期のように再び混沌とした状態に戻りつつあるとも主張する。ゆえに、二極構造

によって安定していたヨーロッパは次第に大戦期のように多極化し、戦争の危機やド

イツの核武装といった状況が生じうる、と警告している。こうしたことから、ミアシ

ャイマーは冷戦期の二極構造を羨望を持って振り返るのである。ちょうど、冷戦史研

究家であるギャディス（John L. Gaddis）が、冷戦期を「長い平和（Long Peace）」

の時代である、と論じたのと同じである（ギャディス,2003）。ただ、今日のヨーロッ

パを見てみると、戦争どころかそれに類する危機すら生じていない。むしろ、EU は

ますます相互依存を深めている。ミアシャイマーが懸念したドイツの核武装論につい

ては、その兆候すらない。ユーゴ紛争はあったものの、これは局地的な内戦であり、

他国を巻き込むほどの規模には到底至らなかった。こうした現実に対して、ミアシャ

イマーは主著“The tragedy of great power politics”において見解を述べている。そ

れは、ヨーロッパにおけるアメリカの対立勢力として、ロシアがソ連にとって代わっ

た、というものである。総合的なパワーの観点からすれば、ロシアは冷戦期のソ連に

ははるかに及ばない。しかし、核兵器の存在と地政学的要因が、ヨーロッパにおける

アメリカとロシアの均衡状態を可能にしている。この均衡が、現在のヨーロッパの安

定を生み出している、とミアシャイマーは主張する。 
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(12) 「冷戦は終結したのか」という問いに対して、数多くの論者が様々な見解を述べてい

る。しかし、それらは「冷戦とは何か」という定義の違いによるものである。例えば、

ナイは冷戦を「ヨーロッパを舞台にした米ソ両陣営の対立」と捉え、「ベルリンの壁崩

壊」によって終結したと主張している（ナイ,2005,163～168 頁）。コンストラクティ

ヴィストのウェントは、時期を明示していないものの、冷戦を「対立的アナーキー下

における、米ソの認識上のイデオロギー対立」と捉えている事から、「冷戦終結を公式

に確認し合ったマルタ会談」で終結したと捉えているようである。一方、ミアシャイ

マーは冷戦を「ヨーロッパを舞台に、米ソが核を背負って対峙している状態」と捉え

たために、現在のヨーロッパにおける米露関係においても、この構図は持続している

と主張している（Mearsheimer,2003,p.362）。ゆえに、冷戦は続いていると捉えてい

るようである。ウォルツもほぼ同様の捉え方をしていると考えられる。 

(13) ウォルツの場合、勢力均衡の達成に至る過程は「多すぎず、少なすぎないパワーの獲

得」であった（Waltz,1979,p.126）。多すぎるパワーによって自分に対する対抗同盟を

生むのでも、少なすぎるパワーによって相手に飲み込まれるのでもない、均衡を保つ

上での適度なパワーの獲得である。この意味でウォルツの描く国家象は、自らの存在

を相対的パワーの観点から保持しようとするものである。グリエコ（Joseph M. 

Grieco）の言葉を借りれば「防御的ポジショナリスト（Defensive positionalists）」と

いうことになる（Grieco,1990,p.40）。 

(14) この理由は、見方を変えれば、自らも加わる勢力均衡状態を、覇権獲得競争から脱落

することによって崩し、均衡を形成する他の攻撃的アクターの餌食になってしまうと

いうことである。これは安全保障を自ら手放す愚行である。均衡を崩すという点では、

これ以外にも、急速なパワー追求によって周辺国に脅威を与え勢力均衡を不安定化さ

せることも、同じであるように思われる。ミアシャイマーによれば、こうしたアクタ

ーは「潜在的覇権国（Potential hegemon）」（Mearsheimer,2003,p.44）である。こう

した潜在的覇権国に対して、周辺国は均衡を維持するために対抗同盟を組織する。そ

して、両者がパワー獲得競争を先鋭化させることになり、結局は戦争に至ることにな

る。ただ、歴史を振り返ってみると、潜在的覇権国の多くは現状を誤認し、自ら打っ

て出て敗北している。一方で、ミアシャイマーは、リアリストの立場から相手のパワ

ー増大を戦略的に是認する場合もあると主張している。それは「バックパサーがバッ

クキャッチャーに対して認める場合」、「一次的脅威（Primary threat）、二次的脅威
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（Secondary threat）を前にして、共に一次的脅威に対峙する二次的脅威に対して認

める場合」、「一時的な妥協によって、長期的な優位を求める場合」の 3 つである

（Mearsheimer,2003,pp.164～165）。 

(15) こうした小国の中で、キューバは特別の意味を持っている。それは、1962 年のキュー

バ危機に原因がある。ソ連が秘密裏にキューバに核ミサイルを配備したことで、人類

は初めて核戦争の危機を迎えたわけだが、危機は偶然の連続によって、奇跡的に回避

された。その後、米ソ双方にとって、キューバはミサイル危機の経験から、表立って

は介入しにくい場所となり、キューバ自身は独自の外交戦略をとるようになった。ア

フガニスタン戦争の頃のキューバは、表向きには「ソ連の代理人」として、アフリカ

諸国や中南米諸国に支援を行っていた。しかしソ連にとっては、アンゴラなどへの不

要な対外介入によって自国を厄介な事態に巻き込む、迷惑な同盟国として認識されて

いたようである（ゴルバチョフ,1996〈下〉,489 頁）。アメリカにとっては、直接的な

脅威でこそなかったものの、ソ連との交渉上の障害になっていた（石井,2003,207 頁）。

いずれにしても、戦略的価値という点では、キューバの存在は次第に薄れていたと考

えられる。 

(16) この好例は、ヴェトナム戦争である。純粋にパワーの観点から考えれば、アメリカは

ヴェトナムに圧勝できるはずであった。しかし、実際には米軍 5 万 5 千の死者と、1600

億ドルの戦費を費やしながら敗北した（佐々木,2002,117～126 頁）。同様の事態は、

第二次大戦直後インドシナに介入したフランスや、1962 年のイエメン内戦におけるエ

ジプトが挙げられる。そして、仮に勝利したとしても、現在のイラクのような戦後秩

序構築の困難さが伴う事が多い。 

(17) このことは、もっと言えば規範である。ミアシャイマーは「諸国は攻撃的リアリズム

に基づいて行動しなければならない。それは、この危険な世界において、攻撃的リア

リズムが最善の道を示すからである。〔中略〕大国は、生存を望むならば、良き攻撃的

リアリストといして行動すべきなのである。」（Mearsheimer,2003,pp.11～12）と主張

している。 

(18) 実際にイランは、イラン・イラク戦争の過程で、ペルシア湾、ホルムズ海峡を舞台と

した「タンカー戦争」をエスカレートさせていた（レンツォウスキー ,2002,370 頁）。 

(19) 具体的な支援内容としては、サウジアラビアに対して、81 年 10 月に早期警戒管制機

（Airborne Warning and Control System:AWACS）と F15 戦闘機が供与された（レ
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ンツォウスキー,2002,392～396 頁）。イラクに対しても、84 年の国交回復を境として、

本格的に軍事的・経済的援助を開始した（酒井,2002,58～60 頁）。しかしいずれの場

合も、周辺国のパワー増強に伴う安全保障の危機を感じたイスラエルの反対に遭い、

当初の予定から見れば小規模な支援となった。ここで、1 つ疑問が残る。なぜ湾岸産

油国は、ソ連ではなくアメリカの支援を受け入れたのか、という疑問である。理由は

2 つ考えられる。1 つ目は、湾岸産油国にとって、主要な石油輸出相手がアメリカをは

じめとする西側諸国だったことである。ゆえに、国家間関係を良好なまま維持するこ

とが、双方の利益につながっていたのである。2 つ目は、イスラーム圏に対するソ連

の武力介入によって、ソ連がイスラームに対する現実的な脅威と看做されたことであ

る。特に、1977 年のソマリア危機を境に、イラクをはじめ、湾岸諸国がソ連から離反

していくこととなった（酒井,2002,44～46 頁）。 

(20) 第二次大戦後の中ソ関係に関しては、主に菊池ほか（1976）を参照した。 

(21) 中ソ対立の文脈におけるアフガニスタン侵攻、撤退の意味については、主に Hilali

（2001）を参照した。 

(22) こうした猛烈な反発が示されたのは、1980 年 6 月以降である。この時点で、中国はソ

連の将来に関する 3 つのシナリオを描いていた。1 つ目は、ソ連の撤退の可能性。2

つ目は、イラン、パキスタンに対する行動を起こす可能性。そして 3 つ目は、アフガ

ニスタン占領である。 

(23) 中国にとって、アフガニスタンやカンボジアにおけるソ連の世界戦略が回避される可

能性は 3 つあった。1 つ目は、完全かつ迅速なソ連軍の撤退。2 つ目は、アフガニス

タン人の自決権を尊重する事。3 つ目は、ソ連の支配に抵抗するアフガニスタンの自

由の戦士たち、つまりムジャーヒディーンへの支援を行うこと、である。 

(24) こうした、アメリカの行動に対する中国側の評価に関しては、Hilali（2001）p.335

に詳しい。1980 年、共産党副主席だった鄧小平を、アメリカのブラウン（Harold 

Brown）国防長官が訪問し、米中で合同してソ連の脅威に立ち向かうことを確認した。

これを機に、鄧は米中の共闘姿勢を確認したのである。そして、その後もアメリカが

ソ連に対する経済制裁などを続け、デタントの退潮を全く問題にしなかったことから、

中国国内ではアメリカはソ連に対して宥和することはない、という評価に至った。 

(25) ただ、スプラトリー諸島の領有権に関しては、ヴェトナムを初め、東南アジア諸国が

軒並み権利を主張し、現在に至るまで、各国間の領土紛争が続いている。 
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(26) この批判については、ネオリベラル・インスティテューショナリズムも同じような見

方をしていると思われるかもしれない。つまり、アナーキー下であっても、アクター

は国際制度の下で長期的利益を追求するが故に協調関係になる。ゆえに、アナーキー

下でも協調は可能である、という主張である（主にコヘイン ,1998）。しかし、ネオリ

ベラル・インスティテューショナリズムとコンストラクティヴィズムとでは、前提が

根本的に異なる。かつて、ネオリアリズムとネオリベラル・インスティテューショナ

リズムが、前提を同じくする理論同士で「ネオ=ネオ論争」を行ったことからも分かる

ように、ネオリベラル・インスティテューショナリズムの前提に対しても、コンスト

ラクティヴィズムは異議を唱える。つまり、ネオリアリズムであれネオリベラル・イ

ンスティテューショナリズムであれ、国際システムの構造要因を重視し、アクターの

合理主義的行為を強調する点で、ラショナリズムということができる（石田 ,2000,11

頁）。このラショナリズムに基盤を置く限り、アクターはアナーキー構造の下では基本

的に安全保障獲得競争に陥る。ここから、いかにしてシステムの安定を達成するかと

いう問に対して、ネオリアリストは勢力均衡、ネオリベラル・インスティテューショ

ナリストは国際制度という主張をする。これらの主張に対して、コンストラクティヴ

ィストは異議を唱えるのである。 

(27) 例えば、認識の配分という視点で冷戦終結を分析すると、米ソが互いに「敵である」

という認識が配分されている状況が冷戦であり、何らかの理由で次第に「敵ではない」

という認識が配分され、一定程度に満たされると冷戦状況が終結することになる。 

(28) しかし、攻撃的リアリズムの生みの親であるミアシャイマーの「大国」に関する定義、

捉え方は非常に曖昧である。 

(29) 実際に、コンストラクティヴィズムに刺激を受けて、リアリズムの部分的修正を図っ

た学派も存在する。それは「ネオクラシカルリアリズム（Neoclassical Realism）」と

呼ばれる学派である。初めてこの語句を用いたのは、Foreign Affairs 誌編集委員のロ

ーズ（Gideon Rose）である。ローズは、ウォルツが理論構造から外交政策などの第 2

イメージとしての国家行動を捨象している（この点に対して、ローズは肯定も否定も

していない）ことを指摘し、リアリズムの観点から外交政策問題に重点を置いて取り

組んでいる学派の存在を指摘している。この学派の主張の概要は以下である。国際シ

ステムにおける変動の決定因は、国家構造であり、政治エリートの心理である。ただ、

ネオリアリストの前提である「国家は自国の安全保障を追求する」ということは含め
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ない。それに代わって、アクターは自らのパワーを用いて国際システムに働きかけ、

自らの目的を達成しやすいようにシステムを変容させる。そうすると、パワーのある

アクターほど、よりレベルの高い選好のための到達点をクリアできる、というもので

ある。このアプローチの特徴は、個人要因、国内要因を精緻化したものとしての国家

構造、政治エリートの心理が、国際システムに決定的影響を及ぼすという点である。

具体的に言えば、モーゲンソーが提示した外交哲学を実践し、さらにコンストラクテ

ィヴィズムの「相互作用レベルの構造の変化」という視点で発展させたもの、つまり

古典的リアリズムが社会学的アナロジーを用いて進化したものということである。し

かし、ローズの議論は、あくまでも諸派の紹介と分類であり、新たなアプローチの提

示を目的にしているわけではない。詳しくは、Rose（1998）を参照されたい。 
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終章 国際政治理論の将来－新攻撃的リアリズムの確立  

 

 冷戦終結を境に、国際政治学は学問としてのアイデンティティを問い直す必要に迫られ、

それを契機に目覚しい発展を見せた。その理由は、冷戦という硬直した対立構造の中で構

築されたウォルツのネオリアリズムが、構造の視点を得ることによって科学性を獲得し、

学としての国際政治の確立に貢献したにも関わらず、冷戦終結という構造変動に直面し、

社会の中における必然的な変動の過程を説明、予測できないという決定的な現実に直面し

たからであった。そして、ウォルツに対する批判を通して、ウェント、ミアシャイマーが

新たな方法論を提示し、国際政治理論の可能性をまざまざと示してきた。しかし、冷戦終

結という構造変動の説明について、ウェントは変動過程を説明し得たものの、それは事後

的説明であり、予測力という点に限ってみれば不可知論に陥ってしまう。また、ミアシャ

イマーは、ウォルツのシステム静態性を批判し、システム動態性を強調して登場したもの

の、構造変動については言及していない。 

そこで、本論文を通じて、冷戦終結を攻撃的リアリズム、およびコンストラクティヴィ

ズムの観点から分析し、その結果を比較することによって、ネオリアリズムの視点によっ

てでも国際システムの構造変動を説明しうることを示すことができた。さらに、理論の至

上命題である「予測力」をも持ち合わせることをも、同時に示すことができた。この際、

「大国間の宥和は構造変動を引き起こす」という攻撃的リアリズムの含意が、ネオリアリ

ズムの理論的発展には欠かせないことも明らかとなった。 

これからの国際政治は、これまで同様、「不変の構造的アナーキーの下、合理的な国家

アクターは覇権獲得を目指して行動する。その際、勢力均衡を形成し、競争状態を続ける。」

という攻撃的リアリズムの世界観で捉えられる。その意味で、ネオリアリズムの世界観は

有効性を保ち続ける。しかし、核兵器の存在によって、覇権戦争は想定はできても実際に

は起こり得ない。つまり、覇権戦争を通じた構造変動は起こり得ない。そこで、宥和政策

が重要なカギとなるのである。 

本論文で述べてきた、「大国間の宥和は構造変動を引き起こす」という命題を含んだ攻

撃的リアリズムを「新攻撃的リアリズム（Neo-Offensive realism）」と呼びたい。この、

構造変動の視点を含むネオリアリズムは、これまで皆無である。しかも核時代の現代世界

において、構造変動を説明する際に、かなりの有効性を発揮するものと思われる。 

最後に、「新攻撃的リアリズム」の構築における、「知」の意味を考えて生きたい。 
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 カーによって生み出され、モーゲンソーによって国際政治学は学問としての成立を見た。

この際、「リアリズムとユートピアニズムのバランス」や「人間の権力欲求」といった概念

が重要であった。いずれも、人間や国家の政治的活力を指し示すものであり、それらが戦

争の原因であるとされた。また、同時に戦争を防ぎつつ、どのようにそれらの活力を生か

していくか、という新たな問いをも生み出した。カーの答えは「平和的変更」であり、モ

ーゲンソーの答えは「勢力均衡と外交哲学」であった。いわば、古典的リアリズムは「人

間性」にその知の根源を求めているといえる。 

 こうした伝統的偉業を踏まえて、ウォルツは戦争の原因は人間や国家に還元されない、

国際システムの構造にある、という前提を設定した。この、「構造的アナーキー」という概

念は、国際政治の科学性の獲得に多大に貢献し、その後の国際政治研究を大きく主導する

ことになった。ゆえに、ネオリアリズムは知の根源を「構造」に求め、演繹的な理論の構

築に成功した。 

 しかし、冷戦終結を前に、ウォルツの前提は大きく揺らいだ。ウォルツは、国際システ

ムの構造に着目したにも関わらず、その変動を説明する分析枠組を持たなかったのである。

ゆえに、構造に偏重している、という批判にさらされた。言い換えれば、「ネオリアリズム

の描く世界では、人間はシステムの制約の前になすすべもない存在である。そこでは人間

の創造性のはたらく余地など全くない。いわばそこには人間がいない。」（神谷,1993,71 頁）

のである。 

こうした批判を踏まえて、ウェントとミアシャイマーが登場した。ウェントは、国家の

意識や間主観といった、社会における人間集団の相互作用のアナロジーを用いて、国家間

の相互作用及び間主観的に構成される構造の存在を主張し、その変動過程を説明した。一

方、ミアシャイマーは、モーゲンソーが主張した「人間の権力欲求」をネオリアリズムの

理論枠組に組み込み、その理論的動態性を主張した。両者ともに、知の根源をウォルツが

主張した「構造」に基盤をおきつつも、同時にカー、モーゲンソーが主張した「人間性」

に再び注目することによって、固定化した構造の視点から脱却しようとした。しかし、構

造変動に対して、一貫した主張をすることはできなかったのである。 

 そこで筆者が注目したのが、国家間関係における「宥和政策」である。攻撃的リアリズ

ムが持つ「構造的アナーキー」、「競争的なシステム観」といった、ネオリアリズムの理論

枠組の中に、モーゲンソーが主張した「権力欲」、「外交哲学」といった要因を組み込み、

国際システムの構造変動を、ネオリアリズムの観点から説明することが可能であることを
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示した。さらに、核時代の今日であるからこそ、戦争を経ずして起こる勢力均衡の崩壊、

また国際システムの構造変動を説得的に説明し得る。 

 しかし、筆者は「宥和は愚行である」という主張に対しては、必ずしもそうであるとは

考えていない。危機の際には、ウォルツ、ミアシャイマーが提示した「構造」という冷徹

な視点から、国際関係の中における自国の立場を常に確認しつつ、カー、モーゲンソーが

提示した外交哲学に則って、宥和政策を行い、平和裏に危機を回避することは可能である

と考えている。同時にそれは、危機は均衡の達成によって回避されることを踏まえた上で

のことである。 

 こうした、国際政治学の知の基盤の上に「新攻撃的リアリズム」は確立を見たのである。 
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おわりに 

 

 学生生活も、6 年が経とうとしている。本論文は、私が国際政治学を志して以来、積み

重ねてきた知の集大成である。地方大学の一大学院生の修士論文としては、何とか学問に

貢献できる地点までは到達できたのではないかと思う。 

 本論文では、国際政治理論の誕生から今日に至るまでの過程を振り返り、国際政治学と

いう学問における重大問題を扱った。それは、ネオリアリズムをはじめとする主要な国際

政治理論が「冷戦終結」を説明できない、というものである。この状況を前にして、ネオ

リアリズムが抱える課題が鮮明となり、理論発展に向けた議論が活発化した。その中で、

コンストラクティヴィズムは、ネオリアリズムが抱える欠陥を補完し、冷戦終結を説得的

に説明した。しかし、コンストラクティヴィズム自体は理論ではなく、一アプローチの地

位にとどまっている。さらに、予測力という点では不可知論に陥る危険性もあった。 

こうした状況を前にして、私は「国際政治は物質的要素から構成されている」という立

場をとり、ネオリアリズムの主張はまだまだ説得力を有していると考えていたので、何と

か冷戦終結をネオリアリズムによって説明できないだろうか、という学問的関心、もっと

言えば衝動にかられていた。その時に、ネオリアリズムの理論的発展の可能性をまざまざ

と示してくれたのが、ミアシャイマーの”The tragedy of great power politics”である。 

本論文では、ミアシャイマーの持論である攻撃的リアリズムの世界観を受け入れつつも、

変動要因としての「宥和政策」を組み込んで、若干の分析枠組の操作を行い、冷戦終結を

分析した。こうして、私は構造変動を説明しうるネオリアリズムを提示することができた。

これこそが「新攻撃的リアリズム」である。いささか野心的な主張と受け取られるかもし

れないが、核時代の現代世界においては、それなりの説得力を持つ理論であると考えてい

る。さらに、ネオリアリズムによってでも、説得的に構造変動を説明しうることを示すこ

とができたことは、少なからず学界に知的刺激を与えうると思われる。 

こうして、新たな理論を提示するところまで研究を進められたわけだが、研究テーマに

は直接関係しないものの、研究の過程でいくつもの発見があった。主なものとしては、カ

ーの”The twenty years’ crisis 1919-1939”の初版を手にとり、当初のカーの考えと、戦後

のそれとを現物を通して確認できたことである。国際政治学という学問の、まさに誕生の

瞬間に立ち会っているような、新鮮な感覚のなかで、カーの考えを再検討することができ

た。また、冷戦終結に際して、米ソの他に、中国も主要な役割を果たしていたことが明ら
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かになった。冷戦終結を語る際には、米ソはもちろんだが、東欧の民主化運動や世界各地

の民族紛争の勃発などが注目されやすい。しかし、第 3 のアクターとしての中国の存在が、

想像以上に重要な位置を占めていたことが、研究を通じて明らかとなった。今後の冷戦研

究の動向に注目したいところである。 

こうして、冷戦終結を説明しうるネオリアリズムの提示に至ったわけだが、そもそもの

私の研究の出発点は中東紛争であり、それは国際政治学を志したきっかけでもあった。「な

ぜイスラエルとパレスチナは抗争をやめないのか」という素朴な疑問から始まった研究は、

「イスラエル=パレスチナ紛争史の研究」にはじまり、「アメリカの対中東外交」へとつな

がっていった。そして、卒業論文では「レーガン政権期の国家安全保障会議（NSC）の役

割」ということで、イラン=コントラ事件を巡るレーガン政権の意思決定過程を扱い、政

権の意思決定過程の脆弱性が、一個人でさえも国際関係に多大な影響を及ぼしうるという

危険性を抱えていることを示した。 

その後、大学院への進学に際して、アメリカの対中東外交を引き続き扱いつつ、国際政

治を捉える視点をよりマクロなものにしようと考え、「第三次中東戦争におけるアメリカの

関与」を研究テーマにしようと考えていた。しかし、ウォルツの代表作 ”Theory of 

international politics”のテキスト・クリティークを通して、国際システムの視点から根本

的に国際政治を捉えなおそうという関心を抱いた。そして、先行研究を整理する中で直面

したのが「ネオリアリズムが冷戦終結を説明できない」という重大問題であった。その後、

ミアシャイマーの“The tragedy of great power politics”を検討するなかで、ミアシャイ

マーの理論枠組が構造変動を説明しうるのではないか、という仮説のもとに、攻撃的リア

リズムの理論枠組を徹底的に検討してきた。同時に、冷戦史を振り返りながら、冷戦終結

の要因を抽出する作業を行ってきた。そして、その成果が「新攻撃的リアリズム」の提示

である。 

本論文の完成に至るまでには、大学内ではもちろん、学外の方からも大変お世話になっ

た。全ての方のお名前を挙げたいところであるが、数名に限ってお名前を挙げる非礼をお

許しいただきたい。 

まず、この研究は、濱中新吾先生のご指導の賜物である。教員を目指して大学に入学し、

政治学を学ぶなど夢にも思っていなかった私に対し、4 年間にわたって丁寧かつ厳しい指

導を下さった。それによって、私の問題関心は鮮明となり、本研究の完成に至ったのであ

る。また、方法論を徹底的に重視して指導をして下さったことで、自力で研究を深めるこ
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とができるようになった。そして何より、学問に打ち込むことの愉しさと厳しさを、身を

もって実感することができた。感謝という言葉では到底表現できない、公私ともに多大な

ご指導、お世話を頂いた。この場を借りて感謝申し上げたい。 

また、哲学の田口茂先生には、論文副査としてはもちろんであるが、それ以上に私の考

えを全て聴き、受け止めてくれる寛大な姿勢に何度も助けられた。また、物の見方のレベ

ルが無限に存在すること、そして議論を通じて考えは洗練することを、身をもって学ばせ

ていただいた。何より、「聴く事で自らを示す」というスタンスには常に触発され、私自身、

常に自分の姿勢を見直すことができた。重ねて感謝申し上げたい。 

さらに、経済学の飯澤英昭先生には、論文副査として、また経済学を教授いただいたこ

とはもちろんであるが、常に「分かりやすく書くこと」をご指摘いただき、そのことを心

がけて論文を執筆することができた。基本的であるからこそ、常に意識して示さなければ

ならない、という現在の私のスタンスは、飯澤先生の言葉をきっかけに培われたものであ

る。感謝申し上げたい。 

群馬大学の野田岳人先生にも、研究上の重要な示唆を頂いた。野田先生のご助言なしに

は、冷戦終結における中ソ対立の意味を攻撃的リアリズムの視点から分析することは不可

能だったといってよい。さらに野田先生自ら、ご多忙の中、時間を割いて重要論文を検討

され、貴重なご指摘をしてくださった。感謝申し上げたい。 

院生仲間の川田大氏にも、日々触発を受けた。互いの専門分野を、ゼミや日々の語り合

いの中で気兼ねなくぶつけ合うことで、私の問題意識も明確になったし、おそらくは川田

氏の問題意識の鮮明化にも貢献できたのではないか、と思う。そして、そのように専門に

ついて語り合える数少ない存在であったことには、真摯に感謝申し上げたい。 

最後に、私事ではあるが、私の大学生、院生としての生活を常に支えてくれた家族に感

謝したい。家族の支えがあってこそ、本論文はこうして 1 つの成果として完成することが

できた。残念ながら、祖母しげよには、存命中に研究成果を伝えることができなかった。

私の学生生活を、誰よりも応援してくれた天国の祖母に、そして同様に見守ってくれた家

族の安泰を祈って、本論文を捧げたい。 
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